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はじめに

本報告書は､財団法人アジア人ロ ･開発協会が､平成 12年度農林水産省委託事業

｢アジア諸国の発展段階別農業･農村開発基礎調査｣を受託､ミャンマー連邦で実施

したものである｡調査および取りまとめ等については､本協会内に設置した国内検討

委員会(主査 川野重任 東京大学名誉教授)委員を中心に行った｡

調査の目的は｢わが国のアジア諸国に対する農業 ･農村開発協力は､農業･農相の人

口･就業構造の変化も見通しながら､農村地域の総合的な進行･整備等､各国の政策課

題に対 して発展段階に応 じた農業･農村開発協力分野､協力形態､協力地域等を明ら

かにし､これをもとに効果的･効率的な協力を実施していくことが必要となっている｡

このため､アジア諸国の中からモデル的な地域を選定して現地調査を実施し､人口･

就業構造の変化に応じた農業･農村開発のあり方の検討を行い､もって農業･農相開発

に係わる政策対話等に資するものとする｣ことにある｡

調査にあたり現地では､ニュン･ティン農業潅歌大臣､ティン･トウウ農業港概省

計画局長､在ミャンマー連邦日本大使館伊藤直樹参事官､古川和弘二等書記官､青木利

通国際協力事業団ミャンマー事務所長他の皆様に計画全体にわたるご指導､ご協力を

いただいた｡

国内では､農林水産省総合食料局国際協力課および外務省アジア局南東アジア課に､

調査内容についてご指導および調査の便宜をいただいた｡また､エル ･ザウ ･グーン

在日ミャンマー連邦大使館公使から現地調査準備全般にわたって多大なご配慮をい

ただいた｡ここに深甚なる謝意を表する次第である｡

この報告が今後､ミャンマー連邦の農業･農相開発プログラムと日本政府の有効な

協力の推進に役立つことを願うものである｡

なお､本報告書は本協会の責任において作成したものであり､農林水産省あるいは

日本政府の見解や政策を反映するものではないことを付記する｡

平成 13年 3月

財団法人アジア人口･開発協会

理事長 中 山 太 那





目 次

第 1章 -･般概要

1

2

3

4

5

/LU

7

0
0

第 2章 ミヤ

1. ミャンマーの概要

2, 補論:ミャンマーの農業発展戦略と農業政策の課題‥....

0
/

Qノ
0ノ
0

1

-

′0

0
ノ
0

1

1

･l

1

l

つJ

5

5

5

1

9

3

3

3

∠U
/んU

第 3章 調査地域と調査村における農業と農村.…. ‥ 75

1

2

3

4

5

∠U

7

00

調査対象地域の選定と概要

調査対象世帯の選定と概要

コメと豆類の流通

第 4車 ミャンマー国農業 ･農村開発の課題

農業 ･農村開発の課題

第 5車 国際協力の課題

5

2

′LU
つJ
1

3

0
ノ
0
ノ

5

5

cc

1

7

00
00
0
ノ
l

1

l

1

3

3

3

4



第 6章 調査団/調査協力者､日程および収集資料…日. ..145

1. 調査団名簿

2. 調査関係者名簿

予備調査日程

収集文献リスト

5

∠U
O

2

4

4

4

5

5

5



第 1章 一股概要

l.はじめに

ミャンマー国は､東南アジアの大国であり南束をタイと接 し､東をラオス､北束を中国､北西

をインド､南西をバングラデシュと接 している｡かつてビルマとして知られた同国は 1989年にミ

ャンマーへと国名を変更した｡その理由としては､ビルマという国名が､ミャンマー最大の民族

集団であるビルマ族を指すものと誤解されやすいため､古 くから同地を示す言葉であったミャン

マーを採用 したと説明されている｡

ビルマ時代からこの名称は使われており､タイとミャンマーをむすぶ鉄道を泰緬鉄道と呼んだ

ことは､日本人には馴染み深い｡またミャンマー語による表記では国名変更されていないO首都

はヤンゴンで 1989年 6月に国名英語表記の変更に伴いラングーン (RallgOOn)からミャンマー語

の名称に変更された｡

同国は 1943年に日本占領下でビルマは独立し､その後､再び英領インドから 1948年 1月4日

に独立 した｡その時に､ミャンマーの各民族をまとめ独立を成 し遂げたのがアウン･サン将軍で､

今も軌民の父として敬愛を集めている0

2.地理 ･気候

ミャンマー匡=ま､北緯 9度 32分から28度 3]分､東経 92度 10分から Iol度 11分に位置する｡

国土面積は約 67.7万km2で日本の 1.8倍ある.ミャンマーは､北､西､東の三方を山地に囲まれ､

南は海 (ベンガル湾)に面し､中央をエヤワデイ川とその支流が南北に貫通する地形となってお

り､これに沿って平野が広がっている.マングレー､パガンを中心 とする中央部を中心として降

水量が少なく､周辺部ほど降水量が多い｡

気候は､北部が温帯､中部が亜熱帯､南部が熱帯に属するO熱帯 ･亜熱帯地域は南西モンスー

ンの影響で雨季と托李に分かれ､5月1 0月が雨季､日 月-4月が乾季となる｡
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乾季は1日の気温格差が大きく､北部では最低気温が 12-13℃になるなど､早朝には冷え込み

が厳 しくなるo

また別の分類法では､暑季(2月下旬から5月中旬)､雨季(5月下旬から10月中旬)､涼季(io月

下旬から2月中旬)の三李に分かれる｡

ミャンマーの気候はその降水分布に特徴があるo雨季にはベンガル湾の湿度の高い南西モンス

ーンが北上し､アラカン山脈やテナセリウム山脈にぶつかると､その山脈に沿って西側海岸地域

に年間5000紺を超す多量の雨をもたらす. ･方アラカン山脈の東側の ヒミャンマー地方には雨が

少なく､年間降水量 650nn1-1500nlmの亜熱帯においてきわめて特殊な乾燥地帯となっているo古

都パガンはその中心にあり､そこを中心に同心円状に漸次降水量が増加するO ミャンマーの古代

王朝はこの乾燥地帯に位置し､湛瀧を基盤とした王朝であったことがわかる｡首都のヤンゴンな

どでは年間降水量2000mm-2500mⅦl程度である｡

北部および西北部はヒマラヤ山系の東端にあたり､バ トカィ､ナガの両丘陵とナン山地がイン

ドとの間で国境線をなし､下ってラカイン (旧名アラカン)山脈がバングラデシュとの間の国境

地帯となっている｡他方､北端部 (カチン州)にヒマラヤ山脈東端が入り込んでおり､ミャンマ

ー最高峰のカカボラジー山 (標高約5900m)が存在するo

その西 側はチベットとインドに､東側は中国の雲南省に接 している｡東部 (シャン州)は広大

な高原地帯で､地質的に同質の雲南省やラオスに連なっている｡また､同高原を南北に貫流する

タンルイン(旧名サルウイン))lは その下流近辺に並行 して走るタニンダーリー11脈 はタイとの自

然の国境線をなしている｡

ミャンマーと隣接する諸国との国境線の長さについては国境確定協議が終了されておらず､明

確な数値は発表されていないが､中国との間で 2160km､タイとの閏で 2080km､ラオスとの閥で

224km､インドとの間で 1360km､バングラデシュとの間で224kmであると推定されている｡

3.行政区分

ミャンマーはエヤワデイ(AyeyalaWady)､バゴー (Bago)､マグウェ-(Maglvay)､マングレー

(Mandal{ly)､サガイン(Sagail､)､タインタリー(T('nintharyi)､ヤンゴン(Yangon)の7つの管区(Division)

とナン(Chin)､カナン(Kachill)､カヤ(Kayak)､カイン(カレン)(Kayin)､モン(Mom)､ラカイン(Raklline)､

シャン(Sham)の7つの州 (st.lie)に分かれている｡エヤワデイ川流域を中心としたミャンマー中心

部は軍管区が管理する管区ミャンマーと呼ばれ､川の位置する山岳地帯を中心とする地域はシャ

ン､カナン族など少数民族が居住し､少数民族 ･国境地域開発省が管轄している｡

管区ミャンマーの総面積が 304,526km2､川部 ミャンマーの総面積が 372,052km2で国土総面積の

45%を管区ミャンマーが占め､55%を州都が占めている｡人口密度は2000年推計値で管区ミャン

マーが 116.26人化m2､州都ミャンマーで弧56人n(mJとなっている｡
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また､エヤワデイ川のデルタの基点であるピー (plli)の町を境界として北を上ミャンマー､南

を下ミャンマーと呼ぶ0

4.言語

ミャンマー語が公用語であり､ほほ全国で通用するが､その一方でミャンマーには多くの少数

民族がありそれぞれ独自の言語を有している｡また英語は同国が英領インドの一部であったこと､

また政府が英語教育をノト学校 1年より必須科目として奨励しているため､かなり通用する0

5.略史

(1) パガン王朝(第 1次 ミャンマー王朝 :1044-1287)

パガン王朝以前のミャンマーは､チベット方面から移動してきたビルマ族のほか､モン族など

の諸部族の割拠時代であったが､1044年アノーヤタ-王が中部ミャンマーを征服し､パガン王朝

を創建､1057年にはビルマ族による最初の国内統一と近隣制覇が成し遂げられるにいたった｡し

かしパガン王朝は 1287年クビライ･カンの蒙古軍の侵略後に衰退し崩壊した｡

(2) タウングー王朝(第 2次 ミャンマー王朝 :1531-1752)

パガン王朝滅亡後 250年間にわたって､シャン､ビルマ､モンの各部族の小国対立がつづいた

が､1531年にダビンシュエティ王がタウングー王朝を樹立した｡タウングー王朝はミャンマー全

土を統一し､さらにアユタヤ､チェンマイ､ビエンチャンまでも支配下においたが､1752年にモ

ン族によって滅ぼされた｡

(3) コンパウン王朝(第 3次 ミャンマー王朝 :1752-1886)

タウングー王朝滅亡後､一時的にモン族の勢力が伸長したが､1752年に上ミャンマーのシュエ

ポー村長から立ち上がったアラウンバヤーが覇権を奪還し､コンパウン王朝を打ち立てた｡アラ

ウンバヤー王の子､ポードーパヤー王の時代にミャンマーの版図は最大になったが､やがてイン

ドを支配するイギリスと衝突する結果を招き､第1次(1824-26年)､第2次 (1852年)､第3次(1885

午)の英緬戦争が勃発し､1886年には全領土を英領インドに編入された｡

(4) 独立運動

20世紀に入ってからは､日露戦争の影響によりミャンマーにおいても民族主義運動が生まれた｡

特に 1930年代に入って結成された ｢ド･バマ一 ･アシー ･アヨン｣は次第に反英 ･反植民地主義
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を鮮明にし､やがてこの団体の指導者アウン･サンなどが独立運動の中核を担うようになった｡

太平洋戦争勃発の直前 194)年に日本はミャンマーの独立を支援するための｢南機関｣を結成し､ア

ウン･サンをはじめとするミャンマー人｢30人志士｣に対して軍事訓練を行い､194]年 12月28日

同機関はビルマ独立義勇軍を結成し､】943年 8月｢南機関｣の支援の下､独立宣言を行った｡独立

に伴いビルマ独立義勇軍はビルマ防衛軍に改編され､国防大臣をアウン ･サン少将､軍司令官を

ネ ･ウィン大佐が務めたoLかし日本軍占領下での独立にかねてより不満を持っていたアウン .

サン将軍らは､1944年8月｢反プアシス り＼民自由連盟 (AFPFL)｣を組織して 1945年3月27日

抗日蜂起を指導したo日本軍撤退後､アウン･サン将軍はイギリスとの独立交渉にあたるが､1947

年7月に暗殺されたoその後ミャンマーは 1948年 1月4日に英連邦外の共和国として独立を達成

した｡

(5) ウ ･ヌ時代(議会制民主主義時代)

1947年の新憲法に基づく1948年 1月の独立後は､ウ ･ヌ首相率いる｢反ファシス ト人民自由連

盟 (AFPFL)｣が多数党として政権を担当していたが､1958年同連盟は内紛により分裂し政情が

不安定になった｡このためり･ヌ首相は国軍に事態の収拾を依頼し､同年 10月ネ ･ウィン国軍司

令官を首淡とする選挙管理内閣が成立した｡1960年の総選挙後ウ .ヌが首相に復帰したが､ウ ･

ヌ首相は少数民族による自治権拡大要求､仏教国教化などの諸問題について不明確な態度をとっ

たため匡=勺の混乱が増大したO

(6) ネ ･ウィン時代(一党制社会主義時代 :1962-1988年)

1962年 3月ネ ･ウィン司令官率いる国軍は連邦分裂の危機があるとして､クーデターにより政

権を掌握 し､直ちに革命評議会を設置 し､｢ビルマ式社会主義計画党(BSPP:BurrnaSocialist

pJOgramParLy)｣の一党支配の下で極端な鎖国主義による社会主義経済政策が進められた｡ネ ･ウ

ィン司令官はBSPPの議長に就任するとともに､1974年の民政移管後は大統領に就任し､絶対的

な指導権を掌撞 しっづけた｡しかし､】980年代後半になって社会主義経済政策が行き詰まるに従

い､長年にわたる経済困難､軍の力を背景とする--一党支配などに国民の不満が高まった｡1988年

3月ヤンゴン市における大学生と市民との間の些細な喧嘩をきっかけに騒動が発生し､6月以降

ネ ･ウィン政権の退陣を求める全国的な民主化要求運動に発展 した｡

(7) ソ- ･マウン時代 (sLORC政権)

】988年 8月以降､民主化要求運動は特に激しさを増 し騒乱状態となり､また政府磯貝の戦場放

棄､デモなどにより国家機能は麻樺し治安が極度に悪化したoこのため､ソー ･マウン司令官率

いる国軍が9月 18日にクーデターを起こし全権を掌握した｡国軍はクーデターの直後､国政の最
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高械関として現役の国軍最高幹部による ｢国家法秩序回復評議会(SLORC)｣を設立し､ソー ･マ

ウン司令官が議長に就任した｡sLORC政権は国家目標として､連邦の分裂阻止､民族統一の分裂

阻lL 独立主権の維持を掲げるとともに､自らを暫定政権と位置イ勺け､1990年5月に複数政党制

による総選挙を実施し､その後､新政府が樹立されれば民政移管すると公約した｡

(8) 総選挙の実施

】990年 5月27日､複数政党制による総選挙が実施された｡総選挙には 485議席(小選挙区制)

に 93政党､2296人が立候補 した.選挙の結果､｢国民民主連盟 (NLD:Natio-1alLeaguefor

Democracy)｣が 485議席中 392議席を獲得して圧勝した｡これに対してネ･ウィン時代の BSPP

の後身である ｢国民統 一党 (NUP:NatlOnalUnityParty)｣は 10議席しか獲得できず大敗を喫した｡

総選挙後NLDは 1990年7月28･29日の両日､議員総会を開催し､早期の民政移管実現のため暫

定憲法を作成し､政権移譲を図ることを求める決議を採択した｡これに対して SLORCは､NLD

議員総会の前日7月27日に布告第 1/90号を発布し､政権移譲のためには堅固な新憲法を作成す

ることが必要であり､暫定憲法による安易な政権移譲は認められないとの立場を明確にした｡そ

の後 sLORC は堅固な憲法を作成するためには各少数民族や国民各層の意見を開く必要があると

して､国会議員､少数民族代表などから構成される ｢国民会議 (NationalConvention)｣を開催し､

新憲法に盛り込むべき基本原則を協議することを発表した.

(9)タン ･シェ議長の就任

1992年4月 23日､ソー ･マウン議長は健康上の理由で突然辞任し､タン.シェ副議長が議長

に昇格した｡sLORCはタン･シェ議長の就任直後に､国民会議の開催､政治犯の釈枚(約2200 名

が釈放された)､自宅軟禁中のアウン･サン･スー ･チー女史に対する家族の面会許可などの発表

を行った ｡

(10)軍事政権の再編成

1997年 11月 15日､SLORCは法秩序や治安が十分に回複し､所期の目的は達成したとして自

ら解散し､代わりに国家平和開発評議会 ｢spDC (StatePeaceandDevelopmentCouncil)が設立さ

れた｡spDCはsLORCのタン･シェ議長ほか副議長､第 1書記､第2書記が留任し､新設された

第3書記､海 .空軍司令官､各軍管区司令官を含む総計 19名により構成されているo同時に､閣

僚および副大臣についても大幅な移動が行われた｡タン･シェ議長などspDCに留任した4名を

除くsLORCのメンバー14人はspDC顧問グループのメンバーに任命されたが､同グループは既

に解散したとされている｡
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(ll)アウン ･サン ･スー ･チー女史 をめ ぐる問題

(ヨ ミャンマー独立の父アウン･サン将軍の娘であるアウン.サン･スー ･チー女史は英

国人と結婚して英国に居住していた｡)988年母親の病気見舞いのために帰国した際に

国内で民主化運動が起こったため､指導者の一人として参加するとともにティン･り

元国防相とともに国民民主連盟を結成したoLかし､国会の安全を危うくする犯罪を

犯したとして 1989年7月に ｢国家防御法｣により自宅軟禁措置がとられ､1990年総選

挙への立候補は認められなかった｡アウン･サン･スー･チー女史は自宅軟禁中の 1991

年 12月にノーベル平和賞を受賞した｡1995年 10月釈放され､毎週土曜日に自宅前で

市民に対する演説集会を行った｡1996年 9月以降､当局が道路を封鎖したため､演説

集会は開催されていない｡1996年 11月道路が封鎖されているため近くの交差点に集ま

った市民のところへ行こうとした女史の車が封鎖区域内で約 200 名の ｢暴徒｣に襲わ

れる事件が発生した｡その後も同女史はたびたび地方訪問を言1画し､自動車の車中に

て篭城する抗議行動を行っているが､当局は同女史の｢安全の確保｣を理由として､行

動の制限と事実上の軟禁を継続している｡

② アウン･サン･スー ･チー女史問題の背景

アウン･サン･スー ･チー女史は国際的に民主化要求運動のシンボルとしてみなさ

れており､民主化-善､軍事政権-窓という二分法で単純に分けられている｡

確かに 1990年の総選挙でほとんど議席を取れなかった現政権がその支配の正当性を

主張することは容易ではない｡そのために､政権移譲のためには新憲法の制定が必要

であるとし､憲法制定のための国民会議の開催などさまざまな引き伸ばし策をとって

いるo当初憲法制定のために国民会議に参加していた NLD も 1995年以降､憲法は選

挙で選ばれた国会議員が制定すべきとして参加していない｡1992年 sLORC はこの国

民会議で新憲法の基本的事項を協議するに際しての基本原則 6項目を発表した.そこ

では ｢将来の国政を指導する機構への国軍の参加を確保する｣との考え方を打ち出し

ている｡

第二次粒界大戦以降､ミャンマー国の政権はほとんどの期間､軍部を背景として政

権を営んできたoウ･ヌ時代の 1948年1 962年､ネ･ウィン時代の 1974年-1988年

までの開､民政移管された政権ということになっているが､ネ ･ウィン政権はり･ヌ

政権をクーデターで転覆し獲得した政権であり､第二次世界大戦後50年の中で民政が

施行された時期はわずか 14年でしかない｡この 14年間の中でも 1958年から )962年

までの 4年間は政治的に不安定な期間であり､ミャンマー国で名実ともに民政であっ

た期間はわずか 10年にすぎない｡

つまり､現政権を含めて軍事政権が培ってきた権益は意図すると意図せざるとに関
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わらず､国の隅々まで入り込んでおり､官僚制度の特性として､これを手放すことが

非常に難しいことは容易に想像できる｡また､それ以上に問題になるのが同国が抱え

ている民族間題である｡

③ 民族間題と民主主義

かつて英領であった国のほとんどは民族間題を抱えている｡インド､スリランカ､

ミャンマーの場合､イギリスが既存の王制を倒 し､植民地支配に組み入れていった｡

さらに植民地を支配する際に必ず少数民族を下級官吏として登用し､マジョリティを

支配したOスリランカの場合でも､キャンデイの王朝にはマイノリティであるタミー

ル人も登用され､それなりの秩序が保たれ､マジョリティであるシンハラ人の王族が

タミール人の貴族と婚姻関係を結んだり､タミール人の貴族がシンハラ人の王族と婚

姻関係を結んだりして少なくとも敵対関係ではなかったという｡

しかしながら英領統治の間､タミール人を下級官吏としてシンハラ人の支配を行っ

た｡その結果､シンハラ人とタミール人の間には､実際上の経晴的関係も含め複雑な

感情的な問題が残ってしまった｡この民族問題は民主主義では原理的に解決できない

性格を持っている｡

英国の旧植民地であった国々で民族間題を事実上押さえ込むことに成功したマレー

シアの場合には､他の旧英領植民地と明らかに違った条件があった｡それは伝統的支

配の形態であり､権威や国家統合の象徴たりうるスルタン制が残ったこと､その後､

政治的マレ一系優先策をとったことである､この 2つの条件がうまくかみ合い､国家

のアイデンティティを維持し､政治的な安定性が確保されたことで外資の導入に成功

し､経済的な成長が国民の間の不満を吸収していった｡

しかしながら､スリランカなどの場合､国家統合の象徴となりうる王朝はイギリス

の手で廃止された｡また､イギリスが植民地を手放す際に､民族の間に感情的しこり

を残した｡さらにイギリスが残していった ｢合理的｣で ｢人道的｣な民主主義は､多

数決で決まった意見に従うという社会的なコンセンサスがない限り､異なる規範を統

べることができない｡多くの途上国が抱える部族がすべてこのようなコンセンサスを

持つことはほとんど不可能なことであろう｡

その意味で､この民主主義が相互に解決不可能な対立と溝を生み出し､民族間題を

先鋭化させたといえる｡同時にこの民族間題が外資の導入掛 デ､経済的な開発を遅ら

せ､その結果生じた貧困がますますその対立に油を注ぐ結果となってしまった｡

ある民族にとっての正当性も､異なる民族にとっては必ずしも正当性ではない｡特

に宗教が異なっている場合はそうである｡例えばイギリス自体でも北アイルランド問

題を抱え､民主的なプロセスで解決することに岬吟している｡北アイルランド独立戟
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練 (IRA)の活動もイギリスから見れば､テロ行為であり国家への反逆である｡しかし

北アイルランドのアイルランド系住民からすれば独立運動である｡

ミャンマーでも､sLORCが 1988年に全権を掌握して以来､少数民族との和平を全

力で進めている01989年にはビルマ共産党 (BCP)の武装組織であるり族､コ-カン

族が帰順LBCPが事実 L崩壊したのをはじめ､]995年6月には新モン州党 (NMSP)

との和平合意に達するなど､これまで 16の少数民族反政府組織が帰順 した｡またシャ

ン州においてほ麻薬取引に関わってきたクンサー率いるモンタイ軍 (MTA)が国軍に

投降し事実上崩壊した｡ただ､まだこのMTAの残党が抵抗運動をつづけ､カレン民族

同盟 (KNU)も抵抗を止めていない｡

少数民族は険しい山々で阻まれた山岳地帯に分布し､ケシの栽培 ･アヘン製造を行

っており資金的に潤沢であるoその資金を伐って武器の購入は容易であり､その統制

は容易ではないOこれらの少数民族との和平交渉の中でミャンマー国軍は少数民族の

優遇策を提示し､何とか和平にこぎつけている｡

歴史的な経緯から見ても少数民族がビルマ族を支配したことも多々あり､民族間題

は切実な問題である.

現政権は国家の分割の阻止を主要なスローガンに掲げており､ ミャンマーにとって

民族問題を解決しながら､民主主義に移行することは大変な困難を伴うことになるo

現政権が正統性のないまま政権を担いつづけることの無理は､国軍も承知していると

考えられる｡アウン.サン.スー ･チー問題を含め､ミャンマー国の政権は､現政権

の面目を保ちつつ､いかに正当性のある政権に移行するかについて良い解決法が見出

せない状況にあるのではないだろうか｡

6.政治

(1) 現体制

現体制は､新政府が樹立され政権移譲されるまでの暫定政権と位置佃けられている｡これは1988

年 9月にクーデターでソー ･マウン司令官が全権を掌掘したときに発した声明で述べたものであ

り､公式見解である｡しかし前述したように､1990年選挙結果で大敗したにもかかわらず､新憲

法の確立なくして政権移譲できないという見解の下に､政権移譲を行っていない｡また新憲法を

作る国民会議(NatlOllalConvention)も､新憲法は選挙で選ばれた国会議員によって作成されるべき

だとして 1995年以降NLDが同会議をボイコットし､膠着状態がつづいているo
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(2) 国家元首

国家元削まタン･シュエ上級大将 (semol･GenelalTllallSllWe)でSPDC議長､首相を兼務して

いる｡

(3) 立法機関と政党

(丑 立法接関

I988年 9月の国軍によるクーデターにより､それまで立法機関として存在していた

人民議会は廃止され､現在､立法機関としての任にはspDCがあたっている｡(SLORC

"硯 spDC''政権は 1990年 7月､sLORC声明 )/90でSLORC "規 spDC"のみ立法権

があるとしている｡)

② 政党

1990年 5月の総選挙には93政党が参加し､そのうち27党が議席を確保した｡ただ

し総選挙後､これらの政党の多くは違法行為を犯した､もしくは政党としての要件を

満たしていないとしてSLORCにより登録を抹消されたため､現在存在するのは 10党

のみであり､1990年総選挙で当選者を出した政党はl-Viiまでの7党である｡

i国民民主連盟(NatiollalLeagueforDemoclaCy)

iiシャン民族民主連盟(ShamNationallLleSLeagueforDemocracy)

iii国民統一党(Na(ionalU-1i【yParty)

1V 連邦パオ民族機構(UnionPa-0Nat10naIOlganlZation)

V シャン州コ-カン民主党(shanStateKokangDemocraticParty)

viカミ民族連帯機構(KhamiNationalSolidarityOlganizatioll)

vH ラフ民族発展党(LahLINationalDevelopmentPally)

vHH ワ民族発展党(waNationalDevel()prnentPally)

IX 連邦カレン連盟ⅣnionKaylllLeague)

x コ-カン民主統一党(KokangDemocracyandUnityPally)

(4) 政府部門と担当大臣

国家平和開発評議会 (SPDC)

①議長 タン･シュエ上級大将(国軍司令官､首相､国防大臣)

②副議長 マウン.エー大将(国軍副司令官､陸軍司令官)

③第 1書記 キン ･ニュン中将(国軍情報局長)

④第2書記 ティンーウー中将(陸軍参謀長)
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⑤第3書記 ウイン･ミン中将 (国防将軍総務局長)

ほか海軍司令官､空軍司令官､軍管区司令官など14名の委員｡

内閣

(丑首相､国防相

(参副首相

(丑副首相

④副首相､国軍関係大臣

(参内務大臣

(む入国管理 ･人口大臣

(丑外務大臣

(勤農業 ･鹿渡大臣

タン･シュエ上級大将

マウン･マウン･キン中将

ティン･トウン中将

ティン･ラ中将

ティン･フライン大佐

ソー ･トウン少将

ウイン･アウン

こュン･ティン少将

を含み計40名の大臣がいる｡その中で､文民は 10名であり､30名が軍人という構成にな

っている｡同様に副大臣が39名となっている｡

(5) 司法

国家の最高司法権関は最高数判所であり､その下の地方行政区画である管区 ･州､郡にはそれ

ぞれ下級裁判所が設置されている｡裁判は三審判である｡

(6) 地方制度

地方行政区画は少数民族が居住する7つの州 (state)とビルマ族が多数居住する7つの管区に

大別され､各管区･州の下に県 (Distlict)､郡 (タウンシップ:TownshlP)､区(ward)､行政柑 (vHlage

TracO が置かれている｡これら各地方行政区画には地方行政機関として平和開発評議会が設置さ

れている｡

村の行政制度は行政村長と村の平和開発協議会 (PDC)が担う｡行政村は通常の場合､複数の

自然村から構成されている｡

利には 10家族を単位とする最ノトの単位がある｡推薦で選ばれるそのグループ長 10人の中から､

ユニット長が選ばれるo農村ではこの2-3のユニットが自然村を形成しているo

ユニット長の中から､村の平和開発協議会 (PDC)委員が書記を含み 9名程度選ばれる｡この

メンバーを郡 (タウンシップ)のPDCが承認 ･指名するoこのメンバーの中から行政利良を選出

し､その行政村長をタウンシップのPDCが希認 ･指名するという形をとるOその他の上位のタウ

ンシップ長などは基本的に指名による｡
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7.人口

(1) ミャンマー国の人口と人口増加率にみる統計の問題点

1997/98年期の総人口は4640万人と推計されている｡ただミャンマーの場合､1982年以来人口

センサスが行われていないために人口の指標にはさまざまな問題がある｡

現在 ミャンマーは軍政下にあり､人権抑圧や弾圧など､軍事政権に対する国際的な批判にさら

されている｡このようの状況の中で人口センサスを実施し､人口の実態が明らかになることがも

たらす影響に現政権は慎重になっている｡

実際､ミャンマー国は数多くの少数民族問題を抱えている.その多様性を意識し､その国名に

連邦という名前を付けているが､独立運動は完全に収まっていない｡軍の施設にも ｢我々は分裂

しない｣という標語が掲げられていることが逆に示すように､ミャンマーの政権は分裂に対する

強い危機感を抱いているといえる｡

この少数民族との抗争は､現在の政権を担っている軍部が少数民族に対する融和策や自治権の

実際上の承認､開発優遇策などを講じ､現在では､紛争状態にあったほとんどの少数民族との和

平に成功している｡しかし､最大の少数民族であるカレン (カチン)民族戦線との和平は成立し

ていない｡

このような国際､国内政治的な理由から人口センサスが実施されておらず､その公表された数

億はさまざまな根拠に基づいた推計値であり必ずしも統一が取れていないo

この人口を推計する根拠となっている調査･データには大きく分けて2つあるolつは出生 ･死

亡･移動の登録に基づくもので､移民･人口省が管轄している｡もう lつは保健省や農業港叔省が

独自に行うサンプル ･サーベイに基づくものである｡

中央統計局 (cso)が出している人口統計は移民･人口省の人口局に基づくもので､保健省のデ

ータとは異なってきたoただ､2000年度人口増加率などの推計値は､1997年にUNFPAの協力の

下､移民･人口省の人口局が実施したl)プロダクテイブ･ヘルス .サーベイの結果を反映させたO

その結果､この人口増加率はそれまで保健省が実施していたl人口調査の結果と近似した結果が算

出されることになった｡

表 ]-7-1の女(1)のデータはpopulationChangesandFerti)StySurvey(PCFS)1990およびFeliilityand

ReplOductiveHeal【hSurvey(FRHS)1997の租出生率から粗死亡率を引いて求めたものであり､女史(2)

データはcentralStatisticOffice,StatisticalYearbook1998から得られたものである｡したがって不(I)

は人口増加率そのものではない｡しかし､人口移動がないと仮定すれば､これは人口増加率であ

る｡本来であれば､この粗出生率から粗死亡率を引いたものに人口移動による変化を加味したも

のが人口増加率となる｡ところがこの変化を加味するとますます統計年鑑の人口増加率の推移と

のjTE経がはなはだしくなるo

l形式的には中央耗剤局が保健省の協力を得て実施したことになっているが､登持データをもとにした､中央統計局の人口増加
率とはかなり数字が異なっている0
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表 ト 7-1 人口増加率の格差 単位 (脂)

年次 人口)層別 雫

(日 * (2

1** 差)99ト92 20.3
l8.8 1.5ー992-93 2

0.2 18.8 1.4Ⅰ993-94
JL).L) 18.7 I.21994-95 20.2 18.7 I.5

1995-96 20.I l8.7
I.41996-97

19.9 )8.4 1.5)9

97-98 ー8Al999-2000 20.5 20.5lLtTJirr)MLlnSllyOrLabotlrNNFPA,Halldbooj;OIIIILLf7L(LnRes
oELlCeDel,elopIlLeltlIlldtcatoISI998,およびslalLStECaIYeELlbookl998,Cen

tralSlallSIICSOrganlZallOn2000より算出o表 ト7-2にある

ように､人口移動についてみてみると統計年鑑によると 1997年で 111,414名の入超であり､この数字は,Lf!,生 ･死亡から得られたデータに加え

られることになり､)997-1998年期で考えれば2.4‰増えることになる｡仮に､ミ

ャンマーからの出回がこの程度であれば､統計局のデータとpcFSおよび FRHSから得られた粗出

生率の格差を相殺する程度となる｡しかし､現実は表 1-7-2に見るように､逆にミャンマーへの入

国数が出国数を圧倒的に上回っていることを示しており､この格差はむしろ拡大する｡このように､人口増加

率-一つをとってもその整合性は非′新 二乏しいといえる01999-2000年に関してはFR

HSからコンポジション法で得られた結果をcsoの数値として反映させたため､中央統計局の推

言1と保健関係の推計は同じになる｡つまり､中央統計局が発表している人口増加率が急に上昇している理由は､この統計の系統がもともと異なっていたものを､保健関

係の統計にそろえた結果であり､特段の変化を意味するものではないか

もしれない｡表 117-

2 人口移動が及ぼす変動年

次 人口移動 総人口 総人口に占める割合 (礼)入国 出回 差 (純移動)1990-91 1,022,703 ー60,655 862,048 40,790,000 21.1

1991-92 I,091,802 1,3相,664 -226,862 4】,550,000

-5.51992-93 I,107,648 ),221,478 -113,830 42,33

0,000 -2.7l993-94 ),39),857 1,745,498 -353,64

] 43,120,000 -8.2ー994-95 I,538,062 ),4

22,026 ll6,036 43,920,000 2.61995-96 654,日3 6

48,568 5,545 44,740,000 0.I1996-97 I,314,

587 1,l2(;,786 187,801 45,570,000 4.Il997-98 日49,399 1,037,985 1日,414



表 1-7-2には人口移動が及ぼす影響を示したoかなりの影響があることになる｡表 1-7-1の不(1)

のデータに人口移動の変動を加算すると以下のようになり､中央統計局の増加率ともまったく異

なってくる｡

表 1-7-3 人口増加率の人口移動による修正

年次 人口増加率 人口移動分 修正人口増
加率‖ -

(臥)l990-91 (20.3) 21.1
(41.4)1991-92 20.3

-5.5 ー4.81992-93

20.2 -2.7 17.51993-94 19.9 -8.2 ll,7

1994-95 20.2 2,6 22

.81995-96 20.) 0.I

20.21996-97 ー9.9 4.I

24.01997-98 2.4ー999-2000出所)MiMSLryorLabour/UNFPA,Handlnoka,IHumL7nR
esoILZCeDeve/opmentlndL'cL710'S1998,およびsfalt'slL-catYetLlbook1998,ccntralSlatls(icsOrganlZatlOn2000より算出01990-199

1年に関しては資料入手不能のため人口増加率は1991年-92年期を援用｡

このように､出生 ･死亡､人口移動などと人口増加率の関連が明らかではなく､資料の限界を強

く感じる｡出入国の人口もかなり大きく､この数値も人口増加率に反映されていないことを考え

ると､保健関係から得られた人口増加率と､登録数値から得られた人口増加率の差異を議論でき

るかどうかわからない｡しかし､仮に中央統計局が発表している出生死亡の登録に基づく統計と

保健関係で実施された出生 ･死亡の調査結果がどちらも正しいとすると､登録している増加率の

ほうが少ないことになり､出生しても登録されていない人口がかなり存在することになる｡日本の歴史人口学の成果からもわかることだが､このような場合､統計

倍以上に乳児死亡率が高く､出生しても登録する以前に死亡するケースなどが考えられる｡

人口増加率の都市-農村格差は､都市に比べて高い農村の出生

率がこれも都市に比べて高い農村の死亡率で相殺され､0.1%程

度の格差でしかない｡各管区 ･州の人口と面積､人口密度は衷 ト7_4のとおりである｡このドメインというのはFellE'lL-tyandRepro

dLlClL'velIealThSIIn′ey1997の集計結果を区分する単位で､時

として川･管区をまたいで､おおよそ人口500万人を1つの単位としている｡このドメイン別で都市農村における合計特殊出生率と租出

生率を見るとミャンマーの場合かなりの地域格差があることがわかる (表 1-7-5)0ドメイ

ン5のマグウェ-の都市における合計特殊出生率 (TFR)は 1.13で少子高齢化が進んでいる

東京のTFRとほぼ同じであるoドメイン6のマングレー､ドメイン8のヤンゴンでも都市のTFRは 1.47と1.50で日本より若干高い程度であるOその一方で ドメ



表 ト7-4 ドメイン別人口･面積･人口密度

ドメイン 州.管区 人口 (ー998) 面積(kn12) 人

口密度カナン川 1,224,866 89,04

2 )3.76カヤ州 252,795

日,732 2L55シャン州 4,701,669

l55,80ー 30.18ドメイン計

6,179,330 256,575カイン川

),43l,377 30,383 47.日夕ニ夕ヤリ管区 一,297,518 43,345 29.93

モン州 2,390,68ー 12,29

7 194.41ドメイン計 5,日9,576 86,02

5Domain3 チン州 465,361 3(～,

019 12.92サガイン管区 5,280

,3(;2 94,625 55.80ドメイン計 5,745,72

3 130,644Domain4 バゴー管区 4,930,146

39,404 125.12Domains マグウエー管区 4,38

2,182 44,821 97.77Domain6 マンダレ-管

区 6,313,938 37,023 170.54Domain7 ラ

カイン州 2,653,529 36,778 72.15Dontain8 ヤンゴン管区 5,382,05l 10,I71

529.16Domain9 エヤワデイ管区 6,548,24) 35,l37 186.36全国 47,254,7)6 67

6,577 69.84出所)Ferlt'lio･a'tdReluOdLLCIL'vefleL7IEhSLln,eyl997,Y{lngOn

2000表 ト 7-5 ドメイン別 ･都市-農村別 ･

合計特殊出生率･粗出生率合 計特殊出生率 租 出生率 順位

(TFR) (C B R)五体 ≡ 都市 農村 五

体 都 市 辰村 TFR CBRDo n1 315

285 323 26 42 25 20 2666 2 2D ー2 269 )74 300 20 93 14 35 2300 5

5lり 307 l30 350 24 50 l264 2666

3 3D ー4 238 暮85 254 l9 8 7

l7 8 1 2041 8 7Dontn5 244 113

269 ー899 1076 2027 7 8Dotltaー16 248 147 295 2065 1 4 7 1 2283 6

6Do ー7 447 323 4(;7 32 19 27 13 3291 I 1Do ー8 】76

150 236 15 75 1405 ー936 9 9n9 3.別 2.22 3.16 24.30 19.6) 25.07 4

4国 2.72 L77 3.ll 22.20 16.24 24.2

1出所)Fe'TL-lLO･a71dReluodLLCtit,e

HealthStLrVeyl997,Yangon2000もっとも出生力が低いのは都市



るという意見は多くの場所で開いた｡

ここで示された粗出生率と公式紙剤として発表された人口増加率もまったく整合性がない｡

pcFS1990に基づく推計によると､1996-97年の粗出生率が 29.50‰である｡ところが 1997年の

FRHSでは22.2‰となっており､わずかな期間で極端な減少を示していることになる｡FRHSでは

粗死亡率のデータが得られていないので､仮にFRHSの粗出生率が正しいとして粗死亡率が大き

く変わっていないとするならば､その差は 1.3%程度になる｡これに､1996-97年度の人口流入分

0.41%を加えるとその人口増加率は 1.67%となり､公表数倍の2.05%と大きく東離する｡

ここで仮定した死亡率は1990年からまったく変化していない｡仮にこの死亡率が現実には0.2%

ほど改善していたとすれば､皮肉なことにFRHSによって修正される前の中火統計局による推計

がミャンマーの公式に発表された人口増加率の推計の中では､もっとも正確であったかもしれな

い｡

また､図 17-1に示すように､年齢別出生率が 1983年･1991年 1997年と一貫して低下している

にもかかわらず､人口増加率が変化しないということは通常ありえない｡どの数字が正しいのか

わからないが､表 1-7-6でわかるように現在人口比で管区ミャンマーが72.24%を占め､川部ミャ

ンマーは2776%でしかない｡管区ミャンマーのTFRがおおよそ2,41であり､川部ミャンマーの

TFRは3.43である｡TFRは約 2.1で置き換え水準であり､人口の大多数を占める管区ミャンマー

のTFRがこの置き換え水唯を若干上回る程度であることから考えても現在公表されている人口増

加率は高すぎるかもしれない｡

この高すぎるバイアスはどう考えたらよいのだろう｡

調査に際し某省高官が軍内部で､統一意的な見解でも､目標でも､またはっきりとした根拠に

基づくものでもないと断った上で､ミャンマーの人口は2020年に人口7000万ぐらいが適切では

ないかという意見が軍内部で大勢を占めていると述べていた｡ミャンマー側の意見に従って､2020

年に人口7000万を達成するためにはここ数年の人口増加率は2%前後が必要となってくるO

表 1-7-7は将来の人口増加をさまざまな仮定に基づき推計したものである｡仮説の 】は2020年

に人口7000万を達成し､その後 2050年に人口増加がゼロになる場合の人口増加率､仮説 2は人

口増加率 2%がつづいた場合の推計､仮説 3は 2050年の人口増加が停止した時点で人口7000万

を達成するための人口増加率である｡

しかしながら､2020年に人口7000 方を達成し､その人口増加率を50年間で0にしたとしても

ミャンマー国の人口は8800万人になり､ミャンマー国の農業開発には相当な負担がかかることに

なる｡また2020年に7000万人を達成しながら50年で人口増加率をゼロにする場合であっても日

本がかつて経験したような急速な人口転換を必要とする｡

-23-



図 1-7-1 年齢別出生率 1983-1997

出所)FelILllL'O･andRep10dtLCILVeFleallhS.En･eyJ997.YallgOn2000

表 ト7-6 管区 ･州別人口 ･TFR(2000年推計値)人口

TFR管区/州 人口規模 割合 (%) 全体

都市 農村管区合計 35,404,000 72.2413 2.4) ).63 2.74州合計 13,604,000 27

.7587 3.43 2.引 3.63全回 49,008,000 2.72

2.22 3.16出所)Fel/I/('(yartdRepTVdLLCth

,eHetJlthStLn,eyl997.YallgOn2000表 ト7-7は非常に単純な算術

的な推計に基づいており､それほどの意味があるわけではないが､ミャンマー政府が停止人口7000万人を求めているのか､それと



表 ト7-7 将来人口

仮説 1 仮説2 仮

説3増加率 人口規模 増加率 人口規模

増加率 … 人口規模1987 ー96 38540000 196 38540000
196 385400001989 】88 40030000

188 40030000 1.88ー99l 】88 4
1550000 ー88 41550000 1881993 1

87 43120000 187 43120000 I.871995 187 44740000 1.87 44740000 1.87 室44,7
40,0001997 184 46408488 184 46408

488 200ItlL)L) 184 48ー32032
184 48132032 1.902000 205 49017662
205 49017662 180200ー 205 50022524 2
00 50022524 170 500863892003 205 5209

4469 200 52043434 150 517528642005 )88
54252235 200 54145989 130 532645652007 ー84 56300240 200 56333487 125 54604

4882009 180 58379682 200 58609359 125 5
59781322011 176 60488380 200 60977ー77

120 573579932013 172 62623997 2.00
63440655 1.10 58,742,8452015 165 64777

679 200 66003658 100 599829062017 )55
66913224 200 68670206 090 611582712019 】52 68990020 200 7)444482 080 62233220

2020 150 70038668 200 72873372 075 6
27310852021 145 7)089248 2.00 74330839

0.70 632015682023 】35 73129723 200
77333805 060 640576652025 125 75080495

200 80458091 055 648286632027 ll5 7
6931229 200 83708598 045 655111472029 105
78671914 200 87090425 040 660691712031 095 80292948 200 90608878 040 6659878

22033 085 81785233 200 94269477 035 67
0992052035 075 83140251 2.00 98077964

0.30 67536,0542037 065 84350
149 200 102040313 030 679418782039 055

85407816 200 106162742 030 683501412041
045 86306946 2.00 日0451717 0.29 687608572043
035 87042109 200 日4913966 0.25 691326642045 025 87608797 025 6



(2) 少数民族

ミャンマーは多民族国家であり､数多くの少数民族を抱えている｡前述したように現政権の努

力で多くの少数民族と停戦協定や和平が結ばれているが､カイン族 (カレン族)のカレン民族戦

線とはまだ戦闘状態にある｡歴史的にみればビルマ族と少数民族は抗争を繰り返しており､モン

族をはじめとする少数民族がこの国の派遣を掌接したこともあるoそのため､ビルマ族が中心と

いわれる管区ミャンマーの中にもモン族などの集落があるというo

東南アジアの多くの国において､少数民族の閥に国家意識は乏しい｡民族の意識はあっても､

どの国家に帰属しているかということは意識に上らないことが普通であったといえる｡その多く

は国境を越えて存在し､近代国家の枠組みが堅固なものとなっていく過程で振り分けられたにす

ぎない｡このような背景の中で､国家を前提とする政権と少数民族の間に共通理解を築くことが

難しいことは容易に理解できる｡

また､英領期におけるビルマ等の主力はカレン族であったという｡これらの歴史的な経緯や国

軍の再編の過程が民族問題を複雑なものとしている｡

表 ト7-8 ミャンマーの民族 1983年

民族 l % 】 詳細

%ビルマ族 69.0 ビルマ (Burmar)

69.0少数民族
25.7 カナン(

Kaclーin) i.4】 カ

ヤ- (Kayatt) 0.4カイン (Kayin)i 】6.

2テ ン (Chin) 】 2.2E キ{ (哩91!) ～ ?二や
[ ラカイン(Rakhi一一e) 4.5

卜 妄諒
皇室!'9Q' 8.5

Ⅰ 0.1混血を含む外来民族 ∃ 5.3 】
1インド.パキス

タン系 1.3中国系 0.7ヨーロッパその他 3.3出所)slatESlicalYearbookl998,Central

StatlSticsOrganization2000(3) 識字率識字率に関しても1983年のデータしかない05歳以上人口の識字率は7



表 1-7-9 識字率および都市人口比率

%

識字率 (5歳以上人口) 76

.6都市人口比率

24.8出所)stL7IL.StLCL71Yearbook1998,CentralSLaLLStlCSOrg.lm
Zation2000か

ら算出｡(4

) 家族計画家族計画という言葉は､ミャンマーではあまり一般的ではない｡むしろ出生間隔

の拡大 (バース･スペーシング)を通じて母親の健康と経済的な負担を削減するという政策が公式

に推奨されている｡第4子まで産んだ女性には国家補助のもと経済的な負担が少ない形で､不妊

手術が利用可能になるoまた､バース･スペーシングのため､もしくは健康上の理由で第4子まで

持つことがなくとも家族計画を利用している事例も多い｡表 ト7-5に見るように都市部では既にその

TfiRは置き換え水準を大きく下回っており､農村部であってもドメイン8のヤンゴン管区な

どは置き換え水準を下回っている｡表 ト 7-10にあるように既婚女性の家族計画に対する認識は高く､

92.9%の既婚女性が家族計画を知っている｡家族計画の手法の中で､ピルとホルモン注射が圧倒的に支持

されている｡また､表 1-7-11に示すように家族計画実施率は 1991年の 16.8%から1997年には32.

73%とほほ倍増 している｡これらの数字が示すものは､ミャンマーの国民のほとんどは家族計

画を知っているということであるO表 l_7-12に示すように､利用しない理由としては､再生産年齢

人口 (】5歳から49歳)女性全体で ｢妊娠を希望している｣がもっとも多く18.92%を占めており､

｢家族計画を使用することによる健康不安｣が 14.07%でそ

れにつづく｡家族計画を利用しない理由として､家族計画の必要性がない｢lA:娠希望｣を除外するな

らば､｢家族計画を使用することによる健康不安｣がもっとも大きな理由となっている｡これ

は家族計画に対する正確な情報を知れば､知るほど減少する数値である｡｢家族計画を使用するこ

とによる健康不安｣は､世代による明らかな違いをみせている030-49歳までの世代では 15.66

%が不安を感じているのに対し､15歳-29歳の世代では lo,67%へと明らかに減少しており､今

後､家族計画の利用はさらに進むと

考えられる｡現政権が家族計画を積極的に推進せず､バース ･スペーシング程度にとどまって

いるにもかかわらず､家族計画がある程度進んでいる理由は､隣国のバングラデシュやタイに援

助として供与された家族計画の資材が溢れ出て (Spillovereffect)､国境貿易を通じて流入してい

るという指摘もあったOただ現況では､農村の豊かな階層は家族計画を良く知っており､さらに

利用も進んでいるが､土地なし層などの貧しい階層では､受診費やピル･注射の費用が大きな負担

と感じられており､家族計画を利用したくともが利用できないという現状がある



ミャンマー政府が人口をどちらかといえば増やしたいという意向のもととられている家族計画

をめぐる政策が結果的に､社会階層による二極分化を進めることにつながっている｡

表 ト7-10 既婚女性の家族計画に対する知識

単位 (%)

何らかの方法を知っている 92.9

現代的方法 924
ピル 888
1UD 56.0

ホルモン注射 879

コンドーム 24.5

不妊手術(女性) 78.8

不妊手術(男性) 71.9
月経周期法 33.9

ノル ･プラント 2.1

安全期を利用する

性交中断法
マッサージ

その他の手法

tTJ所)Fertt'lt't).L711dRepJOdtLClLl･eFlet11[hStLrVey1997,YallgOn2000

表 1-7-11 家族計画実施率

削立 (%)
l99lPCFS W97FRH

Sすべての方法 (%) ー6.8 3

2.73すべての現代的方法 13.6
28.38ピル

4 7.38JUD

6:9 L3ホルモン注射 3.1 ll.
7コンドーム 0.I 0.

13不妊手胡(女性 3.7 5.48

不妊手初(男性 】8 22

トすべての伝統的手法 1 32 43

4安全期を利絹する

2.4 2.37性交中断法

0.4 0.8マッサージ 03 064その他の手法 0,2 0.55出所)Fertt/ELFa'ldReluodL



表 1-7-12 女性が家族計画を利用 しない理由

年齢層
15-29 30-49 15

-49家族計画を知らない 6.10 8.47

7.72使用する

意思がない 本人の反対 6.93

12.89 10.98夫の反対

2.15 1.71 I.85その他の人の

反対 0.06 0.ll 0.10宗教上の理由 0.

72 0.91 0.$4身体的な理由

閉経 .無月経 0.48 12.8

6 8.91出産直後 ー3.93 5

.45 8.15性行為がない I.一一 2.31 1,9

3妊娠希望 26,54 15.35 18.92

家族計画の問題 健康に問題がありそう 10.67 15.66 14.07

人手が耗しい 0.57 1.79 1.

40費用が高すぎる 0.63 0.6

7 0.66利用しにくい 0.

33 0.71 0.59その他 9.92 13.04 12.04妊娠中 l9.90 8.08 ll.84出所)FeI▲JiIE
'
fl,andRe/uodlLClLI･eFleallhS〃n･e),]997.Yangol1200

0(5) 公衆衛生乳児死亡などに大きな影響を与える水道とトイレ設備に関しては､表 1

-7-13に示すとおりである｡家庭電化率なども都市部では68%に達しているものの､農村

部では 10%たらずであり､大きな較差がある｡飲料水も水道が利用できるのは都市部のみであ

り､衛生上問題が少ない管井戸に関しても農村部の利用はわずかである｡その多くは伝統的に使用

されてきた覆いのない汲み上げ式の井

戸が多く使われている｡次いで池､管井戸､川･水路･泉などで衛生面では煮沸して飲料とする

などの方策が必要と考えられる｡トイレ設備に関しても農村部では 20%が トイレを持っておら

ず､もっとも多い ｢汲み取 り式｣や ｢地下浸透式｣



表 ト7-13 公衆衛生に関する指標

都市 農村喜

全国家庭電化率 68.0∃10.3 25.4

【飲料水源 個別水道 )7,2 十干 5.6

共用水道f5.8 I.6
2.7管井戸 37.8 16.1 21.8

井戸(覆いなし) 【 24.9 49

.0 】 42.7川.水路.泉 3.6 13.4 10

.9池 8.3 16.2 14

.1繭水 0.

8 0.4 0.5その他 I.6

).6 l t.6千 才レ設備

水洗 ､1 0.7 0.i

37.9 0.3サイフォ㌢式 (地下浸透式) 】 8)7
49.4由子岳通式 ∃

)47 32.4 27.8バケツ ≦ 0.3 05 L o.5なし 喜 18 200 l5.2その他 F O.8 9.I 7.0

出所)FerlL-IL't).a'tdRep10dLLCtLt7eHelJlthSLLn･eJ,

I997,Yangon20008.経済の概況ミャンマー経済は､1

962年から 1988年までつづいた軍政下での ｢ビルマ型社会主義｣の時代に､26年の長期

にわたって停滞し､この間の年平均経済成長率は31%であった｡1988年の民主化運動弾

圧で､多くの生産施設が破壊されたことと､欧米 ･日本などからの援助が停止され､復興に必要な生産資

材の調達が困難となったことなどから､外資法の制定など自由化 .開放政策を実施したにもかかわらず､1991年までは経済の停滞がつ

づいたoその後､軍政が少数民族との戦闘停止や政治犯の釈放など､一連の柔軟化路線に転換することにより政治情勢が

安定化し､外資の進出が大幅に増加した｡その結果､1992/93年度以降は比較的順調な

経済成長を遂げた｡1991/92年度から 1996/97年度までの実質経消成長率は年平均 7.2%の高水准となり､アジア通貨危機の影響で成長率は鈍化

したもの



表 1-8-1 主要経済指標

l人当たり 実質経済 消費者物価 通貨供給量 財政収支対 GDP比

外貨準備高Gop(Kyat) 成長率(%) 上昇率(%) 増加率(%) (M

HiotlUSS)199l/92 4496 -0.6 29.1

53.8 -6.6 29792/93 5891 9.

7 22.3 34.6 -4.8 35893/94 8

357 6.0 33.6 19.8 -4.3 33994/95 10764 7.5 22.4 41.I -6.2

42695/96 13502 6.9 25.2 28.2
-6,4 38196/97 17357 6.4 16

.3 31.0 -6.5 28897/98 23006 5.7 29.7 ∩.a -6.1 331出所)Mirlis(ryofNaliona=門amlingal
ldEconomicDevelopment:'RevleWOftheFlnanCial,EconimicandSoclalCo11dLL10nSfor1996/97,19
97/98",1997,1998､MlnlStryOrNatLOnalP)annlngandEconolnicDeve)opnenL,Selec(edMonthlyEconolruC王ndicators,各年および在E]本

大使約 2000]よりO産業構造は､GDPベースでみると､一次産業の割合が 45% (うち

農業が 81%を占める)､二次産業が 15%､サービス産業が40%を占める｡また､雇用ベー

スでみると､農林水産業部門で66%を占め､依然として農林水産業の経済的地位は大きい (いずれ

も､97/98年度の数字)0輸出品は農林水産物､輸入品は消費財 ･原材料 ･生産財など

の工業製品が主 (表 ト8-2)､という典型的な低所得国型の貿易構造で､消費財の輸入が着実

に増加していることと､後に述べるような､政府による農業搾取政策､種々の輸出規制などによ

り､輸出競争力の高い農業部門の輸出増加が低調であることから､貿易赤字は経済発展に伴い増加す

る傾向にある｡ミャンマーを訪れる旅客数の増加による貿易外収支の黒字や海外出稼ぎ者からの送金による移転収支の黒字も貿易

表 ト8-2 国

際収支と主要輸出 ･輸入品目 (単位 ;百万Kyat)19937631 )99廟 1 1994廃 ｢ 1う96/97
-1709.9 -3695.5 -2927.1 -5284.4

-629暮.1-420 -606 -497 -935 -

lO643655.4 4227.8 5405.2 5

017.2 5234.31299.2 1357.8 2

478.3 2321.0 1981.0249.2 267.6 lt65.8 4

39.8 125.8666.9 724.5 799

.4 )357.9 ー272.129.5 27.8 48

.9 46.4 107.21.9 5.0 4.8 7.2

9.4259.3 368.2 6ー7.3 614.9

887.I日20.4 1356.7 1204.7 127

5.I ]303.25365.3 7923.3 8332.3

103朋.6 10811.5913.4 1391.2 ー94L5 2572.

7 2061.4日28,I



収支の大幅赤字を相殺するにはいたっておらず､外資導入が不 t分であることもあり､経常収支

の赤字は拡大する傾向にある (表 ト8-2)O外貨準備高も94/95年度以降減少傾向にあった (表 卜

8-り｡

朋政面でも赤字幅は拡大しているが､欧米 ･日本からの経済制裁 ･援助停止の影響で外国援助

によって補填することができず､政掛 まこれを通貨供給量の増加によってファイナンスしている

(表 トBll)0

対 ドル為替レー トは93/94年度から95/96年度の閃､米の輸出増加などにより一時上昇したが､

その後､変動を繰り返しながらも低下傾向にある (図 ト8-1)o開放政策が不十分であることを反

映して､公定レー ト (1ドル-約6Kyats)と実勢レー トとの兼離は大きいO

以上のような､経常収支の赤字幅拡大 ･通貨の減価と通貨供給量の増加とは､二桁台の高い物

価上昇率 (表 1-8-I)の主要囚となり､インフレがさらなるKyats安を引き起こすという悪循環に

陥っている｡

図 1-811 Kyat/USS為替の変動 (1996-2000)



97/98年のアジア通貨危機は､ミャンマー経済に大きな影響を及ぼした｡高い物価上昇率や大幅

な国際収支の赤字により低下傾向にあった実勢為替レー トがさらに低下 し､アジア各国の景気低

迷の影響で､直接投資が激減 し (表 1-8-3)､アジア地域への輸出も大幅に減少した｡その結果､

1997年度のGDP成長率は､5.7%に低下 し､1998年度はさらに低下する見通 しであるという (荏

ミャンマー日本国大使館資料)0

表 1 -8-3 海外直接 投資の動向

1995/96 96/97 97/98 98/99 99/2000
210950 25420 1,050 1.377

(4) (4) (1) (1)
19383 72.148 26.850 4.690 5.095

(3) (6) (6) (l) (2)
157.700 235.100 124.800

(2) (10) (6)
287.378 603.465 )37.731 4.000 3.82

(12) (16) (ll) (I) (2)

10.212 613.490 130.360 7.380 16.500

(3) (‖) (3) (2) (3)

158,396 512,187 24.908 1.173 15,000

(8) (8) (5) (1) (1)

668.166 2814.245 777.394 29455 55,610

(39) (78) (56) (10) (14)

インドネシア

日本

マレーシア

シンガポール

タイ

英国

計

出所)phnnLngandEconomlCDcveloplrlent,SelectedMonthlyEconom )clndlCatOrS,M arch-Apr)12000
注)括弧内は､認可件数を示す｡

ミャンマー鐙瀞 ま､その発展のポテンシャルが大きいといわれながらも､停滞している｡

その要因としては､電力､通信､道路､港湾などのインフラが未整備であり､これが産業化の

陸路となっていること､為替規制や政府独占貿易など多くの非関税障壁や高い物価上昇率が､輸

出の拡大を阻害 していることなどが挙げられる (在 ミャンマーE]本国大使館資料より)0
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第2章 ミャンマー国農業の概要

はじめに

土地資源や水資源の豊富さに加えて有利な気候条件を持つミャンマーは､伝統的な農業国であ

る｡ ミャンマーの農業は､1840年代の終わりに自給的農業から商業的農業への転換を開始 し､

第二次世界大戦前には米の輸出大国となっていた｡そして農業は､国民経清全体の発展の大きな

原動力となった｡農業部門の重要性は現在もほとんど変わっておらず､庶民への食料供給､国内

の農業関連産業向け原料生産､国家の輸出収入が依然として農業に大きく依存している｡

1. ミャンマーの概要

(1) ミャンマーの概要

ミャンマーは､北緯 9度32分から北緯28度 31分､そして東経 92度 10分から東経 101度 11

分の間に位置し､隣国のバングラデシュ､インド､中国､ラオス､タイと 5,858キロの国境線を

共有する東南アジアの国である｡総延長 2,832キロに及ぶ海岸線がベンガル湾とマルタバン湾に

沿ってつづいている(図 2-1-1)｡国の総面積は 676,577km2であるO国土のおよそ 3分の 2が熱帯

モンスーン地帯､北部のそれ以外の地域が温帯に属する｡地形は､河川流域に横たわる平野から

ミャンマー北部の雪を頂いた峰々まで多岐にわたる｡年間降雨量は､ミャンマー中部の 700ミリ

から沿岸部の 5,000 ミリまで及んでいる｡平均気温は､高地の 14℃から中央乾燥地帯の 34℃の

問である (表 2-1-1)0

ミャンマーには､暑期 (3月から5月中旬)､雨季 (5月中旬から lo月中旬)､乾季 (10月中旬

から 11月)､低温乾燥期 (12月から2月)という4つの季節がある｡ミャンマーは､気候と地理

的条件によって次の5地域に大別することができる｡
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l. 北部 ･西吾川ト岳地帯

2. シャン高原

3. 中部乾燥地帯

4.平野部デルタ地帯

5, ラカイン ･タニンタリiJllt岸部

ミャンマーは､行政的には 7つの州と7つの管区に分かれている.川と管区は 64の県によっ

て構成されており､県は 324の郡に分かれている｡郡は行政相と市町区から成 り､その数はそれ

ぞれ 13,747と2,470である｡基本となっているのは､複数の村落によって組織される行政車･jと市

町区である｡

表 2-1-1 主要観測所における平均降雨量､気温､相対湿度

(1987年から1996年にかけての平均値)

番号 観測所 州.管区 降雨量(mm.) 気温 (oc) 相対湿度(%)

最高 最低1. Myitkyina カナン 2358 29.

5 19.2 77.22. Loikaw カヤ lO

3l 28.9 )6.7 76.93. llpa-an
カイン 3838 33.5 23.0 76.84. Falalm チン l506 22.4 14.2 7).4

5. Mo)lyWa ザガイン 706 33.7 2l.5

68.66. Myeik 夕ニンダリ 3690

31.4 23.3 79.57. Dago バゴー 3

日1 32.6 21.5 75.88. MagWay マグウエ

ー 859 34.3 19.5 66.99. Matlda暮ay
マングレー 798 33.9 22.4 67.310. Ma､V暮amylne モン 4747 32.0 22.3

75.7ll Sittwe ラカイン 5039 30.4

22.3 78.412. Yangon ヤンゴン 2639

33.1 21.9 75.513. Taunggyl シャン 1566 24.8 14,

I 70.1)4. Pathein エヤワデイ 2826 32.0 23.1 78

.3出所)中央統計局 (1997)､｢統計年鑑 1997｣､表 1.01,pp-4-5(2

) 土地資源ミャンマーの総面積は 67,658,000haにのぼる｡その約 14%で作物の耕作が行われており､

約19%



図2-1-1 行政区分

-



表 2-1-2 土地利用

土地の種類 面積(lO0万一一a) 比

率純播種面積* 9.67

14%休耕地 0

.78 1%耕作可能荒紫地

7.25 11%森林保護

区 12.57 ー9%その他の森林 20.24 30%

その他の土地 l7.1

5 25%合計 67.66 ー00%虫境界を定めた耕作地の中で耕作されている土地のみ.

出所)入植 ･土地登記局 (SLRD)ミャンマー国内で土地開発の潜在力があ

るのは､往来が困難で､人口密度が低 く､開発が比較的遅れているシャン州､カチン州､ナン州などである (表 2-ト3).国全体の土地一人口比

率は､近隣諸国と比べると良好な状況にある｡表 2-1-3

州 ･管区別土地開発潜在力(1999/2000年)州 ･管区 土地面積 人口(千人) 純播種面積 休耕地 耕作可能荒
蕪地1 カチン 8904 12

812 カヤ Il73 26

93 カイン 3038 1481

4 ナン 3602 473

5 サガイン 9463 550

36 ダニンタリ 4335 )35

67 バゴー 3941 5059

8 79㌧)i- 4482 4578

9 マングレー 3702 6585

]0 %> 1230 2488

日 ラカイン 3678 2761

12 ヤンゴン 10I7 5677

13 シャン 15581 4828

14 エヤワデイ 3514 6794 2)0 8 2

00950 8

50234 50 1

3984 1 】499

1598 76

211225 25 3

421295 15

139H10 25

961255 )49

77439 12

81419 57 1

14596 28

7735 257 23

561852 66 135全 国 67659 491

33 lo102 778 7255出所)NPED,SLRD,MOAI(2000

)､ ｢農業部門四半期報告書｣､ pp31作付面積の拡大は､新規の土地開発だけ

でなく既存の土地の年間利用率向上の方向にも強く推し進められている0品種､機械化､滋

叔施設などの進展により､多毛作は独立前の 7%から1998/99年の 44%にまで増加 している｡総播種面積､純播種面積､作付集約度の進



表 2-1-4 作付面積の拡大

年度 iif;1.60票 雷 笥1.a.票 芳 作付集約度(%,
199ト92 10.29

1992-93 日.01

1993-94 11.39

1994-95 12,14

)995-96 12,88

1996-97 12.31

1997-98 12.32

1998-99 13,31

I999-2000 14.65

834

8,71

8.74

8,95

9.17

9.28

9.28

9.67

10.10

出所)入相 ･土地登記局 (SLRD)

耕作地へと転換される荒地や休閑地は増加しているものの､保有規模はあまり変わっておらず､

大半の農家が5エーカー (2ha)未満の土地を排 している (表 2-i-5)0

表 2-1-5 土地保有規模 (1999/2000年)

保有規模 作†可面積比率 農家比率

5エーカー未満

5-10エーカー

10 20エーカー

20-50エーカー

50-100エーカー

100エーカー以上

25.1 61.36

30.9 2425

29,2 1I.73

12.4 2.50

0.5 0.05

1.9 0.02

出所)入植 ･土地登記局 (SL良D)

(3) 土壌

ミャンマーの土壌には､母岩､地形的特徴､植生などに応じていくつかの種類がある｡土壌分

析によれば､Fluvisol､グライ土､Gley-Gleysol,､Gleysol-calcaric､Gleysol-S､Vertisol､Catenaof

Iuvisol､AcI.iosol､CambISOl(raw ChaukMye)､FerrosoIRhodic､FerrosoIXanthic､Arensol､

CamblSOトorthic､CamblSO1-GellC､CambisoトHistric､Cambisol-ChlOmlC､FerlOSOl-Pllnthic､Lithosol､

Alldosol､Gleysol-Humic､Solonchak､CarnblSOl(lnDlneMye)､Lithosol(KyaukKyiMyeNu)､alld

CamblSOIOrthic(ChlnTaungMye)など､24種類の土壌が存在する (図2-ト2)0

しかし､農業にとって重要な土壌群は､沖積土､黒土､ラテライトの 3種類だけである｡沖積

土は播種面積の 50%近くを占めるのに対 し､黒土とラテライトの比率はそれぞれ 30%と 20%と

推定されている｡ミャンマーの 6つの農業生態系区分は､降雨量や土壌の種類に応じて RISl､

RIS2､R2Sl､R2S4､R2S5､R3S4 と分類されており､ ｢R｣は ｢降雨量｣､ ｢S｣は ｢土塊の種

類｣を意味する(Fxj2-ト3)o ｢R｣と ｢S｣の詳しい定義を以下に示す｡

-39-



図2-ト2 土壌分布図



Rl 年間降雨量が 2,500ミリから4,000ミリの間で､雨季が 4ケ月から5ケ月つづく十分な降

雨地域

R2 年間降雨量が 2,000ミリから3,500 ミリの間で､雨季が 2ケ月から3ケ月つづく中程度の

降雨地域

R3 年間降雨量が 800ミリから 1,300ミリの間と少なく､100 ミリから200ミリの降雨量があ

る月が 1ケ月から2ケ月つづき､100ミリ以下の降雨量がある月が3ケ月から4ケ月つづ

き､乾季が3ケ月から4ケ月つづく地域

sl 沖積土と黒土 (Fluvisol､グライ土)

S2 沖積土とラテライト

S3 黒土

S4 沖積土と黒土 (Luvisol､Nitrosol)

S5 ラテライト

(4) 水資源

ミャンマーは､降雨､河川､湖沼､ダム､貯水池などのさまざまな水資源を作物の栽培に利用

しており､地理的にも南東からの季節風によって定期的にもたらされる降雨に恵まれている｡エ

ヤワデイ川､ナンドウイン川､シッタウン川､タンルウイン川という四大河川とその支流､そし

てインレー湖やインダウイギ湖などの湖は､ミャンマーにとって貴重な水資源となっているOダ

ムや貯水池は港瀧の重要な水源となっているO

降雨を利用する観点から､ほとんどの作物は雨季に栽培され､一部の作物は残留水分を使って

雨季の後に栽培される｡年間降水量は､中央乾燥地帯の 600 ミリから沿岸部の 5,400ミリまでと

地域によってさまざまだが､これは地形､標高､植生､森林被覆などの違いによるものである｡

また､降雨の分布にもばらつきがあるOその結果､大抵の場合において雨季作物が補助的な港概

を必要とする一方､冬や夏の作物は港概を利用しないと収穫できなくなっている｡

ミャンマーは､濯敵地城を拡大するために十分な水資源を持っているといっても差しつかえな

い｡世界銀行が 1956年に実施した調査によると､水の年間流入量は 8億 7,600万エーカーフィ

ー トと推定されている｡これまで総流入量の約6%しか港概に利用されていないO
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図 21ト31a 農業植生区分



図 2-1-3-b 降水量



表 2-1-6 水資源の推定利用度

集水域 流量 現在の利用度

(平方マイル) (】00万エーカー (100万エーカー

フィー ト) フィート)
ナンドウインJtt

エヤワデイ川(ナンドウイン川と合流する前)

エヤワデイ川(ナンドウイン川と合流した後)
シツタウン川
ラキン州の河川

夕こンクリ管区の河川

タンルウインJtt(ミャンマー領土内)

マエカウンJll(ミヤンマ-領土内)

44500 日4.5 1,708

74600 柑4.7 7.2I6

36900 69,53 10,730

18600 65.76 2.220

22500 112.84 0.772

15700 106.1 0.345

61000 209.01 2,107

日000 14.29 0.087

合 計 284800 876.73 25.185

出所)瀧親局 (lD)

作物の増産に向け､新規のダムや貯水池の建設が規模 ･速度 ともに増 している｡ 1990年代の

新規港概工事の実施傾向を表 2-I-7に示 した0 1999年 12月までに 103件の港概工事が行われ､

613,000haの土地が瀧瀧されている｡

表 2-1-7 1990年代の新規濯浩二事実施

受益面積 費用

(I,oooha) (100万Kyats)
170 2119.9

12 190.0

2 日3,8

59 522.0

39 )435.3

110 4457.I

84 3515.9

61 2900.2

48 4854.7

37 4054.1

17 1Lll_1.7

年度 工事件数

暮990-91

199)192

I992-93

1993194

)994-95

】995-96

I996-97

1997198

I998-99

1999-2000

2000-2001(10月まで)

9

8

7

0
ノ

′0

人
V

2

0

0
0

3
′0

合計 1暮4 639 25575.7

出所)MOAT (2000)､ ｢ミャンマー国家法秩序回複評議会による政権掌糎以降
に完成した港概工.事｣､ヤンゴン､p-).

さらに多 くのダムや貯水池が建設された結果､総港概面積は 1999/2000年度の総播種面積の

17%に相当する 】70万 haに達 しているOこれに対 し､戦前の総港瀧面積は 60万 haだった｡港

概面積の増加傾向を表 2-i-8に示すO
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表 2-1-8 濯灘面積の進展

(1,000ha)

年度 総播種面積 瀧瀧面積 港瀧面積比辛

199ト92 8,339

1992193 8,714

I993-94 8,738

1994195 8,951

1995-96 9,i68

1996-97 9,277

1997-98 9,278

i998-99 9,580

I999-2000 10,102

998 12.0

り 10

1,337

1,555

i,757

1,556

1,592

1,692

1,748

12.7

15.3

17.4

1L).1

16.8

17.2

17.5

17.3

出所)入植 ･土地登記局 (SLRD)

(5)農業労働力

1999/2000年度のミャンマーの人口はおよそ 4,913万人と推定されており､年間増加率は 2.0%

となっている｡総人口のうち約 40%がさまざまな経済活動の労働人口となっている｡農業部門の

労働人口が最大の雇用部門であり､総労働人口の60%以上を雇用しているO

表 2-1-9 農業労働人口
(100万人)

年度 人口 総労働人口
農業労働人口

作物 畜産 林業 合計

199ト92 41.55 16.01 1052 0.37 0.18 11.08

1992-93 42.33 16.47 10,78 0.38 0.19 1L35

1993-94 43.]2 16,82 10,97 0.39 0.19 11,55

1994-95 43,92 17.23 11.12 0,39 0.19 11.69

1995-96 44,74 17,59 11.27 0.39 0,19 11,85 67

1996-97 45.57 17.96 日.38 0,39 0.19 11.96 67

1997.98 46,40 18,36 1I.51 0.40 0.19 12,09 66

出所)NPED､ ｢ミャンマー連邦の財政､経済､社会の状況に関する報告書｣各年版0

(6) 農業技術訓練を受けた人材の現状

農業教育としては､イェツイン農業大学の農学学士課程と州立農業大学の農業学位課程 (ディ

プロマ)があるほか､イェツイン農業大学では農学修士課程も設けられている｡農業関係の学位

保有者の大半が官公庁に勤務し､農業港叔省の農村担当者として仕事を始めるO農村担当者は農

家と会合を開き､農業の発展に向けた作業を行う｡農村担当者の主な仕事は農業普及である｡目

下､農家を支援する目的で農村担当者の増員が行われている｡
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表 2-1-10 農村担当者

給播種面積 農村担当者
(1,000lla) (人)

農村担当者の平均担当
面積(ha)

]991-92 8339

1992-93 8714

1993-94 8738

1994-95 8951

I995-96 9168

)996197 9277

I997-98 9278

1998-99 9673

5232 1594

5882 1481

5932 1473

6182 )448

6432 1425

6682 1388

6932 1338

7)82 1347

出所)NPED､ ｢ミャンマー連邦の財政､経消､社会の状掛 こ関する報告書｣各年版o

(7) 役牛 と農機具

農業の楕械化はまだ初期の段階にあるため､ミャンマーの農業生産は人間と役牛の労働に依存

することを余儀なくされている｡平均的な農家が所有するのは､役牛一対と農機具数点である｡

去勢 した雄牛に引かせる荷車は､農産物を運ぶために欠かせない輸送手段となっている｡役牛ら

の堆肥も､作物生産用肥料の重要な供給源となっているO

表2-1-11 役牛と農機具

役牛 禦 鍬

I992-93 6427 2674 2792 1659

1993-94 6496 2687 2790 1668

)994_95 6627 2722 2810 1670

1995-96

1996-97

I997-98

I998-99

2834 1674

2841 1684

2850 1689

2873 1696

出所)NPED､ ｢ミャンマー連邦の財政､経損､社会の状況に関する報告書｣､各年版O

(8) 機械化

多毛作の導入により､それまで役牛によって行われてきた整地やその他の農作業が機械によっ

て補われるようになった｡機械を使うことによってほとんどの農作業を効率的に適期に行 うこと

ができるようになるo農業機械化は乾季稲作が大規模に行われた 1992/93年から加速 している｡

最初に耕起､つづいて収穫が機械化され､脱穀､乾燥､輸送なども重要な機械化の分野となった｡

政府は､農業機械化の推進を政策として掲げている｡農業機械の提供は､輸入および国内での

組み立てによって強化されている｡農業機械やその他の農業投入財の輸入は､免税特権付与によ

って強 く奨励されている｡政府部局､協同組合､民間部門による機械の国内生産は､1995年 7

月に設立 されたミャンマー産業開発委員会(MIDC)によっても推進されており､同委員会による
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指導のもと､工業団地が指定されて農業関連機械の生産が奨励されている｡

政府は､農業接械の輸入に加え､耕転機､脱穀棟､乾燥機､中排機､播種機などの轍織の生産

ならびに農家へのそれらの機械の販売も手がけている｡公共部門によって農家に販売されている

農機具の数を次の表に示す｡

表 2-1-12 トラクター､溜激ポンプ､農機具の販売 (台数)

年度 トラクター 耕転機 港瀧ポンプ 脱穀械
199ト92 238 117 1305 58

)992193 246 153 2936 1426

1993-94 1573 1977 2797 1461

7186 5821 472

2431 2337 271

4952 3373 583

4364 1688 268

4000 2)07 412

4000 500

出所)NPED､ ｢ミャンマー連邦の財政､経済､社会の状況に関する報告書｣､各年版o

政府部門が提供しているその他のサービスとしては､ トラクターの貸しtLIJIL､土地開発､研修､

試験研究などがある｡農業機械化推進を狙って 23の村落が ｢農村接械化モデル地区｣に指定さ

れ､耕起作業の権械化の大幅な進展をもたらしている｡

表 2-ト13 トラクターと耕転機の利用

詳 細 単位 1995/96 1996/97 )997/98 1998/99 99/2000

トラクター(公共) 台 2820 3148 3421 3000 3000

トラクター(民間) 3000 3226 3984 5089 5244

耕寂粍 (民間) 17000 2)769 26130 31501 38903

曜械化された耕作 千lla/ 3231 3336 2899 4503 4651

出所)農業械械化局 (AMD)

(9) 投入財

市場掛 斉移行の推進を背景とした農業投入財への国家補助は削減され､ほとんど支給されない

ところにまできた｡農業投入財のうち､1974ノ75年度の高収量品種(HYV)導入以降は肥料がもっ

とも重要な投入財となっているo肥料の価格政策は､殺虫剤､種子､ディーゼル､農業械織とい

ったその他農業投入財の現時点における価格政策の傾向を象徴 している｡民間企業の肥料事業へ

の参入も奨励されているが､その数はきわめて少なく､この分野では公営企業が依然として主導

権を握っている｡1999年から 20㈹ 年にかけては､公営企業が約 199β00トンの肥料を農家に供

給 している｡

ミャンマーは､sale､Kyun-gyaung､Kyawzwaにある合わせて 3つの尿素工場で尿素の国内生

産を行っているが､尿素およびその他の肥料は輸入もされている.1997/98年には､農業向け尿
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素の国内生産量 124,000 トンに対 し､260,000 トンの肥料が輸入されているo ミャンマーでは､

化学肥料の広範な使用が 1962/63年度に開始されたO各種肥料の年間使用量は 1973/74年度以降

loo,000 トンを上回り､1985/86年度には4OO,OOO トンまで達した後減少している｡現在の肥料使

用量は約 200,000トンとなっている｡

表2-1-14 化学月巴料の使用量 (1,000トン)

その他 合計
17 )43
5 179

llけ一

暮45
205
241
235
200
146
コ17

155

TS｡
ほ
2｡

-9
7.
.00
-｡
引
‖

-

199ト92
1992-93
1993-94
1994-95
)995-96
I996-97
1997-98
1998-99
1999-2000

261
315
369
321
189
210
199

･=500トン未満
出所)ミャンマー農業公社 (MAS)

トン当たりの肥料販売価格は､農家に近代的投入財の使用を促すために 】960年代から補助金

が支給されるようになってから低下を始めたが､その傾向は価格改正の結果補助金が廃止された

]988年以降逆転しているo補助金は､農家が農作物に対して自由市場価格を享受していること､

そして政府によるコメ供出価格が市場価格に基づいているなどの理由によって廃JLされたもので

ある｡それに加え､農家による化学肥料の使用は既に一般化していた｡政府の財政状況を改善す

るために補助金を大幅に削減することも要因の-･つとなった｡大半の農業投入財価格は補助金の

対象とならず､市場価格と同水準になっている｡

表 2-1-15 肥料の販売価格 (Kyats/トン)

尿素 TSP MOP
1963-64
1964-66
1966-69
]969171
197ト72
I972-73
]973-88
]988189
1989-90
1990191
199ト92
1992-95
)995-96
I996-97
1997-98
1998-99
1999-2000

800
768
600
550
440
360
360
600

2,160
2,160
2,160
12,000
)6,000
30,000
40,000
40,000
40,000

出所)ミャンマー農業公社 (MÅs)
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輸入肥料価格が上昇したことに加えて肥料が入手 しにくくなったため､有様肥料の開発を通 じ

て有様肥料の使用が奨励 されている｡有効微生物(EM)､EM ポカシ､ゼファー､バイオコンポス

ター､バイオスーパー､リゾビウム､ジブサムなどのこれら肥料は国内生産されて農家に販売さ

れている｡

(10)融資

農産物生産には､経営能力に加えて､土地､労働力､資本が必要である｡これらがなければ農

業生産は不可能である｡こうした生産要素の中でも､資本は､機械､役牛､農地開発､港概施設

などへの投資に重要な役割を果たしている｡播種から収穫までの時間のずれ､気象条件への依存､

農産物価格の変動 といった農業の特質により､融資の提供が必要となる｡農家による資本負担を

軽減 し､農業の発展を促すため､政府は農業専門金融制度 (SFCI)であるミャンマー農業開発銀

行(MADB)を通じて低金利の農村金融政策を実施 している｡

MADBの主な目的は､生産コス トをまかなうための融資を有利な金利で適時に提供すること

にある｡MADBは､融資の概念をある種の特権的なお金 (アマダウ)から借入金 (ローン)へ

と変えることを農家に教育 している｡同時に貸付利率や貸 し出される作物の種類が検討され､必

要に応 じて変更されている｡MADBは､季節融資､短期融資､長期融資､開発融資など､さま

ざま融資を提供している｡MADBの統計によれば､1999年 1月までに､季節融資以外の融資と

して､農地開発に 54.3億 Kyats､国境地帯開発に 5,964万Kyatsが拠出されている｡ しかし､も

っとも重要な融資は作物融資であり､農家に提供されている年間融資額は上昇傾向をみせている｡

融資額の回収比率 も高 く､例えば 1989年から 2000年にかけての作物融資の平均回収率は

99.35%となっている｡

表 2-1-16 年間農業融資の支出と回収 (2000年 7月28日時点) (100万Kyats)

㌦

…

∵

∵

…
㍊

年度

i989-90

I990-91

1991-92

1992-93

1993-94

I994･95

1995-96

1996-97

1997-98

1998-99

1999-2000

∴

∵

い

=;
./

;

;

告

仙

合計 62546 62142 99.35

出所)ミャンマー農業開発銀行(2000年)､ ｢農業金融の政策と業務｣､ ヤンゴン､
付録(4)
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農村金融の利率は年によって異なり､現在は年間 15%となっている0

表 2-ト17 農村金融の年利率 (%)

期間 MADB 農村銀行 合計

1963年3月まで 6 6 12

1963年4月 1976年3月 3 6 9

1976年4月-1977年10月 6 6 12

1977年11月-1989年3月 8 4 12

1989年4月-1997年3月 13 5 18

1997年4月1 998年3月 13 2 15

1998年4月-1998年i2月 2暮

1999年り]1 999年3月 18

1999年4月一2000年3月 17

2000年4月から現在まで 15

21

18

17

Ⅰ5

出所)ミャンマー農業開発銀行(2000年)､ ｢農業金融の政策と業務｣､ヤンゴン､付録(5)

また､国営企業 (SEE)が (ジュー ト､サ トウキビ､バージニア ･タバコなどの)工芸作物に

対する前払いを行ってお り､サ トウキビへの支払いが他の作物への支払いを上回っている｡

表 2-1-18 工芸作物 に対す る前払 い (100万Kyats)

ジ ュート サトウキ ビ バージニア ･タバコ 合計

1988-89

1989-90

1990-91

199ト92

1992-93

1993-94

1994-95

)995196

I996-97

1997-98

20.3

0.6 2L0

35,7

6.0 94.5

4.2 97.6

5.) 24,7

289.9 28.1 444,8

254.6 44.6 480,5

530.1 102.5 792.8

5187 159.5 878.2

往) 綿花 に 対する前払いは1987/88年度 まで 行われていなかったo

出所 )NPED､ ｢ミ ャ ンマー連邦の別政 ､経済､社会の状況 に関する報 !H書 ｣､各年版

MADBは､農村貯蓄を動員するため､】993年 10月より農村貯蓄プログラムも開始 し､農村貯

蓄を促進する目的で移動サービスを提供 している｡2000年 7月未の時点で､約 200万人の農民

が MADBに貯蓄口座 を開設 し､24.04億 Kyatsが預金されているo

(ll)作物生産

多様な種類の作物の栽培に成功するためには､地形､土壌型､気候条件の多様性が重要である｡
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現在､ミャンマーには60種類の作物があり､そのうちの22種類が農業部門にとって重要な作物

に分類されている｡栽培されている主要作物としては､穀物 (稲､小麦､トウモロコシ)､油糧

種子 (ゴマ､ラッカセィ､ヒマワリ)､野菜類 (トウガラシ､タマネギ､ニンニク､ジャガイ

モ)､工芸作物 (サ トウキビ､綿花､ジュート､ゴム)､プランテーション作物 (果樹､ココナ

ッツ､バナナ)などがある｡稲作の面積がもっとも広く､総播種面積の 43%近くを占めている｡

次に多いのが豆類の 相%で､ゴマが9%でこれにつづいている｡

総播種面積の7%に当たるおよそ 100万1laが､ゴム､茶､果樹などの多年生作物によって占め

られており､それ以外は一年生作物に利用されている｡雨季には 65%が耕作されていると推定さ

れるのに対し､冬季と夏季の耕作比率はそれぞれ25%と10%となっているo

表2-1-19 主要作物の播種面積 (1,000ha)

I995/96 1996/97 1997/98 1998/99 1999/2000

稲

′ト麦

トウモロコシ

豆類

ラッカセイ
ゴマ

ヒマワリ

綿花
ジュート

サトウキビ

バージニア･タバコ

:ゴム

R
U

I1
0
ノ
4

-

1

3

-1

1

5

1

1

6245

105

209

2680

567

1351

487

341

3$

137

4

149 169

出所)MOAI

重量別では､稲､サ トウキビ､豆類の生産がもっとも多い｡一般に生産量は年によって増減す

るが､サ トウキビの場合は増加の一途をたどっている (表2-1-20)0

大半の作物の単位面積当たり収量は､近隣諸国と比較してあまり高いとはいえない｡主要作物

の収量傾向は､収量レベルが不安定であり､稲を除いて収量の改善がみられていないことを示し

ているO そのため､ミャンマー農業の発展のためには集約化が非常に重要である (表 2一ト21)a
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表 2-1-20 主要作物の産出量

I995/96 1996/97 1997/98 1998/99 1999/2000

棉

′ト麦

トウモロコシ

豆類

ラッカセイ
ゴマ

ヒマワリ

綿花

ジュート

サ トウキビ

バージニア ･タバコ

ゴム

19888

98

349

1882

0

つん
0

70
3

0

5

.q

d
r
O

7

7

3

2

2

一.U
l
'
r
l
I

I.｣
5

出所)MOAI

表 2-1-21 主要作物のha当たり収量 (kg/ha)

I995/96 1996/97 ]997/98 1998/99 ]999/2000

出所)MOAT

(12)農産加工業

農業部門は､食料確保だけでなく､工業部門の原材料を確保するためにも重要である｡精米所､

豆類加工工場､食用油搾油工場､精糖工場､綿工場､ジュー ト工場などは､全国の戦略的個所に

配置されている｡ミャンマー農産物交易 (MAPT)によれば､MAPTは67カ所の精米所を保有し､

そのうちの 36カ所に近代的な精米施設が装備されている.これ以外にもMAPTは近代的なパー

ボイル工場を 2カ所､そしてコメ糠袖=場を 77カ所保有しているほか､MAPT と契約して操業

している精米所が596カ所ある｡

農業 ･港概省によって運営されている工場や施設もいくつかあり､そのうちの精糖工場は新設

されたばかりである.精糖工場の数はかつての 6カ所から 15カ所へと増え､それらの圧搾能力
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は以下のようになっている｡

圧搾能力(トン/日) 工場数

2000

71500 7

300 l綿工業では､同省は 56カ所の工場と施設を保有しており､綿梱やその他の副産物を

生産 している｡ 工場 .施設数

処理能力(トン/午)綿繰り工場 37 日3,890

梱包工場 ll 46,580

綿くず採取工場 3

7,050綿実油工場 5 15,520同省は､ジュー トおよびジュー ト製品工場を操業してジュー ト梱､麻袋､続也などを生産して

いる｡ 種類 単

位 量棉 トン

53,000拭杓 トン

325純色裏張り トン

825麻紐 100万ポンド

1.57麻袋 100万個 33.12ハセイン布 lOO万ヤード 3.ll

同省が運営するその他の工場 ･施設としては､クランプ ･ゴム工場､ゴム板二l二場､ゴム手

袋工場､ゴム ･ベル ト工場､殺虫剤調剤工場､ニーム殺虫剤工場､食品加工工場､コーヒー工場

などがある｡一方､民間企業や協同組合 も農産加工企業を設立 してこ

れに参加している｡こうした企業の大半が零細で近代化されていない｡(13)組織

.制度農業･濃概省は､農業跳門の発展を担当しており､以下の部局によって構成されている｡

① 大臣官房(診 農業計画

局(丑 ミャンマー農業公社

(彰 ミャンマー･サ トウキビ公社

⑤ ミャンマー木綿 ･養蚕

公社⑥ ミャンマー多年生作物公

社(む ミャンマー･ジュー ト公社 (参

ミャンマー農場公社(釘

藩概局⑲ 農業横械化局

⑪ 水資



森林省には､次のように林業部門の発展を担う部局が5つある｡

(丑 計画 ･統計局

② 森林局

③ ミャンマー木材公社

④ 乾燥地帯緑化局

⑤ 地図局

畜産 ･漁業部門の発展に向け､畜産･漁業省は以下の4部局によって構成されている｡

(∋ 畜産･漁業局

(参 漁業局

③ 育種 ･獣医局

(彰 家畜飼料･乳製品公社

農業部門に関与しているその他の部局としては､ミャンマー農産物交易(MAPT)(商務省)､

協同組合局 (協同組合省)､ミャンマー食品工業 (節-工業省)､ミャンマー農業機械工業 (節

二工業省)などがある｡

(14)農業政策

ミャンマーのような農業国では､農業政策が国家の発展に重大な役割を果たしている｡ミャン

マー王政の時代には自給農業だったため､食料の自給がf.国の農業政策の中心となっていたoL

かし､イギリスの植民地となった後､この政策は一転した｡それは､商業的農業､そして輸出向

けのコメを増産して政船の歳入を増やすことを目的とした面積の拡大に重点を置いた農業政策の

始まりだったo

ミャンマーが 1948年に独立して最初に誕生した中央政府は､農業生産を回復して戦前のコメ

輸出を後活させる政策を打ち出した｡これは､第二次世界大戦中にほとんどすべての生産施設と

インフラが破壊され､農業労働を中心的に担ってきた役牛がほとんどいなくなってしまったため

である｡独立後に勃発した暴動によって状況はさらに悪化した｡時間の経過とともに農業生産は

改善したものの､今度は政治状況が悪化した｡1958年には与党の分裂によって暫定政権が発足

し､これが 1960年までつづいた｡当時の政府は､法と秩序の維持･回復に重点を置いていた｡

1962年､軍部はクーデターを起こし､革命政府が実権を握ったo政府は､ ｢ビルマ社会主義

計画党(BurmaSocialistProgralrlmeParty)｣を設立して､計画経済制度が導入されたoそして5次4

カ年計画からなる 20カ年長期計画が策定されたほか､長短期計画の枠組みの中で年次計画も策

定された｡そして､経済を活性化するためにいくつかの改革が導入された｡農業政策では､農家

の支持を得るために肥料などの農業投入財に補助金が拠出され､高収量品種(HYV)の栽培が開始

された｡しかし､国家経済は悪化し､暴動が全国に広がったため､政府は 1988年に退陣を余儀
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なくされた｡

そして ｢国家法秩序回復評議会(SLORC)｣が国家を掌握した｡同評議会は､1997年に ｢国家平

和 ･開発評議会(SPDC)｣として再編成された｡spDC は 1997年に政治､経済､社会における目

標を発表し､農業部門の重要性を次のように明確に述べている｡

･農業を基盤として経済のその他の分野も発展させる

･市場経済制度の適切な発展を見守る

･海外および国内から資本と技術を誘致する

･経済発展に向けた国民のイニシアチブをフルに発揮させる

新しい経酒制度に従い､農業 ･港概省(MOAI)は以下に示す 3つの基本的な農業肖標を定めて

いる｡

(丑水田生産の余剰を達成する

(診食用油の自給を達成する

(丑豆類や工芸作物の生産と輸出を拡大する

MOAIは､自らの義務と責任を遂行するため､農業部門の発展に向け5つの方策を講じている｡

(D新しい農地の開発

(参十分な胤既用水の提供

③ 農業機械化の提供とその支援

④ 近代的な農業技術の適用

(9近代品種の開発と活用

国家の経済目標を達成するため､MOAIはそれに沿った農業政策を策定している｡同省が現在

実施している主な農業政策は次のような政策によって構成されている0

･農業生産に選択の自由を与える

･農地を拡大し､農家の権利を養護する

･工芸作物や多年生作物の商業生産を可能にする

･農業機械やその他投入財流通における民間部門の参加を促す

国家の土地政策は 1948年以降変化していないoすべての土地は国家が所有し､農民が個人的

に土地を所有することは許されておらず､土地を耕す権利だけを有しているO農民は､自分の土

地ではないため､土地を売買したり､抵当に入れたりすることはできないが､権利を後継者に相

続させることはできる｡現行法規により､当局から許可を得ることなく農地を農業以外の目的に

使用することはできない｡

土地税に関する政府の政策は､過去の税率を採用することとなっているが､これは現在の価格

水準と比べるときわめて低くなっている｡耕作面積拡大政策は､国家法秩序回復評議会が布告

44/91号によって ｢可排地 .休閑地 ･未耕作地管理委員会｣を設立し､後に布告 2/95号がこれに

取って代わり､農業生産のために利用できる土地の拡大を可能にした0
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(15)農業 における海外直接投資

海外投資法は､外国人投資家によるミャンマーへの投資を呼び込むため､早 くも 1988年 11月

30日に発布されている｡同法に関連する手続きは､1998年 12月7日に承認された｡政府は､法

律によって与えられた権限を行使する形で､1998年 12月 7日付の布告 12/88号によってミャン

マー連邦海外投資委員会(Plc)を設立した｡FIC はその後布告 4/93号によって再編されているO

同法は､関税と税金の面で魅力のあるインセンティブを外国人投資家に提供 しているほか､許可

された期間内には企業を国有化 しないことを保証 している｡

海外投資法によれば､農業部門で承認された海外投資プロジェクトは､2000年 9月未の時点

で3件あ り､総額 l,435万米 ドルが投資されている.(表 211-22)

表 2-ト22 承認企業による海外投資プロジェクト

番号 部門 承認された企業の数 承認された金額(100万米 ド
ル)1 農業 3

14.352 畜産 .漁業

20 283.373 石油 .ガ
ス 51 2355.924

製造業 134 l522.025 ホテル .観光業 42 lO

54.416 不動産

)8 1025.147 鉱業
50 522.868 運輸 一通信 l3 28

0,779 工業団地 3 )9

3.ll10 建設 1

ー7.27ll その他のサービス 6

23.69合計 341 72

92.91出所)国家計画 ･経済開発 (NPED)農業部門で許可された企業は次の通 り｡① カシューナッツ ･プランテーション合

弁プロジェクト (MyanrnarPlantationSingaporePte.Ltd.と)② ハイブリッド米生産開発プロジェクト (中

国のBelJingShoufangCommerceDevelopingCo,Ltd.と)

③ 組織培養栽培品種量産プロジェクト (シンガポール社の LK-B)oReseal･ChPte.L(d.と)

このほか､他の経済部門に分類されているものの農業 ･湛瀧省

によって実施されているプロジェクトが3つある｡① 蚊取 り線香生産合弁プロジェクト (日本の住友商

事と)② ナワデー精糖工場合弁プロジェクト(タイの Su(echEngineeringCo.L(d,

i)③



(16)国内投資

外国人投資家 と同様､ ミャンマー国民 も 1994年 3月 31日に発布 された ミャンマー国民投資法

(MCIL)によって同 じような税制上の優遇措置を受けることができる｡ この法律の発布以降国内投

資は毎年増えてお り､2000年 9月末の時点で 672.68億 Kyatsに達 している｡そのうち農業への

投資は 5.48億Kyatsとなっているo

表2-ト23 承認 されているミャンマー国民の投資

[番号1 蘭円 100万 Kya
ts547

.901899.34

9691720134.t

9436

.74110

389849600

2747649

101279

126086

5

2233315

5

13

6

22

I

10

432 67268.3712

345

6

78910出所)国家計画 ･経済開発 (NPED)(17)

国際協力農業部門の発展に向け､ ミャンマーは国際機関と協力 しているほか､諸外国と

二国間協力を行っているo現在､国際協力によって 12のプロジェク トが ミャンマーで実施 されているO

表 2-ト24 進行中の国際協力プロジェク ト

プロジェクト名‥ ･.

_. ∴ .､ /農業市場情報サービス ･プロ
ジェクト安全な水プロジェク

ト水と衛生プロジェクト種子銀行プロ

ジェクト贋 聖 者 - ■プロジェクトタイ国との技術 ･経済協力

シンガポー)i,との技術 ･経晴協力

アグロ ･フォレス トリー研修センターの
ための僅

叔プロジェクト鏡琴驚撃 と社会
的動員を通 じた女性自ファーミング .シ
ステム研究･普及プロジェクト

餓 韻 烏 賊 おける農
業および天然 ミャンマ

ー技術援助基金

(MTAF)o

ISCAインターナショナ)晶妄語 雷撃雅 男柑グループ調査交流技術(GREで)欧州連合(E

U)出所)MOAI(2000)､ ｢農業プロジェクトの実施｣､ヤンゴン､ pp.22-28

.-57- 36

0

万米 ドル27.2

万米 ドル(資材支給

)(実施と支給)1

億円6.5億



(18)農業の成長

1999/2000 年度における農業部門の GDP(国内総生産)への貢献は､1985/86年度の固定価格で約

43%､現行価格で約 50%となっている｡言い換えれば､GDPに農業が占める比率は､他の経済部

門を上回っていることになる.農業部門のパフォーマンスは 1980/81年度を境に悪化し始め､

1988/89年に発生した騒乱を反映してもっとも低い水準に低迷した｡1988年以降はどうにか持ち

こたえたものの､天候不順や投入財の不足などから安定するにはいたっていない｡1999/2000年

度の農業部門の成長率は 12.8%に達した｡

表 2-1-25 (1985-86年度固定価格における)農業の国内総生産 (10億Kyats)

年度 国内総生産

)991-92

暮992-93

1993-94

1994195

1995-96

1996-97

1997-98

農業の国内総生産

作物 畜産 ･漁業 林業 合計

187

21.0

22.0

23.5

24.8

25.7

26.5

]998-99 78.8 27.2

1999-2000 878 30.1

出所)国家計画･経済開発庁 (NPED)

(19)政策努力 と展望

ミャンマーは､農業生産を上げるために必要な豊かな土地と水資源に恵まれている｡持続可能

な方法で資源を利用するためにいくつかの対策が講じられている｡これらの対策の中には､乾季

稲作､サ トウキビ生産､大規模開拓､湛概特別作物の選択と導入など､特筆すべき試みも含まれ

る｡

(丑乾季稲作

ミャンマーの人口は 1.8%の増加率で増えている0人ロの増加と米の生産性の低さは､ミャ

ンマーからのコメの輸出が低迷する大きな要因となっている｡しかし､1975/76年に高収量品

種(HYV)が導入されたことによって稲の生産が飛躍的に増えた｡その後これといったコメ生産

の改善はみられなかったが､1992/93年度には乾季稲作の生産計画が導入された.ミャンマー

は､必要とされる瀧瀧水､機械､その他の投入財を提供することによって伝統的な単作を多

毛作へと転換 しようとしている｡乾季稲作の成果を表 2-ト26に示す｡乾季稲作の導入によっ

て米の増産が実現 したため､ミャンマーのコメおよびコメ製品の輸出は､1994/95年度に 100

ー58-



万 トンという記録的な高水準に達した｡播種面積と生産は大幅に増えたが､播種面積は一度

も目標に達することはなく､l00 万 トンを上回る輸出量を維持するという目標を達成すること

はできなかった｡

表 2-1-26 乾季稲作の生産量

播種面積 収穫面積 収量 生産量
(1,000ha) (I,000ha) (トン爪a) (1000トン)

1992-93

1993-94

1994-95

1995-96

1996-97

1997-98

1998-99

I999-2000

332 325 2.88 936

870 820 3.52 2885

1077 1050 3.62 3804

1221 1207 3.40 4103

852 847 3.64 3082

886 860 3.47 2980

931 923 3.59 331i

1092 1092 3.56 3886

出所)入相 ･土地登記局 (SLRD)

長期的な稲作政策は､雨季米を 1,400万エーカー (570万 ha)､乾季米を 400 万エーカー

(160万 ha)栽培することである｡そして､単位面積当たり収穫量としては､エーカー当た

り 100バスケット (ha当たり5 トン)の実現を目指している｡その結果､さらなる稲作地開

拓が予定されていると同時に､収量を上げるための方策が講 じられることになっている｡

LJ､iF'1･iI.セ

既存の 6カ所の精糖工場 (l日当たりの持出能力 7,800トン)に加え､砂糖の輸出を促進す

る目的で 9カ所の精糖工場 (1日当たりの持出能力 17,000 トン)が作られている｡新しい精

糖工場を作ったため､原材料の必要量が記録的に上昇した｡15 カ所の精糖工場が必要とする

サ トウキビの量は 3,720,000 トンに達すると推定されている｡産業向けサ トウキビ生産の傾向

を見ると､t司全体のサ トウキビ生産によって精糖工場が必要とする量を賄えるものの､精糖

二L場がある地域のサ トウキビ生産だけでは精糖工場が必要とする量を満たすことができない

ことがわかる｡

表 2-1-27 サ トウキビ生産

サトウキビ合計 工場がある地

域播種面積 生産量 描種面積
生産量(1,000tta) (i,000 トン) (1,000ha)

(1,000 トン))994-95 52

2254 22 10041995-96

67 3250 35 17991996-97 82 4042 43 2196

1997-98 ー08 5137 39

20051998-99 126 5429

74 33601999-2000 13



砂糖の品質と精製率を維持するため､サ トウキビは精糖工場の近 くで栽培 されなければな

らない｡それによって輸送費を下げ､サ トウキビが新鮮なうちに搾出することができる｡そ

のため､サ トウキビを栽培する新たな場所を探 し､畑から工場 までサ トウキビを運ぶ農道を

作 り､二仁.場を効率的に運営することが重要な課題となる｡

(彰大規模開拓

作物栽培のために広大な l･.地を開拓することができるLil内の個人または企業に､無償で広

い土地を授供することで､農業への投資が奨励されており､これに行政からの支援や技術､

機械､燃料などの投入財が提供されている.2,000ha(5,000エーカー)を超える耕作地には､

農産物を生産量の 50%まで輸出できるというインセンティブも与えられているOこの政策の

結果､アジア通貨危機によって深刻な打撃を受けた建設会社が資源を農業に回すようになっ

ている02000年 8月の時点で､72の企業と個人が 9つの州と管区で 430,000haの土地を開拓

する権利を取得 している｡

表 2-1-28 私企業による土地開拓 (ha)

州 ･管区 企業数 許可された面積 開拓 さ れた面積 播種面積

カナン

カイン

タニンタヤリ

バゴー

マグウェ-

マングレー

ヤンゴン

シャン (南)
エヤワディ

合計

3 ]2869 445 276

1 405 】67

16 116448 日 667

20 67466 12746

日 99042 )259 3

2 65】 157

7 24814 149 0 4

7 10479 2135
27 97)79 40813

94 429353 95628 34

注) 複数の川 ･管区で開拓を行っている組織もある｡

出所 )入植 ･土地登記局(SLRD)

私企業による土地開拓が行われているが､その影響を見定めるには時期尚早である.一方､

彼らによる環境破壊を防ぎ､土地資源の有効利用を図ることも重要である｡

(重液叔特別作物プログラム

ミャンマー経済は農業に依存 しており､農業部門の中心 となっているのが稲作であるO世

界のコメ価格の F'落､病害虫の発生､稲作に好ましくない天候などの状況では､生産する作

物を多様化 したほうがよい｡政府は､稲作､豆類､綿花､サ トウキビを農業経済の ｢柱｣に

指定 している｡港概施設がある地域では､湛掛 こよるゴマ､綿花､サ トウキビの栽培を行 う
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特別プログラムの実施が計画されている｡このプログラムは 2001/02年度に始まり､2005/06

年度に終了することになっている｡

表 2-ト29 濯激特別作物プログラム (i,000ha)

基準年 200I/02 2005/06
ゴマ 58 111 149

綿花 26 32 81

サ トウキビ 8 20 54

港瀧目標面積は､基準年の 5倍以上になっているo Lたがって､瀧概用水の効率的な使用

と､また､それが経済的に成り立つかどうか､そして他の作物へのしわ寄せをどのように防

ぐかという問題に答えていかなければならない｡

(20)結論

ミャンマーにとって､農業はこれからも国民経済において重要な位置を占めつづけると思われ

る｡ミャンマーの豊富な天然資源と技術､投資､適切な管理が組み合わされれば､近代的な農業

への通が開かれることだろう｡その中で､資源の有効利用､農家の技術水準､投資の有無､高品

質品種の適応､国際市況､環境-の影響などによって農業部門の発展が左右されることになるだ

ろう｡

2.補論 :ミャンマーの農業発展戦略と農業政策の課題

ここでは､ミャンマー政肘による市場介入政策と農業部門の停滞傾向との因果関係を明らかに

し､潜在的な農業発展の可能性を検討したい｡

そのために､まず､主食のコメ､副食としても輸出農産物としても重要な豆類､食用油の原料

としても輸入代替の必要からも重要な油糧種子を取り上げ､政府による農業発展戦略と現行農業

政策を概観しておこう｡

(り 1996/97-2000/2001年 5力年計画における農業発展戦略

5カ年計画では､経済発展に伴う食料需要増大への対応､外貨樺得､産業化のための加工

用原材料自給のために農業部門の発展を最優先させることとし､以下のような目標とそれを

達成するための手段が示されている｡
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【主要農産物の生産目標】

(D 食料自給達成と輸出促進のために､コメを5割増産する｡

(参 輸出を促進するために豆類の8割以上の増産を目標とする.

(彰 現在輸入に依存している食用油の輸入代替を促進するため､落花生､ゴマなどの油糧

種子の増産を図る (特に､ゴマは2倍に増産)0

そして､このような白襟を達成するために､栽培面積の拡大､集約化､新技術の導入､

溢瀧整備などを実施するというものである.

(2) 農業政策の展開過程

以上のような開発計画が､どのような農業政策の枠組みの中で実施されようとしているのであ

ろうか｡

1988年以降市場経消化を進展させていく中で､農業政策も従来に比べて表向きは自由化が進

んだかのようにみえる｡しかし､実態面では何ら社会主義下の統制的政策と変わりはない､とい

う見方が-般的である.そこで､現行政策の実態を理解するために､従来の政策と現行法令上の

政策についてみておこう0

1962年に軍事政権が発足して以来､民族主義的思想を拠り所とした ｢ビルマ式社会主義｣が

実践されていった｡そこでは､国家がすべての資源を国有化し､資源を用いて生産された農林生

産物を輸出することによって稼いだ外貨で工業化に必要な財を輸入するという開発戦略が採用さ

れた｡したがって､国家による生産管理 (とりわけ農業部門の)は国民に食料を供給するばかり

でなく､=業化の原資を得るためにも重要な政策であった｡農業に関連した主要な政策は以下の

とおりである｡

(∋ 農地政策 :農地は国有｡農民は耕作権を与えられるが､農地の売買､質入れは禁止され

ている｡耕作権についての契約は毎年更新される｡

② 供出制度 :農民は､主要農産物 (コメ､豆類､小麦､メイズなど)を国に低価格で供出

する｡この制度が適用される地域､供出率は､作物の種類によって異なる｡低価供出の

見返りに､農民は肥料など投入財を低価格で供給され､低利での融資を受けることがで

きた｡

③ 計画栽培制度 :供出制度を実践するために､国が､作目･栽培面積を指定し､それを各

農民に指示する｡

④ 国家独占貿易 :国際貿易は国が一元的に管理するO

⑤ 国内流通 :交易省が協同組合等を通して､供出された農産物を配給する｡民間部門によ

る流通はいっさい認められないo
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これらの政策は､その後､生産した農産物の余剰部分については郡(Townslllp)内で自由な販売

が許され､供出率 ･供出価格が変更されるなど､部分的に修正されたが､政府の介入の程度に大

きな変更は施されなかった｡

市場経済化に踏み切って以降､上記の政策は､農地制度を除いて､市場経済化を促進する方向

へ大きく修正 (少なくとも法令上は)された｡

しかし､供出制度は､供出負担を全体として軽減しながらも維持されてきた｡

供出価格も自由市場の価格上昇に対応して引き上げられ､農家の余剰農産物は自由市場で自由

に販売できることとなった｡一方､従来､低価供出の見返りとして農民に与えられていた投入財

への補助金などは削減されることとなった｡

そして､供出制度を支えていた計画栽培制度も､公式には､農民が自由に作目を選択できるこ

ととなり､廃止された｡

国家独占貿易も米を除いて民間部門 (国営企業と民間または外国企業との合弁会社､協同組合､

民間業者)の参入が認められることとなったOコメ､メイズ､豆類などの民間貿易は､1987年

に一旦認められたのであるが､その後のインフレの昂進を機に民主化運動が高揚し､それを弾圧

し政権を奪取したsLORCにより､コメのみ再び禁止された｡

現在は､交易省傘下のミャンマー農産物交易 (MyanmalAgriculturalProduceTrade;MAPT)と

2つの合弁会社のみがコメの輸出を認められている｡ただし､合弁会社の輸出はほとんど行われ

ておらず､実質的には MAPTの独占状態である｡コメ･豆類 ･メイズの政府輸出は､主として

供出分からなされているO

投入財の貿易については､1989年から民間による肥料などの輸入が許可され､1993年からは

肥料 ･農機具 一燃料の輸入関税が免除されるようになった｡投入財の貿易については依然､農業

瀧瀧省傘Tの農業公社(MinistryofAgliculturalService;MAS)が一定のシェアを維持しているが､

輸入肥料の60%は民間業者を経由して販売されているという｡

国内流通も､1987年以降､価格統制など主要農産物の国内自由交易に関する規制が撤廃され､

1989年には登録業者については国内における自由な商業取引が認められたOそして､1995年以

降は登録なしでだれでも商業取引を行うことが可能になった｡

(3) 現行農業政策とその問題点 (コメ､豆類､油糧種子を中心に)

(り で紹介した開発計画は､96/97年度の実績､97/98年度の暫定値を見る限り､豆類など一

部農産物を除いて達成不可能と予測せざるを得ない｡政府が市場経済化を促進すべく諸制度を変

更しているにもかかわらず､生産は計画どおり拡大しないのはなぜであろうか｡最後にこの点を

考察することにより現行農業政策の課題を検討したい｡

(∋ 生産拡大の制約条件 一 市場経済の発展を阻害する非合理的政策介入

農業セクターの発展のためにも､市場経済の発展は不可欠であるO市場経済化を推進す

-631



ベ く変更された現行の農業政策は､以下のような面で､依然として市場経済の発展を大

きく阻害していると考えられる｡

表 2-2-1 籾の供出量と生産量に占める割合

年 籾生産量(■ooot) 籾供出量(ー000) 供出割合(
%)ー995/96 17953 相54

10.3l996/97 17676

1459 8.21997/98 1

6705 894 5.31998/99

17077 2105 12.31999/

2000 19887 2116 10.6出所)MyalmlarAgrLCultureProduceTrade,

M‖1lStryOfCommcrce,資料｡農民の生産意欲に影響を及ぼすと批判の

強い供出制度については､97/98年度まで低下傾向にあった米供出率が､98/99年度には上昇し (表2-

2-i)､2000/2001年度から新たに､鳩豆 ･ゴマ生産量の 30%が供出の対象となるなど､必ずしも供出制度が

廃止されていくという方向には向かっていない｡豆類では､BhckGram､GreenGram が､既に供出の対象となっており､

コメと同様､農民の生産意欲に影響を与えている｡供出価格も以前に比べれば市場

価格に近づいているが､依然､市場価格を大きく下回っているo我々の聞き取り調査では､籾の場合

､農家供出価格が 350Kn)asketであるのに対 して､市場への売 り渡 し価格 は 657KIbas

ket､BLack Glam の場合 は､前者が2000Kn)as

ketで後者が4200Kn)asketであったOまた､化学肥料､政肘による信

用供与などは､予算不足 .外貨不足により十分でないし､投入要素の対農産物相対価格も上

昇する傾向にある｡例えば､筆者らによる 1997年3月､8月のThanlyin君1ト Nyaungdon-1郡での聞き

取 り (福利 1998])､今回(2000年 8月)の Pathemgyi常信･D{lyLlbyu郡におけ

る聞き取りによると､農民は化学肥料の低価供給を削減される､ないし､低価供給されてお

らず､政府は1エーカー当たり50kgの肥料投入を推奨 しているにもかかわ

らず政解か ら農民への低利融資額は 1エーカー当た り700Kyals()997年)､1000Kyals(2000年)

と不足 している (肥料価格は､それぞれ 50kg当たり1500Kyats(1996/97)､2500Kyats(1999/20

00))oコメの供出価格と肥料の政府価格の相対比率も､1995/96年度と比較すると低下している (表2-2-2)o

表 2-2-2 供出価格と政府肥料販売価格の推移年度 1995/96

1996/97 1997/98 l999/2000初の政府供出価格 8500Kyats 1
5000Kyats 20000Kyats 35000Kyats(

ー00basket) (100) (176) (235) (412)化学肥料政府販売価格 652Kyats 1500Kyats 2000Kyats 2200Kyats



制度上廃止されているはずの計画栽培制度 も､実際には､農業港叔省が計画 し､

sLORCの承認を経て､郡レベルの LORCから伝達を受けた農業港淑省の農業公社普及員

と土地管理局職員が､村長とともに農民に直接指示する､という形で実施されている｡

もし､農民が拒否すれば耕作権を取 り上げられるため､政府の指示に従わざるを得ない

(高橋日9971)｡その結果､農民は､野菜など収益性の高い作目があってもそれを選択で

きない｡

貿易についても､コメは実質上Ljil家独占貿易であり､このことと低価供出米制度とが

国内価格を国際価格より著しく低い水準に押 しfげ､実質的な輸出税が農民に賦課され､

農民の生産意欲を削ぐ結果となっている (表 2-2-3)0

表 2-2-3 主要農産物の国内価格と輸出価格の比較 (S/Ton)

作目 国内卸売価格 輸出価格 (FOB) 国内価格/輸出

価格Rice 114(Emataー 174
0.655376

374 1.0053
】4 355 0,885Sesa

me 399 544 0.739出所)国内価格 ;DeparLnleIILofAgrLCulLuralPlanlllng,MlnISlryofAgrLCulturcandImgat暮0ll,

資料､2000年 1月 7月平均｡輸出価格 ;MyanmarAgrlCultureProduceTrade,MlnlStryOfCommerce

資料､2000年4月 7月平均｡なお､為替レートは､実勢為替レートで､アジア経済研究所､工藤氏より提供された､
束

京三菱銀行ヤンゴン支店資料より計算｡豆類の貿易については､民間の参入が認められ

､民間業者による輸出が政府(MA㌣T)の3倍に達するといわれ､供出価格と輸出価格の価格差は､かつてに比べれば縮小 し

てきている (表2-2-4)0表 2-2-4 豆規の輸出価格

と国内価格の推移 (Kyats/トン)年 B
)ackGram PigeonPea国内価格

輸出価格 国内価格 輸出価格 国内価格 輸出価格暮989/90 6

27ー l8480 7122 24400 5872 22000l990/91 l2暮38 22719 12064 25079 15771 28522

l991/92 l3569 24596 l3592 25542 21572

29326ー992/93 暮4490 l9200 20881 32400

20072 24600ー993/94 21574 ー827ー 28453

33880 29480 22990ー994/95 28827 37376 317

74 38656 34809 385282000(ト7) 128450 129850 107450 123200 99221 45138出所)Y.pa,MarketlngChannelsofPul
sesandCorll'F,Mimeo.1997,DeparLmen(OfEconomlCS,TnstLLuleofEconomcs,Yang

on己.::∴ ･･･ ､.-
"･

.-∴ -:㍑ ㌦ -:･w l-I.;llLl;:::h."



しかし､a)10%の税金 (所得税プラス商業税)がかかる､b)輸出して得た外貨は M.T.B

で決済し市場 レー トよりKyatsとの換金率が低いFECで引き出して換金せねばならない､

C)外貨で輸出代金を保有する場合は政府が指定 した商品 (A リス ト 80%､Bリス ト

20%)の輸入に当てねばならない､d)輸出ライセンスの取得手続きが煩雑かつ不透明であ

る､など民間業者の輸出拡大意欲を阻害する種々の障壁が設けられている｡油糧種子に

ついては､1997年から､安価なパームオイルの民間輸入を禁止 し､軍関係の貿易公社で

ある､MyanmarEconomicHo)dlng(MEN)が輸入を独占している一方で､落花生､ゴマの民

間輸出も禁止 されるようになり､コメ同様､国内価格が輸出価格より低い水準に抑えら

れ (表 2-2-3)､収益性もコメや豆類に比べて著 しく低い (表 2-2-5).

表 2-2-5 主要農産物の土地収益性 (1999/2000)

作目 生産費 農家庭先価格 (bsqSae,e, 面積孟af-;:e',利潤 実 説 欝

(K/Bsk;4 /bs

k)Summer ice 330 678 80 27840 上ミ

ャンマー(KノBsk;46 /

bsk) NABーackGr ー227 3352 ー2 255

00 下ミャンマー(K/Bsk72 n'sk) 25000Kyat

sGreenGr(K

ノBsk;72 /bsk)Sesame(R n) 2475 3407 4 3728

(KJBsk;54 A)sk)Sesame(W 1(er) 1569 3392 8

14584(K/ask;54 A)sk)出所)DepartmentOrAgllCulturalPlannLng,M HIStryOrAgrlCultLrre
andIrrLga110n､資料より筆者計算o帯下ミ

ャンマーでの聞き取り調査から得た情報によるo国内流通についても､政府の指

導により､農産物流通の要であるヤンゴン卸売市場の民間流通業者に Assoclation を組践

させ､流通をコントロールするために暗黙の政治的圧力をか

けるなど､流通業者の自由な取引活動を妨げている｡3章で述べるように､ミャンマー

の場合､農民や民間流通業者､輸出 ･輸入業者は十分に効率的であると考えられる｡に

もかかわらず､農業発展が期待 どおりに進展 しないのは､低価供出制 ･暗黙の強制栽培

制度や国内流通 ･貿易への､合理性に欠ける歪な政府介入が､生産者や Tladelの意欲を

阻害しているからであり､物的投入量の増加によってしか生産量を増加できない状況 (高橋日

997])を脱 しきれないまま､予算不足 ･外貨不足により投入財の供給が滞 り生産の拡大が抑制され



② 展望

ミャンマーの場合､コメ､豆類､抽積種子は所得弾力性が高く､豆類に対する海外か

らの需要が引きつづき堅調に推移すると予想されることから､これらの作物に対する需

要は今後とも急速に増加していくものと考えられる (表 2-2-6).また､油糧種子の国内

生産は､需要を満たしていない｡

表 2-2-6 主要農産物の所得弾力性

農産物 所得弾力性

栄 (低品質) 0.

23栄 (高品質) 0,73-

0.88莱 (標準的品質)

0.57豆類 0

.49-0.&7落花生油

0.29-0.39胡

麻油 0.65-0.90出所)TlllSoe,Bat(erhamR.LandDrynallR.G
,,"Demandf♭rfoodlnMyanmar(Burllla)1.,AgrlCulLu

ralEconomics,11,199

4,pp･2071217しかしながら､現在のような政府介入政策を継続する

限り､豆類など一郎の農産物を除き生産を開発計画どおりに

拡大することは困錐であろう｡一方､ミャンマーにおける農産物の潜在的供給力は､き

わめて大きいといわれている｡例えば､コメの場合､100万 haの未利用耕作可能地が存

在するといわれているし､豊富なデルタの水資源にはいまだ手が付けられていない (TinHtutOo【

1996])｡また､本来､稲作に適した生態環境に恵まれたミャンマーの稲作は､

コメ輸出大国タイに劣らない国際競争力

を有する (衷 2-2-7)0豆類についてもドライ･ゾーンを中心に 300万 haの開

墾可能地が存在するといわれ､輸出需要が旺盛であること､生産コス トが低いこと､窒

素固定を通して土壌肥沃皮を高める効果を持つこと､稲の裏作として利用できること､

技術水準はいまだ初歩的であること､などの理由により､供給力が急速に向上する潜在

的可能性はきわめて高いといわれている(TlnSoeandTmHt

utOol1997])Oまた､豆類の場合､現在の技術水準でもDRCは1より

小さく国際競争力があるものと考えられるし､ゴマなど､コメや豆類以上に競争力が高い作目も多く栽培され

ている(



表 2-2-7 ミャンマー主要農産物の国際競争力

作目 国内資源費用(DRC)1)2)

ミャンマー タイ

雨季米 乾季米 スパン･プリ スリン

コメ

ケ-ス1
地代-残差

ケース2
地代-残差×05

ケース3
地代-LalldTax

BlackClam

GleenGram

Sesa111e(Rain)

Sesallle(Wh1tel-)

0.71 0.67

0.46 0.41 0.45 0.75

0.21 015

0.88
0.80
0.29

0.31

出所) ミャンマーについては､表2-212､表21213の資料および､MH､lStlyOfNaL1011alPla-川川gand
Ecol-Om1CDevelopment,SeleclelIMotZfhlyEcoJtOllUCIltdLCOf(vs,MlLrC/トApIL'12000,の輸出入統計より
筆者推計Jタイについては､lsvllanonda,Tmpr叩ha,Boonn-uslg a一一dFuk日日999]より(,

注 l) DRC推言1に当たっては､投入要素のうち､化学肥札 農辛､種子､ディーゼル油､農用級城を貿易財､
それ以外の要素を非貿易財とした√

農産物価格の1ShadowPrtee■は､国際価格 (輸出価格 :FOri)を用いたn為替レートは､自由貿易のもと
での為替レート(■shado"′Excl､angcR.1暮e')を用いるt､

注2) ､ShadowExchangeRate'は､wardandDere11日9L)l]に従い､以下の式によ-'て推計したU

OER
SER= SCF=

SCF

M+X

M(L-Tm)+X(I-Tx)

ここで､

SER.ShadowExchangeRate

OER,OfflcJalExehaFlgeRale

SCF,St.lndaldConverゝlOIIFaCIor

M,InlPOrtSX･ExportsTm,TaxRateonl叩OrtSTx,TtlXRateonExports

コメ以外の作物については､地代が残差に等しいケースについてのみ､推計したf)

このように､政府による合理的論拠に乏 しい介入こそが農業発展の障害 となっている

ものと考えられる｡ したがって､このような介入をILめ､より 一層の自由化を推進すれ

ば､同様の経済状況にある､カンボジア､ベ トナム､ラオスと比べて､農業発展はさほ

ど困難でないと予測 される｡

AFTA-CEPTSchemeの実施や wTOへの加盟を控え､アジア地域においてグローバ リゼ

ーションが進展することは必至であるoこのような国際環境の中で､ ミャンマー政府が

政治的により柔軟になり､市場の論理を踏 まえた農業政策を講ずることこそが､潜在的

発展の可能性 を秘めた ミャンマー農業発展の鍵であるといって間違いないであろう｡
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D.C:WorldBank,1991.

3.流通

(り 農産物価格の上昇と輸出

ミャンマーは､1988年以降計画経済から市場経済へと移行させてきている｡それによって農

家は自分で収穫した物を自由に生産し､加工し､輸送し､販売することができるようになった｡

農作物を原材料としたり､農産物の輸出を行ったりしている国営企業は､民間の業者と競争しな

がら農作物を調達しなければならない｡農作物の価格水準の上昇は､農家にとって良いインセン

ティブとなる.主な農作物の現時点での価格動向を表 2-3-1に示したo
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表 2-3-1 農家受け取 り価格 (Kyats/トン)

作物名 1995196 )996-97 19997-98 1998-99 199912000

コメ

小麦

トウモロコシ

黒豆

緑豆
大豆

ヒヨコマメ

キマメ

エンドウ

ラッカセイ

二1'-､,

ヒマワリ

バージニア ･タバコ

トウガラシ

タマネギ

ニンニク

ジャガイモ

コーヒー一

茶 (緑葉)

22909

45409

28700

60259

84969

58483

74605

78845

96666

I02646

111659

78057

109005

210049

22046

87572

3)844

181880

)29826

5

5

7

3

n7
～

つJ
4

5

つ
ん
2

′O
q
′
1

.-

4

0

00
0

つん
5

3

/0

q
′
7

0

0

1

1

5

つ｣
5

4

4

0

5

5

5

1

-

..-
1

1

1

.-

つん

-

2

･･-

出所) ミャンマー農業公社 (MÅs)

ミャンマーは大きく農業に依存 しているため､農業部門の市場経済移行への対応は､他の経済

部門よりも進んでいる｡政肘の自由貿易政策によって中臥 タイ､イン ド､バ ングラデシュとの

国境貿易が正常化 した｡それによって隣接諸国との農産物貿易への民間参入が増加 しているもの

の､コメおよびコメ製品の外国貿易は依然として政府が独占している0

豆類､コメ､ トウモロコシ､ゴマ､ゴムなどの農産物は輸出に重要な役割を果たしているが､

その最は年々変化 している｡そのため､輸出市場の維持 と輸出品の晶質を高めることが ミャンマ

ーにとって重要な課題となっている｡

表 2-3-2 商品グループ別輸出 (100万Kyats)

農業

漁業

林業

工業

鉱業

995-96 1996-97 1997-98

1981

887

1303

1042

259

その他 25 16

1998199 1999-2000

合音f 5044 5488

出所)国家計画.経済開発省 (NPED)
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商品グループ別輸出パターンの変化をみると､豆類が中心であるのに対し､コメの輸出は変動

していることがわかる｡

表 2-3-3 農産物の輸出 (1,000 トン)

1995-96 I996-97 1997-98 1998199 1999-2000

コメ 354.0 93.1 28.3 】20.4 59.7

トウモロコシ 62.0 102.5 50.0 】74.3 88,8

豆類 609.6 594.8 768.9 621.5 650.7

ゴマ 50.3 52.5 517 42.2 21.5

ゴム 24.8 25.8 22.0 29.7 24.4

出所)中央統計局､(2000年)､ ｢主要Jl間経済指標(2000年5月 6月)｣ヤンゴン､
表5pp-8-10

-方､ミャンマーは匡Ⅰ内でまったく生産していないか､需要を満たすほど生産していない農産

物を輸入しなければならないo主な輸入品Elとしては､パーム抽 (食用油)､小麦粉､スパイス

類などがあるoまた､肥料や農薬､農業機械､スペアパーツなども輸入されている.政府は農業

用化学薬品､農業機械､種子の輸入業者に免税措置を適用することによってこれらの物品の輸入

を奨励 している｡

(2) 穀物 (コメ)､豆頬､油糧種子の国内流通

ここでは､ミャンマーにおける穀物 (コメ)､豆類､油糧種子の国内流通について､FAO/DAP

ofMOAI[20001に基づき説明する｡

まず､上記農産物の全回的な "TradeFIow"について概観しておこう｡表 2-3-4は､各行政地

域ごとにおける､農産物の余剰､不足の実態を農業統計から推測したものである｡

これによると､コメについては､エヤワデイ､バゴー､ヤンゴン管区､モン州が余剰地域､マ

グウェ-､マンダレ一､サガイン管区の中部 ドライゾーンとシャン川が不足地域となっている｡

豆類については､中部 ドライゾーン､エヤワデイ､ハゴー管区､モン州が余剰地域で､ヤンゴ

ン市､マンダレ-市に出荷され､ここから海外に輸出もされている.

油程種子は､エヤワデイ､バゴー､ヤンゴン管区とモン川が主な不足地域であり､中部 ドライ

ゾーンが余剰地域となっている｡油糧種子は国全体として不足 しているため､不足分はパーム油

の輸入により賄っている｡

コメの "TradeFlow"については､図2-3-)に示したとおりで､下ミャンマーから直接または､

ヤンゴン市､バゴー管区､マンダレー市の大規模市場を経由して上ミャンマーへ運搬されている｡
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表 2-3-4 地域別 ･作物別の余剰､不足状況

地域 余剰/不足 作物

エヤワデイ管区

ハゴー管区

ヤンゴン管区

モン州

マンダレ-管区

マグウェ-管区

サガイン管区

シャン川

余剰 コメ､Blackgram､Greengralll､CoIVPea
不足 油糧種子

余剰 コメ､B)ackgram､GIeenglam

不足 油糧種子

余剰 コメ､Blackgram､GreeI1gram
不足 油糧種子

余剰 コメ､Greellgram
不足 油糧種子

余剰 油糧種子､Greengra恥 Pigeonpea､Colvpea
Soybeall､Chickpea

不足 コメ

余剰 油糧種子 ､Greengram､Cllickpea､Coll･

Pea､
不足 コメ

余剰 chickpea､Pigeonpea､Greellgram､

soybeall､油碩種子
不足 コメ

余剰 soybean､PegiollPea

不足 コメ､油糧種子､chickpea

出所)FAO/DAPofMOAll2000】.

図2-3-1 地域間コメ流通

-



豆類 (Greengram､Blackgram､Pigeonpea)については､上記の余剰地域から､ヤンゴン､マ

ンダレ-の市場へ運搬され､ヤンゴンからは海路､マングレーからは陸路で輸出もされている｡

油糧種子 (Groundnut､Sesame)は､上ミャンマーからヤンゴン､マンダレ-､Pyay(バゴー)､

'raunggyi(シャン)の市場へ出荷され､食用油の原料､伝統的なスナックあるいは輸出用 (現在､

政府独占)として販売される｡

以上のように､コメ､豆類､油糧種子の流通に当たっては､ヤンゴン､マングレーの市場が重

要な役割を果たしている｡そこで次に､ヤンゴン､マングレーの市場を中心とした流通経路､価

格決定の態様をみておこう｡

ヤンゴン市において､コメ､穀物､穀類など乾物の全国集散卸売市場の役割を果たしているの

は､Hlal-ngR暮VelとBaymtRoadの間に位置するBayintNaung市場であるO

この市場は､1990年に建設された.それ以前は､チャイナ ･タウンの Lallmadaw､Lathar地区

に多くの農産物卸売業者やブローカーの店舗あるいは倉庫が集中し､荷物の積み卸しなどのため

に交通の混雑や悪臭が問題になっていたoこのため､政府の指導により､現在の交通のアクセス

の良い地域に移転した｡ヤンゴンは全国への交通網の基点であり､道路､鉄道､水路によって全

国の主要生産地､消費地と結ばれている｡

1日 1000台の トラック､運搬車が出入りできる駐車スペース､船着き場､銀行､電信 ･電報

局などを備えた近代的な市場であり､ヤンゴン市によって管理されている｡

この市場の大規模卸売業者は､他の郡の多くの卸売業者や精米､製油業者と取引があり､取引

に必要なあらゆる情報 (全国主要生産地城の生産､価格､輸送費､包装等)を保有しているO

価格の決定は､コメについては､MyanmalRiceandPaddyWholesalel●SAssoclat10nの穀物取引所

(ヤンゴン港の近くにある)で多くの売り手 ･買い手のよる相対交渉によって決定される価格が

RefelenCePrice となっているようである｡豆類､油糧種子については､AssociationofYangon

DIY)SIOnTradersandIndusll･iallStSによって組織された穀物取引所 (BayintNaul､g市場にある)にお

ける相対交渉取引価格が RefeLenCePrlCeになっている.いずれの取引所も､日々決定された価格

は代表者によって記録され､業者はこれをコピーできる｡

マングレーは､ミャンマー第二の都市であり､上ミャンマーにおける程済 ･文化の中心地であ

り､ミャンマー中部における農産物涜通の中心であり､インド､中国との貿易の中継基地として

の役割も果たしているo 下ミャンマー､マンダレ-周辺とはハイウェー ･鉄道 ･水路により､イ

ンド､中国ともハイウエーで結ばれている｡

豆類､油糧種子の場合､マンダレ-の穀物取引所において多くの参加者によって日々決定され

る価格が逐次黒板に表示され､これがヤンゴン市場とならぶ全国のReferencePriceとなっているo

この取引所は 65年もの歴史があり､ブローカー､商人､製油業者などが設立した宗教的な親睦

団体が中心となって道営され､中央計画経消体制下においても独立した民間組織として存続して

いた｡
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マ ンダレ一にはこの他に､あらゆる種類の農産物の卸売､小売が行われる大市場である､

Kalng-tan市場､マンダレ-および各産地からの農産物の中継基地 (中国との国境貿易も含む)

となっているKyweSeKanが物流の基点として重要である.

流通の効率性を考える際に重要なポイントとなるのは､生産者､流通業者による市場情報への

Access】bililyである.FAO/MOAIの報告番によれば､農家の場合､価格情報については､近隣市

場 30%､マングレー市場 20%､ヤンゴン市場 25%の農家が､市場への入荷状況の情報について

は､マングレー市場 14%､ヤンゴン市場 16%の農家が情報を入手 しているとのことである｡一方､

地方の町区の卸売業者の場合は､60-80C=/Vの業者が､マングレー市場､ヤンゴン市場における価格､

入荷状況についての情報を入手 しているとのことである｡このように､農家による市場情報への

Accesslbllltyは良くないようであるが､流通業者の場合にはかなり良好であるといえる｡

以上のように､ヤンゴン､マンダレ-を中心とする全国的な農産物流通システムは､道路網､

エヤワデイ川を利用 した船舶による輸送網などが比較的整備され､市場 レベルでの価格決定の方

法も競争的であるが､農家への市場情報の伝達に問題があるようである｡しかし､表 2-3-5に示

された流通マージン率の低さによっても裏付けられるように､コメ､豆類､油糧種子の流通は総

じて効率的と評価 してよさそうである｡

表 2-3-5 米､豆類､油糧種子の産地価格 ･消費地市場価格と流通マージン

作物 集荷先 出荷先
産地購入価格 消費地放売価 流通純マージン

(kJviss) 格(kJviss) (%)

Rice Yangon

Sesame Sagain

Gleellgram Pyay

Gleengram Dago

Blackgram Kyonpyaw

Cowpea Dago

Soybean Sha一l

シャン 83.3 90.0 1.6

マングレー 179.62 185.)8 2.6

ヤンゴン 1075 120.0 8.8

ヤンゴン 916 95.0

ヤンゴン 11375 119.58

ヤンゴン 】05.0 日30

ヤンゴン 1000 日0.0

出所)表2-3-4に同じ｡

【引用文献】

FAO/DAPofMOAI,AgfICIL/lLLralMaTkelEngLILMyaflmaT,AllicultulalMalket川glnforma(looService,

TCP/MYA/8821,2000,
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第 3章 調査地域と調査村における農業と農村

1. 調査対象地城の選定と概要

(1) 調査対象地域の選定

ミャンマーの農村地域は実に多様性に富んでいる｡あえて分類するとすれば､1)下ミャンマー

のデルタ地域､2)ヒミャンマーの半乾燥地域､3)沿岸地域､4)丘陵 ･山間地域の4つの地域になる｡

この 4大地域内における農業 ･農村経損のあり方も､実はきわめて多様であり､調査対象地域の

選定は､大変に難しい｡

こうした状況の下､本調査では､I)のデルタ地域から1農村､2)の半乾燥地域から1農相を選定

して､詳細なフィールド調査を実施することとした.3)の沿岸地域は､漁業や果樹の生産地城と

して重要であり､また4)も､広大な面積を占め､主として少数民族が焼畑などで生計を立ててお

り､さらに高原野菜の産地としても重要であるが､最終的には､今回の調査対象からはずさざる

を得なかった｡

問題は､1)のデルタ地域､2)の半乾燥地域それぞれから､どんな農村を選定するかということで

あった｡結果的には､])からは雨季米の裏作に豆類を導入した農相､2)からは伝統的用水路港概シ

ステムの下にあり､雨季米と乾季米の二期作または雨季米の裏作としてゴマを生産している農村

を選定することとなった｡

1988年の農産物流通の自由化以降､輸出作物として急速な隆興をみた豆類の生産実態を知るこ

との重要性は論を待たない｡また 1990年代以降に同じく発展の著しい乾季米導入の実態を､代替

作物として､また食用油原料としてきわめて重要なゴマ栽培との競合という観点からみておくこ

とも､大変意義深いものと考えられる｡

以上が､調査対象地城の選定理由である｡
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(2) 調査対象地城 における農業 ･農村の概要

図3-日 に､調査対象村の位置を示す｡

(彰マンダレ-管区バティンジー郡

調査対象地城の港瀧については､後に詳述されるので簡単にふれるにとどめるが､1905

年の頭取口建設に始まり､)975年にアジア開発銀行の融資によるダム建設によって水量が

高位安定化したものである｡

上 ミャンマー ･半乾燥地域における用水路濯概農利として､上ミャンマーの中心都市で

あるマングレー市の南東に隣接するパテインジー郡 (patheillgylrrOWnShlp)を選定したo同

郡の年間降水量 (平年)は 832 ミリにすぎず､澄概なしには稲作は不lq能な生態条件にあ

る｡マンダレ-からは車で30分以内であるo

パテインジー郡における耕地面積合計は57,152エーカーで､うち水口28,360エーカー､

畑 (uplarld)22,353エーカー､菜園 (garden)),844エーカー､低湿地4,595エーカーである｡

最後の低瀞 也とは､Kai11gと呼ばれるもので､雨季は水没して耕作不可能で､乾季のみ耕作

できる土地をいう｡

)999-2000年度における同郡の純描種面積は 57,76lエーカーで､他方､延べ作付面積は

99,645エーカーであり､よって年間の土地利用率は 172.5%であったことになるo内訳は､

一毛作地が 20,473エーカー､二毛作地が 36,O93エーカー､三毛作地が 1,195エーカーであ

る (これより延べ作付面積を計算すると96,244エーカーとなり､上記数値と合わないが､

残り3,401エーカーは､｢間作｣作物の作イJ而積である).

なお人手資料から推計すると､パテインジー郡における主要作物の作付面積は次のとお

りo雨季米約 29,000エーカー､乾季米約 24,000エーカー､ゴマ ),450エーカー､緑豆 1,299

エーカー､キマメ (p)geonpea)743エーカー､ヒマワリ279エーカー､落花生254エーカ

ーなどである｡

(参エヤワデイ管区ダニュビュー郡

下ミャンマー ･デルタ地域における天水円農相として､首都ヤンゴンとエヤワデイ管区

の中心都市パテインのほぼ中間に位置するダニュビュー郡 (DanubyuTownshlP)を選定した｡

首都ヤンゴンからは､串で2-3時閑の位置にある｡

同郡の年間降水量 (平年)は 2,264ミリであり､11月から4月までの半年に明瞭な乾季

があるものの､雨季の稲作には十分に恵まれた条件といえる｡

ダニュビュー郡における耕地面積は 141,156エーカーで､うち水田 128,736エーカー､菜

園4,368エーカー､低湿地8,052エーカーとなっているO上ミャンマーと比較した場合､畑

(upland)が皆無である点が特徴的であるO
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図 3-1-1-a ミャンマーの降水量分布と調査対象村

(注)×

が調査対象村の位置を示す｡-77- MANDALAY (46m)
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1999-2000年度における純播種面積は 123,594エーカー､他方､延べ作付面積は 204,541

エーカーであり､したがって年間の土地利用率は 164,6%となるO内訳は､一毛作地が46,281

エーカー､二毛作地が 77,314エーか一､三毛作地が 2,481エーカー (これに ｢間作｣作物

の作付面積4,946エーカーが加わる)である.港概がほとんど施されていないにもかかわら

ず､土地利用率が高いのは､乾季に天水条件で栽培できる黒豆 (blackgram)など豆類が広

まったためである｡

200012001年度の雨季米の作付面積は､91,643エーカーで､うち牛耕面積が80,948エーカ

ー (88.3%)､耕転機による面積が 10,695エーカー (ll.7%)であった｡

(3) 調査村における農業 ･農村の概要

調査対象村の概要は､表3-日 に整理したとおりである｡以下､2つの村について､ごく簡単な

説明を加えておくO

(丑p郡TMD村

p郡TMD村は､1つの自然村であり､かつ 1つの行政村 (vHageTract)を構成する｡総

世帯数は46)戸であるが､うち農地の耕作権を有する農家は 159戸 (34.5%)を占めるにす

ぎない｡残りは農業労働者世帯を中心とする非農家である｡人口は1,875人で､1世帯当た

り平均人員は407人となる｡

相の総面積は2,283エーカーで､うち農地が2,207エーカーを占めるO単純計算すると､

農家 1戸当たり耕地面積は 13.9エーカーと巨大な数値になるが､｢入り作｣を考慮すると､

大幅に減少するのが実態のようであるo別の統計によると､耕作規模別農家割合は､5エー

カー未満が680/.､5-10エーカーが25%で大部分を占めるという｡

湛収率は 1000/.で､土地利用率は227%にも達するO約半分の農地は､雨季米と乾季米の

二期作であり､残りの半分が雨季米とゴマの二毛作で､さらに後者の半分以上の二ヒ地では､

雨季米とゴマの間につなぎ作 (lelaycropplng)としてヒヨコ豆 (chlCkpea)が入る三毛作と

なっている｡

村内に4年制の小学校が l校あり､7人 (男 2､女5)の教師が231人の生徒を指導して

いるO教師は全員､マングレー市など村外からの ｢通い｣である｡政府の診療所はなく､

やはり ｢通い｣の民間医が 1人いるのみである｡電気は約半世紀前から通じているという

が､村の 3つの精米所のうち2つまでがディーゼル ･エンジンで稼動している事実 1つを

とっても､各家庭への電気の普及は到底十分とは思えない｡飲料水など生活用水は井戸 (約

25メー トルの深さ)に依存している.また炊事用の燃料は薪であり､牛車 1台分 1,00OKyats

で購入する (平均的家庭で20日もつ)という｡

しかし､印象論ではあるが､D郡ThaByu村と比較すると､家のつくりからみて格段に｢豊
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か｣である｡後述のように農業生産力にもかなり大きな差があるが (後述の季節農業労働

者の大量流入がその反映である)､それよりもむしろ､マングレー近郊という立地条件に恵

まれているためと考えられるo世帯数にしてD郡ThaByu村の約3分の 1にすぎないのに､

耕友横が 4倍以上､自動車が 20倍､バイクが 6倍も存在するといった数字が､その ｢富｣

を如実に物語っているといってよいであろう｡

都市化の影響を示す 1つの好例が､農地価格の格差であるolエーか一当たり地価は､D

郡ThaByu村の約6万Kyatsに対して､P郡TMD村では約50万Kyatsにも達するというo

その差は､地代の差だけでは説明できない｡実際､p郡TMD村の村域西端では､マンダレ

-市拡張の伴う宅地化が進展しており､uhkJS､マングレー市に編入された村域もある.

村内の非農業就業機会も､木工 (約 30人が雇用されている)､雑貨店経営を中心として､

かなり豊富である｡木工については､マングレー市住民からの家具の注文がかなりあると

開いた (ただし､マングレー市への通勤兼業で生言tを立てている世帯はきわめて少ないよ

うに感じられた.マンダレ-市内での就業機会がまだ十分でないためと思われるoちなみ

に､マンダレ-市で､サイカーと呼ばれる人力車引き 3人に聞き取り調査を実施したとこ

ろ､ほぼ年中就業機会があり､かつ =]の手取りは300-400Kyatsという結果を得た｡TMD

村での農業賃金は 150-200Kyatsであるから､かなりの格差があることになる｡原因不明)o

② D郡TllaByu村

行政相であるD郡ThaByu相には､大小合計 ]4の自然村が存在するO総世帯数は 1,323

戸で､うち農地の耕作権を持つ農家は364戸 (27.5%)にすぎない｡残りは非農家世帯であ

り､労働者世帯が大部分を占める中で注E]すべきは､商人 (79世帯)､精米所祥営 (10世

帯)､政府職員 (16世帯)などに加えて､漁業で生計を立てている世帯が200戸もあるとい

う事実である｡舟 (非動力)と魚網を所有していれば､季節的に下流部に ｢出稼ぎ｣に行

かねばならないとしても､農業労働者世帯より高い生活水準が享受できるほどの所得を得

ることができるというのである (200世帯のうち､約 50世帯は舟と魚網を所有せず､持ち

主から借用して漁獲を折半する ｢分益小作｣である)｡一般化は危険であるが､デルタ地域

における内水面漁業は我々の想像以上に重要なのかもしれない｡なお村の人口総数は6,211

人､1世帯当たり平均人員は4.69人で､P郡TMD利より約 15%多くなっている｡

村の総面積は3,474エーカーで､うち農地は2,530エーカーを占める｡やはり単純計算す

ると､農家 1Ltr帯当たり耕地面積は7.0エーカーに達するが､これもやや原因不明の過大評

価のようである.別の統計によると､耕作規模別農家割合は､5エーカー未満が67%､5-

10エーカーが30%と大部分を占めるからであるo

小型のポンプ瀧瀧が多少あるのみで､天水条件での耕作が大半を占めるものと思われる｡

しかし土地利用率は2060/.に遠するO農地2,530エーカーのうち 1,978エーカー (78.2%)
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表 3-1-1調査対象村の概要

p郡TMD柑 D郡Thanytt村(vT)

集落数 l

l4世帯数 46l l

,323うち農家

159 364漁

家 o 約200そ
の他 302 559人口 1.875 6,211

罪女 924 2

,987951 3,224総面積 (acre) 2,283 3,47

4農地面積 2,207 2,530作付体系 MR-SR l,)67 MR-豆 1,978

MR-Chi-Se

600 果樹 198SR 80

MR 62港瀧率(%)

100 ポンプ港瀧多少作付集約度(%) 227

206規模別農家構成(%)-4.99 68.0

66.95.00-9.99 24.8 29.

66,2 2

.620.00- 1.0 0.9

午 468

()25水牛

豚 ? 58?

351鶏

家鴨 9 4,9

79? I,334耕転機 43 10

瀧概ポンプ 3 38

脱穀暇 6

5楠木所 3 (

0漁船 O
l50以上 (動力lO)自動車 20 1トレーラー ? lO

バ イク 25 4牛車

234 207TV ? ー05

学校 I(4年馴) 7(4年馴)

,I(】0年削)小学

校教師 7 36小学校

生徒 231 913医療

施設 民間医1 公営 1パゴダ 7 8飲料水 井戸



で雨季米と豆類 (blackgramが大部分)の二毛作が行われ､また 174エーカー (6,9%)では､

これにさらにジュートが加わる三毛作となっているからである｡ジュートは水掛かりのよ

い低湿地にしか作付けることができず､さらにポンプによる補助港概がしばしば必要とな

る｡

村内に4年制の小学校が7校と､10年制の小 .中一貫校が 1校存在するO政府の診療所

が 】つ存在する｡飲料水としては､井戸､雨水 (嚢に貯える)､ときに河川水さえ利用する

という｡炊事用の燃料は､上層では薪 (購入せず)､下層では初殻が使われる｡村に電気は

なく､】00 台以上あるテレビは､充電式の電池で見ている｡

村内には､雑貨店経営と精米所が多少目立つだけで､非農業就業磯会は相当に限られて

いるように見受けられたop郡TMD村に比べ､その貧しさ､あるいは少なくとも質素さは

歴然である｡

2. 調査対象世帯の選定と概要

(り 調査世帯の選定

調査は､村長を中心とする村の有力者に対する村の概況の聞き取りにつづいて､経営規模階層

別に農家のサンプリングを依頼し､両村とも2日間にわたりインテンシブな聞き取りを行った｡

その際､農家だけでなく､土地なしの農業労働者世帯についても､若干の聞き取りを実施した.

表 3-2-1に､調査対象世帯の経営規模別分布および経営農地面積を示す｡母集団の規模分布が不

明な状況の中で､サンプリングを依頼したので､結果的にはやや上層に偏った標本抽出になって

しまったことは否めない｡その点､結果の解釈 ･利用に際し､留意する必要があろう｡

p謝iTMD村からは､農家22戸､非農家6戸､D郡ThaByu村からは､農家25戸､非農家5戸

に対し､あらかじめ用意していった調査票 (英語)に基づき､ミャンマー国農業港概省の役人に

ビルマ語で質問し､記入してもらった｡我々調査団貝は､それを横でみていて､ときに突っ込ん

だ質問を行って､理解を深めるよう努めた｡

表 3-2-1 調査対象世帯の農地規模別分布

｢所有｣裁模 p却汀MD柑 D郡ThaByu行政柑wYc

村(エーかう 世帯数 シェア(%) 農地面積 シェア(%) 世帯数 シェア(%ー 農地面
積 シェア(%)0 6 21,4 0 0.0 5 16.7 0 0.00.01-4.99 8 28.6 3一.52

l7.3 9 30.0 29.59 lb.I)5.00-9.99 8 28.6 57.85 3),8 12 40.0 77.66 44.

35 )7.9 66,5ー 36.6 2 6.7 23.37

13.320.00- ) 3.6 26.00 l4.3 2 6.7 44

,60 25.5合計 28 一oo.0 )8



(2) 調査世帯の概要

調査世帯の農地所有と経営面積､世帯員数と労働力人口､世帯主およびその他世帯員の職業､

その他家計の主な収入源､農地の取得方法について一覧表にしたものが､p郡TMD村､D郡Tha

Byu村について､それぞれ表3-2-2､表 3-2-3である｡

それぞれについて､若干の説明を加える｡

p郡TMD村では､l世帯当たり平均人員数は4.75人 (男2,07､女2.68)であり､うち労働力人

口は3.71人 (男 1.68､女2.04)となっている｡したがって従属人口比率は21.9%にすぎないこと

になる｡世帯員数や労働力人口は､農地の経営規模とはほとんど無関係であるようにみえる｡

就業構造に注目すると､7エーカー以上の上層農家ではほぼ農業経営専業となっているのに対

し､それ以下の規模になると､世帯主は農業経営に専念する一方で､その他世帯員の中に農業雇

用労働や､商人､木工､大工などの非農業就業につく者が目立ち始める｡他方､土地なし世帯で

は､雑貨店経営の 1戸を除き､世帯主が農業雇用労働に従事しつつ､その他世帯員が非農業就業

で家計を補助するという形態がみられるようになるOまたその他家計の収入源に注目すると､養

鶏 ･乳牛飼育などの畜産､果樹 (ココナツ､パパイヤ､タマリンド､マンゴーなど)が目立つが､

D郡ThaBytI村に比べると､その重要性は相当落ちることがわかる｡

D君f;ThaByu利では､1世帯当たり平均人員数が5.13人 (男2.33､女2.80)で､うち労働力人

口は3.13人 (男 ).43､女 L70)であり､よって従属人口比率は39,0%となり､p郡TMD相より

かなり高い｡おそらくp郡TMD村が何らかの理由で ｢異常｣ではないかと推測されるo ThaByu

村でも世帯規模に階層差はみられない｡

就業構造をみると､ThaByu村では､TMD村よりも農業依存度が全体に高く､特に農家世帯で

は､8エーカーのD6､DH をやや例外として､ほぼ農業経営のみに依存する構造になっているこ

とがわかる｡一方､土地なし世帯では､農業雇用労働に野菜の小商いの組み合わせが主である (サ

ンプル数が′J､さいので､一般化は危険があることは論を待たない｡また漁家は意図的に調査対象

からはずした)0p都 TMD村に比較して､その他の家計収入源が豊富である｡豚､鶏､家鴨とい

った畜産､そして果樹 (マンゴー､バナナ､ココナツ､など)､野菜 (ヤムイモ､ニガウリなど)､

竹､燃料用樹木､キンマの葉 (beteHeaf)などである｡キンマの栽培はおそらく､かなりの収益

が上がっているものと推測される｡
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表 3-2-2 P郡 TMD村の調査世帯の農地所有､家族構成､就業構造等

世帯番号 農地所有 農地借入 農地経営 世帯員数 (労働力) l世帯主のl主な職業 世帯員のその他職業 その他収入源 農地取得方法

男 女 計P2 26.00 0 26.00 3(2) 2(2) 5(4) 筋小十杏仕jf在席柵 (-)莱莱も莱莱莱莱莱莱莱英菜莱莱莱莱莱莱も莱莱莱救助hL

'古曲 仕立て 鶴 解入､相続P24 1600 0 ー

6.00 3(1) 日日 4(2) 購入､相続p15 14

00 0 14.00 ーり1 2(i) 3(2) 鶴 相続P23 1298 012.98 3(3) 3(3)

6(6) 相続P8 1204 0 12.04 1(I) ーl= 2(2) 相続P5P9Pつ ll87777766444443224

953 00ll.498.53 2(I)一日ー 3(I)2(1) 5(2)3(2) 果樹鶏､果樹 相続相続1_PllP7 444304 000 7.447.437.04 lL=lしい一日1 4(4)2(I)3(2) 5(5)3(2)4(3) 野菜､果樹乳牛 相続相続相続､購入

P6Pl6P 0000 00 7.007.00 1(1)4(2) 02(0)つ lt=6(2) 牛乳集荷 ～ 果樹乳牛､鶏､果樹 相続購冬4Pl9Pt0 816095 000 6.$16.604.95 ーtい2(1)3(3) 2(_)2(2)4(4) 3(.))

4(3)7(7) 農実労働農業労働 衣類行商 果樹 相続､購入相続､購入?P14P1. 574

0 4.57 2(2) 3(3) 5(5)つ 牛商人 木工木工

■--I 相癌JP21 545 00 4.544.45 1(りlL= ーり14(り _(2)5(2) 鶏､木

相続相続Pl 24 0 4.24 4(4) 2(2) 6(6) 農業労働 相続P20P3 0399 00 3.032.

99 3(3)3(3) 7(7)2(1) 10(ー0)5(4) 農業労働大工 鶴 相続購入P22Pl7㍗ .750 00 2.750 2(I)3(2) 3(1)2(2)へつ 5

(2)5(4) 農業労働 豆栽培 乳牛果樹部!相続､購入18P25 00 00 00 4(4)2(2) J(_)7(5) 7(6)



表3-2-3 D部ThaByu行政村 WYC村調査世帯の農地所有､家族構成､就業構造等

世帯番-JY 農地所有 農地借入 農地経営 世帯月数 (労働力) 世主 王の競業 世帯員のその他職業 その他収入源 農地取得方法

男 女 汁D20 23.13 0 23.13 2(2) 5(4) 7(6) 堤思慧管zrC 莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱莱

莱莱､Jl働 鶏､家鴨 相続D17 2147 07 2ー47 ーり

1つ 3(l) 4(2) 木ー▲ナ〔ー 相続相続DIDD3 5124830 1_.002.50 17144880 2(_)2(

1) 5(3)4(1) 7(5)6(2) 家鴨､果樹鶏､野菜 ･℃?DI古 llS88766655554443I33

2107 0 ll07 0つ 2(2) 2(2) 木工 鶏､野菜;; ;; == 璽続D14D6 $300 02.00 8108.)

00 2(_)3(3) 2(1)2(I) 4(3)5(4) 農業労働 鵜､家鴨､野刀亡､果樹豚､鶏､果樹 購入相続Dll 00 2

.00 1076685555454333.)2100 2(I) 2(I) 4(2) 農業労働 鶏､果樹 #^

D4D21 1743 00 1743 2(I)2(I) 5(3)2(1) 7(4)4(2) 豚､鶏､野菜､果樹豚､鶏､野菜､

果樹 相続?D22Dl 4306 02.00 4306 2(2)2(l) lt=3(2

) 3(3)5(3) 小学校教諭 鶏､野菜､果樹豚､鶏､家鴨 相続相続D247 74つ 0 74 一日ー 3(3) 4(

4) 鶏､野菜､果樹{'B b E' 英 樹 相続相続D_D23 _722 00 2722 4(1)3(1) 5(J)盟 )

9(4)6(2)つ 雑貨店見習 稀､象鴨､野山､果野菜 ･7T相続D8D5 0338 00 0.)38 2(1)3(1) J(り2(I) 5(_)5(2) 豚､鶏､果樹豚､鶏､家鴨､果樹 購入

相続D12DI古D7 000070 I.5000 500070つ 3(2)5(2)1(i) I(I)1日ー3(3) 4(3)6(3)4(4) --■ ～ 木(家畜)､果樹豚､鶏灘 ′土鳩J 相続相続相続

相続Dl5D26D30 524600 000 5_4600 I(り3(2)2(り 3(.>)5(I)11日つ 4(4)8(3)3(2) 精米所農業労働 ■▼-

- ･-- 豚､鵜､象鴨､果樹豚､鶏､果樹豚､果樹{鴨 野菜 果樹 十1亡?相-G購入DlOD9 .43.10 00 4310 3(2)4(4) _(I)5(3) 5(3)9(7)

油搾工場大工 精米所p-商 助産婦 象 一対､ 一一､-鶏､家鴨､野菜､果樹豚 銀 { Et 野菜 相続D19D25D27 000 000 000J(2)5(2



3.人口

(1) 調査対象村の人口 ･家族計画 ･公衆衛生 ･社会構造

(》調査対象村の人口 ･家族計画

i 人口

国レベルでみてもミャンマーの人口統計があまり整合性がなく､多様な国土の実態をど

のように反映しているのかなかなか把糎できる現状にない｡現地調査においてできる限り

調査対象村の実態を明瞭に把揺するように努めたが､いくつか大きな疑問も残った｡

ミャンマーの場合 ｢村｣と呼ばれる区画が2つあり､行政村に当たるvlllageTractと自然

村がある｡行政村はいくつかの自然村が集まって形成されているのが普通である｡

今回の調査対象村であるマングレー管区マンダレ-近くのパッティンジー郡TMD村は行

政村が lつの自然村からなっている｡全世帯 461世帯のうち､土地を保有している農家は

】59世帯であり､残りの302世帯は土地なし世帯となっている0

もう1つの調査対象村はエヤワデイ管区のグニュービュー郡夕･ピュウ行政村で 14の自

然杓から構成されているO夕･ビュウ行政村で土地をもっている農家世帯は 1323世帯のう

ち､364世帯にすぎないo今回は 14の自然相のうちwYc村を選定した.

人口の面では世帯構造､出生数､子供の生存数､学歴､男子選好､相続等について質問票

調査を行った｡集計結果は別紙｡

ii家族計画

この質問票を利用した調査に加え､ミャンマーにおいてバースペーシング (出生間隔を開

ける)など人口プログラムを担当しているミャンマー母子保健協会の普及員などへのイン

タビューをTMD村とwYc村の両方で行った｡同じミャンマー母子保健協会でありながら

人口プログラムに対する対応が大きく異なっていることは興味深かったO

今回の調査で非常に驚いたことは農村の人口問題への対応がきわめて明確で､家族計画

の意味や結果を説明する必要性もなく戸惑うほどであった｡それは欲しい子供数までは避

妊しないで子供を作り､希望子供数を充足したら多くの場合､不妊手術かホルモン注射を

行い出生抑制するというパターンが-一般的であった｡農家家計調査と同じインフォーマン

トであるため､インフォーマントが男性に偏り､人口の調査としては不適切なサンプルで

あるがそれでも明確な結果が出た｡

現在60歳を超える世代のほとんどが家族計画を知らないと答え､かつ実施したことがな

いと答えている｡しかし､60歳未満では男性であっても家族計画を知らないために避妊の

手段を知らないという人は 2名のみであった｡これは､調査を実施した村が比較的大都市

に近いことが影響していると考えられるがラオスやカンボジアともっとも異なる点である｡
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表 3-3-1 調査対象村の人口の概要

p郡 TMD村 D郡 ThaByu行政村 warYonechaung村

人口 男子 924人 人口 男子 32
1人女子 95】人 女子

335人合計 1875人 合計 656

人世帯 世土地保有農家 159世帯

土地保有農家 25世帯土地なし世帯 302世帯 土地なし世帯 105世帯内訳土地なし世帯 4-般労働者 87公務員 1商業

10精米業 2充電業 l全世帯 4
61世帯 全世帯 130世帯平均世帯規模 4.067人 平均世帯規模 5.046人

年齢別人口比 比率 年齢別人口比 比率0-14歳 797人 42.
51% 0-14歳 182人 27.74%15-60歳 828人 44
.16% ー5-60歳 410人 62.50%60歳以上 2

50人 13.33% 60歳以上 64人 9.76%1998年 出生率 14‰死亡率 6.2‰自然増加率 7.8‰1999年 出生率 15‰死亡率 7.7‰自然増加率 7.7‰000
年 出生率 16.8‰死亡率 9.2‰

自

然増加率 7.7‰出所)聞き取り調査より筆者作成Oミャンマーでは明確な形で

はないものの一種の人口増加策がとられているoそのため ミャンマー政府としては母体

の健康の問題から出生間隔をあけることは進めていても家族計画そのものは推進 していな

い｡原則 4人子供が生まれたあとであるならば､政市の補助で不妊手術やホルモン注射の実施､ピルなどの人手が安価に



母子協会はヤンゴンで集中的に指導員の訓練を行っているというが､TMD村とwYc利

ではその対応には明らかな差異があったoマングレー管区のTMD利では母子協会の普及員

自体に人口抑制という発想がなかったO聞き取り調査によると活動のEl的は貧困の緩和で

あり､貧困のため′ト学校に行けない子供や家庭の援助が活動の中心となっている｡そのた

め､家族計画そのものに関してはほとんど関心がなかった｡これに比べてエヤワデイ管区

wYc相の母子協会普及員の主な活動は利の女性に対する家族計画の普及.啓発活動であり､

家族計画の必要性に対する認識も非常に高かった｡この差異がどのようにして生み出され

ているのかはわからなかった｡

理由は不明だが､TMD村の人口ピラミッドはかなりいびつな形であるといえる015歳か

ら50歳の総数のみわかってお･りその内訳の人口構成が不明だが､本来存在しているはずの

15歳から50歳の人Ljが極端に少なくなっているo同時にこの 15歳から50歳人Ljに比べて

年少人口と高齢人口が非常に多くなっている｡

図3-311TMD村の人口ピラミッド

出所)聞き取り調査より筆者作成｡

図3-3-2WYC村の人口ピラミッド
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wYc村の人口データはかなり詳細なものを入手することができたので人口増加率などを

計算 してみると出生から死亡を引いた自然増加率は 0.77%程度である｡人口ピラミッドの

形からいえばwYc村は人口転換のプロセスの中で低出生･低死亡の段階に達 しているので

はないかと想像できる｡

世帯規模の平均でみてTMD村が4.07人であり､wYc村が5.05人と明確な差があるがそ

れはTMD村で世帯形成 し､欠損のない世帯を維持する 15歳-50歳人口が極端に少ないこ

とが影響していると考えられる｡

実際､50歳未満の有配偶者で見てTMD村の平均出生数は3.35人､wYc村の平均出生数

は 3.44人と大きな差があるわけではない｡したがって､欠損のない世帯をもっとも形成し

やすい年齢層の比率の違いがこの世帯の規模を決めているといえる｡TMD村がどのような

理由でこのような人口構造になっているのか不明だが､土地なし層の農業労働者がかなり

の規模で人口移動をし､子供たちを親元に預けている可能性もある｡今回の調査ではこの

理由を知ることはできない｡

したがって､従属人口比率も大きな影響を受ける｡これは高齢従属人口と年少従属人口

の合計を15歳から60歳の経済活動年齢人口で割って求めるものであるが､TMD相の従属

人口指数は 1()2%､WYC村の従属人口指数は60%と2倍以上の開きがある｡

家族計画の利用について開いてみると､農地を保持し十分な所得のある階層は2人でも3

人でも自分の希望する子供数を充足したら､マングレーやグニュービュー､ヤンゴンの病

院へ行き､医師と相談のうえ不妊手術や､ホルモン注射などの家族計画を積極的に行って

いる｡

全体で 23世帯が家族計画を希望しているもしくは実施している｡残 りの 34世帯のうち

3世帯は独身､妻の閉経のため必要なくなったが 22世帯､まだ希望子供数を充足していな

いが9世帯となっているOいうまでもなくこの34世帯に関しては家族計画が必要ではない｡

表 3-3-2 家族計画の実施状況

希望の有無 世帯 内訳

世帯閉経のため不要

22希望子供数を充足してない り

独身 3家族計画を希望 .実施 23 不

妊手術 12

ホルモン注射
9ピ

ル 2利用できない 3



今回の調査では 3例しかないが､家族計画を希望していても4人までは政帝の補助が出

ないために､家族計画を実施できない世帯があり､そのすべてが生活の苦しさを訴えてい

る土地なし世帯である｡

このわずかな事例を一般化することはできないが､4人以上の子供ができなければ家族計

画､特に不妊手術に対する補助が得られない現状では､結果として村の中で貧困にあえぐ

世帯が家族計画の恩恵を受けることができないという矛盾した状況を作 り出してしまって

いる｡村の中での経済･社会的地位の違いが結果として家族計画に対するアクセスの格差を

作り出してしまっているといえるかもしれない｡

また､母子保健協会の対応の格差を反映してWYC村では母子保健協会の説明会で避妊法

を選択した世帯が2世帯あった｡

(2) 公衆衛生

公衆衛生の中で問題になるトイレと飲料水に関する聞き取りを行い､飲料水源とそれを沸かし

て飲む習慣があるかどうか､またトイレに関しては自分の家の中にトイレがあるかどうか､肥料

として使うかどうかを質問した｡

(∋飲料水

TMD 村では飲料水に関しては全員が村の中心にあるお寺(パゴダ)の水を使っていた｡そ

の他の生活用水は別として飲み水としてはパゴダの水がおいしいというのがもっとも多い

理由であった.お茶や湯冷ましのように-一度沸かして飲むかどうかという設問に関しては3

名ほどが通常沸かして飲むと答えたものの､あとは生水のまま飲料に使っていた｡

TMD村では利落内の住居はある程度密集している.ほぼ各住居の敷地内にトイレがある

ことを考えると､トイレと敷地内の手押しポンプのとの距離がある程度近いと考えられる｡

一般にパゴダは相の便利の良い場所にあり､なおかつある程度の敷地を持っており､必然的

に浸透式の トイレから一定以上の距離があることになる｡この点から考えるとの村民がパ

ゴダの井戸を飲料に使うというのは衛生管理の面からも理にかなっているといえる｡

これに対し､D郡のWYC村では雨水と池の水が 】世帯､雨水と川の水が l世帯､残りの

27世帯は雨水と手押しポンプを使用していた｡TMD村と違うのは圧倒的に雨水の利用が多

いことである｡これはTMD村が半乾燥地帯に位置し年間降水量が】ooormn以下で絶対的な

降水量が少ないのに対し､wYc村は2000mm以上と十分な降水量があることが大きく影響

していると考えられる｡一般に雨が少ない地域では､降雨の際に空気中の攻を取り込んで

しまうため雨水は飲料に適さないといわれるowYc利でも乾季が終わり雨季が始まっても

しばらくは雨水に攻が多いため飲料にしないという｡衛生管理の面でも雨水そのものは衛

生的であり､管理法に問題がなければ飲料水に適しているといえる｡
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乾季には手押しポンプの水を使う世帯が圧倒的多数で､あとは池の水とエヤワデイ川の

水を飲料にすると答えていた｡この2名にどうしてポンプの水を使わないのかを聞いてみ

たところ､ポンプで汲み上げた水はおいしくないと答えた｡雨季には全員が雨水を飲料に

使っているので､季節で利用する水源が違うといえる｡

wYc村でもTMD村と同様にお茶や湯冷ましのように一度沸かして飲むかどうかという

設問を行ったところ､17名が通常沸かして飲むと答え､12名が沸かさないと答えている｡

wYc村では高齢者ほど沸かして飲むと答えた割合が多く､TMD村では年齢に関係なく生水

を飲料に使っていた｡この理由も不明だが明らかな両村の違いである｡

(参 トイレ

TMD村でもwYc村でも､ほとんどの世帯が地下浸透式の トイレを利用していた｡調査

票の結果として土地なし農民層にはトイレを持っていないものが 3名いたが､その他のす

べての村民が自宅敷地内にトイレを保有している｡これは地面に穴を掘ってその上に便器

を設置し数年かかかってその穴がいっぱいになったら上から土をかぶせ､新しいトイレ用

に新 しい穴を掘るという方式 (浸透式)である｡調査票の集計の中にサイフオン式という

ものがあるが､これは比較的裕福な世帯で直接穴にためるのではなく水洗で穴に流しこむ

方式である｡しかし､結果としては浸透式の一一種といえる｡

この排便を肥料に便うかという質問に関しては 2名が肥料に使うと答えているが､これ

は肥料としての積極的な効果を狙ったものというよりは､ トイレがいっぱいになってしま

った後､次から次に場所を代える土地がないので数年たって土のようになった糞便を再び

掘 り起こしトイレとして再利用する目的のようであった｡人口密度が低い間はこの方式で

もある程度の効果が期待できるが､人口密度が高くなり､飲料に使用している井戸との距

離が十分に取れなくなってくると､さまざまな問題が生じてくることが予測される｡

(3) 社会構造 (男子選好･教育 ･相続)

社会構造の基本となる家族形態はほとんどが夫婦と子からなる核家族であるが､例外的に夫婦

どちらかの両親のうちの 】人を引き取って3世代家族を形成しているものもいる｡

結婚直後にどこに住んでいたかの質問についてはTMD村とwYc村とも同じような傾向であっ

た｡TMD村では28の回答のうち､男性の両親と同居およびその隣接した場所と答えたものが 15

名で､女性の両親と同居､およびその隣接した場所と答えたものが 9名､まったく別の場所と答

えたものが4名である｡これに対しwYc村では25名の回答のうち､男性の両親と同居およびそ

の隣接した場所と答えたものが 14名で､女性の両親と同居､およびその隣接した場所と答えたも

のが4名､まったく別の場所と答えたものが7名である｡

最初はどちらかの両親と同居し､それから別の場所に居を構えるというのが一般的であると思
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われる｡

(∋男子選好

次に､男子選好に関しても明確な形での男子選好はないと考えられる｡匝l答としてはど

ちらかといえば男子が欲しいと答えるもの､どうしても男子と主張したのはTMDの1名の

みで､あとは労働力として農作業を手伝ってくれる､男子の場合学校教育のために遠くに出

しても心配しなくていよいという理由がほとんどであった｡1名しか教育を受けられない場

合､男子と女子のどちらを選ぶかという闘いに関しても､高等学校以 Lなら男子､小学校な

ら女子という拘答がほとんどである.その理由は小学校教育しか受けられないのなら男子

は農作業で食べていくことができるから女子を進学させたい｡しかし､高等学校以上になる

と都市にしか学校がないので､親元を離れても安全な男子が望ましいという合理的な理由

であった｡

しご1.紋章lLl

この教育に関しては､2つの村で明らかな差異がある｡TMDでは大学まで行ってもしか

たがない｡公務員になっても豊かに暮らせるわけではないので､大学まで行っても意味がな

いという回答が26件の回答中 11件もあった｡

それに対してWYC村では事情がまったく異なっている｡回答のあった27世帯の中で大

学まで出す必要がないというのは 1件のみで､あとの 26世帯は大学まで進学して欲しい､

特に大学まで進学して医師､軍人､公務員になって欲しいという意見が大半を占めていた｡

特に土地なし農民層では分けてやる別産もないので数奇だけが財産分与だという意見もあ

ったoこれが両村の農家所得の違いによって生じたのか､行政の中心であるヤンゴンとの

距離が影響しているかよくわからないが明確な差である｡

(参相続

相続の形態に関しては両村ともほぼ均分相続といってよいと思う｡ただ分ける土地が少

ない農民の場合､農業を継承する男子に多く､嫁ぐ女子に少なく分けるという回答も両村

を通じて見られたが､合理的な選択として理解できる｡また､土地が小さく分割すると生活

できない場合､売却して分割するという回答もあった｡

また､土地なし農民について､"いつから土地なし農民なのが'を開いたところそのほと

んどが両親も土地なし農民であったと答えた｡両親が土地を保有していたのはTMD村の l

例だけで､この事例に関しては "農家をやりたくなかったので財産分与で牛車をもらったが

その牛が死んでしまい､牛車は売却した｡その結果､土地なし農民になっだ'ケースである｡

wyc村の土地なし農民は今回の調査に限っていえば､すべてが自分の両親も土地なし農民
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であり､秦の両親も土地なし農民であった｡あまりにも少ないサンプルのためはっきりした

ことはいえないが､ある程度､土地保有の有無で社会階層の分化が進んでいるという印象

を受けた｡

4.調査対象農村世帯の社会経済実態

(1) 農業作付体系 と生産性

表 3-4-1は､2つの調査村における調査対象農家の作付体系別経営面積の分布を示したものであ

る｡

p郡TMD村では､雨季米-ヒヨコマメ (chickpea)-ゴマが最大で73%を占め､雨季米一乾季

米の 22%を大きく引き離しているが､これは､TMD村全体の平均像とはかなりかけ離れている

可能性がある｡既述のように､村全体では､雨季米一乾季米の稲二期作が全体の約半分の面積を

占めているからであるO村の有力者からの聞き取 りによると､調査対象農家に湛慨用水路の末端

部に農地を持っている農家が多く含まれているためだとしているが､真相は十分にわからない｡

この点は､あとで再度取 り上げて議論したい｡

なお p郡TMD村では､雨季米-ゴマが伝統的作付体系であり､その間にヒヨコマメが入った

のは比較的新しい｡農家によっては 1988年以前からという例もかなりある一方で､導入年が 1988

年の農家が l例､1990年が3例､1991年が 1例､1993年が 1例､1995年が2例､1996年が 1例､

1997年が 1例であった｡また乾季米についても､雨季米 (-ヒヨコマメ)-ゴマの作付に代わっ

て雨季米-乾季米の作付に転換したのは､1997年3例､2(X氾年 l例という構成であった｡こうし

た作付体系の転換は､政府の奨励によったと答えた農家と､自主的に導入したと答えた農家の両

方が存在した｡前者であれば､いわゆる ｢計画栽培 (作付強制)｣ということになるが､おそらく

は両方の側面が並存しつつ､進展してきたのではないかと考えられる0

他方､D郡ThaByu利では､村全体の傾向と同様､雨季米一黒豆 (blackgram)が88%と圧倒的

シェアを占める｡また黒豆のかわりにカウピー (cowpea)の栽培が6%を占めていた｡ジュート

は､既述のように､水掛かりのよい低湿地でしか栽培できない｡ポンプによる補助港概も必要で

ある｡

D郡TllaByu村では､雨季米一黒豆という作付は､相当に古くから行われてきたようであるが､

おそらく黒豆の栽培面積が急速に増加したのは､1990年代に入ってからであると考えられる｡ま

た注目されるのが､雨季米の品種の変遷である｡聞き取り結果を総合すると､Manawthukhaと呼

ばれる高収量品種が 1995年頃から導入され始め､1998年くらいまでには仝農家に広がったよう

である｡Manawthukhaの導入により､単収は60-65バスケットから70-80バスケットへ顕著に

上昇したことが判明している｡

以上の作付体系分布を規模階層別にみたものが､p郡TMD村について表 3-4-2､D郡ThaByu
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村について表 3-4-3である｡前者では､ヒヨコマメが加わる集約的農業が階層に関係なく導入され

ていることがわかるのに対 し､後者では､ジュー トが加わる集約的農業が小規模農家を中心にし

ていることがわかるo水掛かりの良さという技術的条件に加え､社会経済的な安国が一定の影響

を及ぼしているものと推測される｡

これらの表には､各作物につき lエーカー当たり単収も掲載されているO単純平均すると､雨

季米ではp郡で 81.0バスケット (1バスケット-20.9kg)､D郡で71.6バスケット､乾季米ではp

郡で96.4バスケットとなっており､p郡の稲作生産力､特に乾季米のそれの高さが注目に値するO

ちなみに lha当たりトンに換算すると､p郡で雨季米 418トン､乾季米 4.98トン､D郡で雨季米

3,70トンとなり､ミャンマー全国平均 (雨季米 2.79トン､乾季米 3.39トン)を大幅に上回ってい

ることが明らかである｡

なおコメ以外の作物の 1エーカー当たり平均収量については､p郡ではヒヨコマメ3.51バスケ

ット､ゴマ4.4バスケットであったが､調査対象年には､ヒヨコマメに病虫害が出て被害を受け､

またゴマは湛水害を受けて､両者とも平年作を大幅に下回った点に留意する必要がある｡平年作

は､ヒヨコマメが約 7バスケット､ゴマが約 8バスケットということであるO農家への聞き取 り

によれば､一般にゴマは､乾季米に比較 して､収益性は高いがリスクも大きいという特徴がある

という｡

一方のD郡の平均収量は､黒豆7.21バスケット､カウピー9.54バスケットであり､ほほ平年作

であった｡

表 3-4-1 調査対象農家の農業作付体系

作付体系 面積 (エーか-) シェア(%) 面積 (エーカー)l シュア(

%)P郡TMD村 ー8一.8

loo雨季米-ヒヨコマメ-ゴマ ー3

3.5 73.4雨季米 乾季米 39,6 21.8

雨季米 4.4 2.4

雨季米-ゴマ 2.8 l.5雨季

米 ヒヨコマメ-乾季米 1.5 0.8D郡ThaByu行政村wYc村 相9.7

100雨季米 黒豆 167

.4 88.2雨季米 カウヒ〇一
日.7 6.2シ○ユートー雨季米 黒豆 5.

0 2.6乾季米 2,5 1

.3タバコ 2.0 I.1シ○ユート 黒豆



表 3-4-2 P郡 TMD村調査世帯の農地利用と作物収量

世帯番号 経営面積 作付体系(1) 作付体系(2) 収量 (Bsk/ac
re)雨季米 ヒヨコ豆

ゴマ 乾季米p2 26.00 mR-Chp-Se mR-Chp-Se(5.00) 90 2.3 9.6 90P24 16.00 mR-s

R(ll.00) 80 2.2 0Pl5 14

.00 mR-Chp-Se 7&.5 1 7P23Pg 12.9812.04 mR-Chp-SemR-sR(8,00) mR(4.00

)mR-sR(3.00) 7575 0.7 5.5 100P5P9Pt2 lt.498.537.44 mR-Cup-Se一一一R-sRm

R-Chp-Se 657070 I.84.2 4.0

2.3 100PH 7.43 mR-Chp-Se 70

1.2 7.0 90P7 7.04 mR-Chp-Se(4.00) 一oo 0 41P6Pl6 7.007.00 mR-Chp-SemR-Chp-Se(5.50) mR
-Chp-sR(1.50) 9390 75 07.3 100P4 6.81 mR-Chp-Se 80 5 0

rllqPlo 6.604.95 mR-ChP-SemR-sR(4.53) mR(0.42) 84.580 0.9 i,5

100P14P13P21 4.574.544.45 mR-Chp-SemR-sRmR-Ch

p-Se 809087 37 I4 95P

t 4.24 mR-Chp-Se 90 0 1.7P20 3.03 mR-Chp-Se 8

0 7 7P3 2.99 mR-Cllp-Se



表 3-4-3 D郡ThaByu行政村WYC村調査世帯の農地利用と作物収量

世帯番号 経営面積 作付体系(1) 作付体系(2) 作付体系(3) 収量 (Bsk/a
cre)雨季栄 黒豆 カウピー 乾季稲

ジュート タバコD20D17Dl3D3Dl8 23.1321.47l7.48ー4.80ll.07 nlR-BGmR-BGmR-BGmR-BG(6.30)mR-BG mR-CP(6.00) sR(2.50)Tabac｡o 8770806550 8710105 15 6023 400

viss500viss600vissD14D6DⅠ1D4D2lD22D1 8.838.008.007.176.436.436.06 mR-t3GmR-BG(7.00)lmR-BGmR-BG∩IR-BGmR-BGmR-BG(4.06) ntR-CP(1.00)mR-CP(2.74)mR-ほG()L50) 60659762707080 62

.68.53.6858 48ー46,7D24D2D23D8D5D】2 5.745.275.225.034.384.00 mR-BG(3.00)∩IR-BGmR-BGmR-BGmR-BGJ-ntR-BG(2.50) (2.00)∫-mR-BG

7l8】77807060 4.3981084Dl6D7D15D26 4.003.703.523A46 mR-BG(3.50)mR-BGmR-BGmR-BG(2.46)

mR-CP(0.50) 70768465 ー0104.58D30 3.00 3-l

T-R-BG().50) ().00)mR-CP 55 4.7 4]3vissD10D9D19D25D27D28D29 2.431.ー000000 mR-BGmR

-BG-sR (i.50) 806LI 10

8出所)2000年 8月調査に基づき､筆者作成｡(2) 役畜､農業機械､その他耐久消費財の

保有状況表 3-4-4と表 3-4-5は､p郡およ

びD郡の両調査相の調査世帯による役畜､農業機械､耐久消費財の保有状況を示したものであ

る｡① p郡の特徴p郡をD郡と比較すると明らかであるが､排転機､脱穀機の普及はより進ん



1990年代半ば以降であり､かなり新しい現象である.12馬力が主流であるが､近年導入さ

れたものは､15馬力や 18馬力など大型化の傾向がみられる｡30-40万Kyatsという高額の

ものである｡

牛車は､2世帯を除いて､仝農家が保有している｡輸送手段としての重要性を示すもので

ある (ちなみに価格は2.5-5万Kyatsで､決して安いものではない).しかし成役牛になる

と､保有していない農家が目立つようになる｡成役牛の欄に､〔 〕内に記した数値に注目

されたい｡これは､常時保有でなく季節保有を意味しているO成役牛の保有農家 16戸のう

ち､実に 9戸は､季節的にしか保有していないことが明らかであろう｡これは､マングレ

ー市をはさんで､エヤワデイJHの対岸に､Kaingと呼ばれる低湿地が広がる地域があり､そ

の地域との農作業の季節的なズレを利用して､成役牛を実質的に ｢交換｣する合理的なシ

ステムができあがっていることを示すものである｡KaHlgは､雨季には水没して乾季のみ作

付が可能な土地であり､p郡TMD村一帯とは､役牛の必要な時期がうまくズレているので

ある｡ただし同じ農家同士で本当に交換しているのではなく､その都度､気に入った役牛

を調達するという仕組みになっている｡両地域にはそれぞれ､役牛の売買を仲介するブロ

ーカーがおり､役牛 l対につき1,000Kyatsの手数料を取っている｡ちなみにl対の役牛は､

8-12万Kyatsもする高価なものであり､季節保有は､餌代や管理費の節約に貢献するとこ

ろ大である.p郡TMD村での ｢買い｣は3月､｢売り｣は9月であり､1人のブローカーが

1シーズンに仲介する役牛は､約20対であるという｡

耐久消費財については､同じく 8エーカー以上くらいの上層農で､きわめて高価な自動

車やバイクの保有が､1990年代半ば以降に進んでいることもわかる｡これに対して自転辛

は､かなりf層まで保有が進んでいる.価格は､1台2-2.5万Kyats程度である｡テレビ (9

-10万Kyats)､ラジカセ (2-2.5万Kyats)の普及も注目される｡
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表 3-11 P郡 1WD村調査世帯の資産保有状況

出



表 3一ト5 D郡ThaByu行政村 WYC村調査世帯の資産保有状況

世帯番号 ト経営面積T野蚕確聞 室午 順 勅封 バイク遁 転剰 ポー トlTV｣ブシ㍑七l時計 lヘやラド l椅子 l:ト7○ル
/帆D20 2

3.13D17
21.47D13 17.48

D3 14.80Dl8 ll8887666555544433

3.32
107

Dl4 83
D6 0

0Dll 00D4 17

D2lD22 434
3Dl

06D24 74
D2 27
D23 2

2DSD5 0二)
38Dl2

00Dl6 00

D7 70
Dl5

52D26 46
D30

00Dl

O 43D9 lOD19 0D25 0D27 0D28 0D29 0

53万(99)14万(99) 2万(88) 2J 46 I12I1 i 1 2 22

2146万(98) 1万(92) 2IIi1I2 62

44 4S万(99) i 1ラ.

/オlII 1 2 I55万(oo)38万(98) 8.4万(oo) - I 3 2 11I331 I I5.5万(99)1.4万(98)12万(96) 246

◆■◆- - 1I1iII 1 i1 l 23 21.I- 9万(93) --.- I1 42 ■-◆.～ -- 1 15㌢*11

22 3 1I2 I2IIII1 22222 I2I1I I I2 I 25 2224.8万(97
) 1 I 2

2 1I1 1I111
不

詳1iIl1 2



② D郡ThaByu村の特徴

D郡ThaByu村で耕寂機の保有は､つい最近始まったばかりである.基本的には 15エー

カー以上の非常に大きい農家にしか入っていない｡P郡と同様､12-18.電力のものである.

瀧瀧ポンプは､その必要度が高いため､p郡よりも普及が進んでいる｡5-6馬力のものが

主流である｡

p郡に比較して､成役牛の普及も進んでいることがわかる07エーカー以上の上層農では､

2対や3対の保有も目立つ｡おそらくデルタ地帯の重粘土質土壌を耕すためには､この程度

の役牛が必要なのであろう｡p郡と異なり､｢交換｣する地域が近くにないため､常時保有

の形態をとっており､それだけコスト高になっているものと考えられる｡

自動車の保有は1戸のみ､バイクは皆無であった｡テレビも30戸のうち8戸 (27%)が

保有しているのみで､P郡TMD村の普及率43%をはるかに下回っている｡これに対し､ラ

ジカセの普及率は半分近く､TMD村との差はない｡ベッドの保有率は､TMD村に比較して

歴然と低いが､これは貧しさゆえというよりも､気候条件等の違いによるニーズの差とみ

たほうがよいと思われる｡

また耐久消費財の階層別分布をみて気がつく点は､土地なし世帯における両地域の差で

あるOつまりp郡TMD村では､自転車､時計､(ベッド､)椅子､テーブル ･机といった家

財道具の普及が比較的進んでいるのに対し､D郡ThaByu村ではほとんど進んでいないとい

う事実である｡P郡TMD相の土地なし世帯は､相対的に豊かであるといってもよいのでは

なかろうか｡

(3) 農産物生産費 ･収益の推計 と経済分析

調査世帯農家については､可能な限り､農産物の生産費調査を実施した｡

その結果を集計し､総括したものが､表3-4-6(雨季米)､表3-4-7(乾季米)､表 3-4-8(コメ以

外の作物)である｡

煩雑になるので詳しくは述べないが､いくつか最低限のことを述べておこう｡

第 1に､資本コス ト､つまり役牛や耕寂機による耕転 ･整地作業､ポンプによる港概､その他

農業機械については､自己所有の資本財を使用し､本来､その運転費､維持 ･管理費､減価償却

費､資本利子を推計して計上しなければならない場合においても､その作業は膨大で誤差も大き

くなる可能性が高いので､理論的にはこれらすべての費用を含むことになるそれぞれの資本財の

レンタル料で代替し､推計 ･計上した｡

第2に､家族労働費は､その作業ないし時期に相当する雇用労賃で評価して､横会費用として

費用に組み入れている｡ただし作業時間が正確につかめなかったり､同作業の雇用労賃が得られ

なかったりといったケースが少なからずあり､そうした節には､かなり大胆な仮定をおいて処理

している｡
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第3に､借地は､ごく一部を除いて存在しなかったので､(自作地)地代は費用に含めず､した

がって ｢経営余剰｣に含まれるという処理にした｡

第 4に､経常費の資本利子については､農業開発銀行融資にかかる利子を含め､のちに述べる

理由から､費用として計上しなかった｡

第 5に､農産物の販売単価は､基本的に販売量シェアで加重平均した単価の平均で計算した｡

ただし自家消費､種子､そしてまだ販売しておらず在庫として保有している分については､もっ

ともシェアの大きい販売 (政府供出が最大シェアの場合には､それを除く)単価によって評価し

た｡なお政府供出を除き､調査時点でまったく市場販売していなかった農家については､対象外

とし､収益計算からはずした｡

第6に､P郡TMD村のヒヨコマメ､ゴマについては､既述のように特に不作であったので､平

年収量を得た農家だけで平均値をとった｡

第7に､収支など明らかに ｢異常値｣であるものは､対象外とし､計算からはずした｡

さて､それでは各作物について､表を参照しながら､主にP郡とD部の比較の観点から､説明

を加えていくことにしよう｡

① 雨季米

1エーカー当たり粗収入は､p郡で約56,400Kyats､D郡で約39,400Kyatsで､約40%もの

差がある｡これは､単収と米価の両方の差に由来するものであるOミャンマーのコメ流通

は､基本的に下ミャンマーのデルタから上ミャンマーに流れており､米価は上ミャンマー

の方がかなり高い (ある程度は､コメの種類の差にも起因するが).

1エーカー当たり費用に注目すると､労働費 (資本コストも含む)は 13,000Kyats強で､

両地域に差はない｡しかし化学肥料を中心とする経常財については､D郡の 6,440Kyatsに

対し､p郡では約 1.8倍の 11,530Kyatsにも達していることがわかるO主たる化学肥料であ

る尿素やTSPについて､P郡ではD郡の2倍以上もの量が投入されているからである｡

その結果､粗収入から費用を差し引いて得られる ｢経営余剰｣は､p郡では約31,500Kyats､

D郡では約 19,600Kyatsとなった.租生産額に占めるその割合は､p郡で56%､D郡で50%

となった｡なおこの ｢経営余剰｣の大部分は地代であり､経常費にかかる資本利子が少し

含まれる格好になっている｡

ちなみに､1エーカー当たり生産費を､籾 1バスケット当たり生産費に計算しなおしたの

が､最下欄の数値であるoP郡では311Kyats､D郡では273Kyatsであり､逆にD郡の方が

生産費が安いという結果になっているOこれは､コメ流通が基本的に下ミャンマーから上

ミャンマーに流れているという事実と整合的である｡ちなみに､別途､農業港概省から入

手した雨季米の生産費調査 (1999-2000 年)では､1バスケット当たり285Kyats(全国平均)

であり､我々の推計が的外れではないことがわかる｡
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i,喜､､陀ニト桧

D郡の乾季米生産費調査は 】事例のみで､参考程度にしかならない点､はじめに注意を喚

起しておきたい｡したがって以下では主に､P郡の乾季米について､雨季米との比重変の観点

から若干議論しておくにとどめたい｡

まず粗収入であるが､lエーカー当たり約 77,700Kyatsであり､p郡の雨季米よりさらに

38%も高い｡これも､単収と単価の両方が高かったことに起因するものである (単価の高

さのの原因の一部は､政府供出がないことによる)｡他方､費用に注目すると､労働費は若

干高いものの､化学肥料等の経常財については逆に低く､全体として費用は､雨季米のそ

れを若干下回る水準にあったことがわかる｡以上の結果が､非常に高い ｢経営余剰｣であ

る｡1エーカー当たり約53,800Kyalsにも達し､対租生産額比は70%近くにも達しているわ

けであるOまた lバスケット当たり生産費も243Kyatsと､大変に低い億を実現している｡p

郡TMD村の乾季米は､一言でいって大変に ｢儲かって｣いる｡

(彰 コメ以外の作物

いくつか違った観点から評価すると面白い｡第 1に､P郡におけるコメ以外の乾季作と乾

季米との比較である｡雨季米一乾季米の二期作体系は､一定の技術的制約があるにせよ､

雨季米-ヒヨコマメーゴマという作付体系と代替可能であり､両者の収益性の比較には大

いに意味があろう｡

平年作のヒヨコマメ､ゴマの ｢程営余剰｣合計に注目すると､それは )エーカー当たり

約 43,100Kyatsに連することがわかる｡雨季米が約 31,500Kyatsであったから､雨季米より

も高い収益が上がっていることが判明する｡乾季作の重要性がうかがい知れよう｡しかし

乾季米は約53,800Kyatsであったから､同じ乾季作の中では､かなり低いといえる｡

ではなぜ調査対象農家の多くは､雨季米一乾季米を選択しないのであろうか｡

lつの原因は､技術的制約である｡TMD村は瀧概用水路の末端に位置し､湛概水が相対

的に不十分になる傾向がある｡乾季米を作りたくても､作れないということである｡

もう lつの原因は､乾季米導入の歴史がまだ新しく､現状が調整過程にあるということ

である｡TMD村で乾季米の導入が始まったのは 1997年からであり､少なからぬ農民が ｢様

子見｣をしている可能性がある｡

最後に､仮説として､資本制約をあげておきたい｡ヒヨコマメ､ゴマの生産費をみると

すぐに明らかになるが､経常財､労働 (資本レンタルを含む)とも非常に少なくて摘み､

合計で 】エーカー当たり9,219Kyatsにすぎないoこれは､23,948Kyatsもかかる乾季米の40%

にも満たない水準なのである｡いま仮に､これらの必要資本を全部､高利貸 (親戚､隣人､

友人も同様)から月利 10%で借りたとしよう｡平均借入期間をヒヨコマメ､ゴマで各 1カ

月､托季米では 2カ月と仮定すると､利子は､ヒヨコマメーゴマでは 922Kyats､乾季米で
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は4,790Kyatsに連することになるOこの利子を費用に繰り入れ､｢経営余剰｣を計算しなお

してみよう｡結果は､乾季米で約49,00OKyats､ヒヨコマメーゴマで約42,100Kyatsとなり､

両者の差は相当に縮まることがわかるであろう｡農家が実際､月利 】0%で必要なだけ借り

られないとすれば､差はさらに縮まり､場合によっては､ヒヨコマメーゴマの作付の方を

選好することさえあり得よう｡

以上の簡単な試算からしても､農業開発銀行が 1エーカー当たり1,000～4,000Kyats(稲

作)といったきわめて少額の融資しかできていないという事実がもつ ｢重み｣は明らかで

はないだろうか｡

第2に､P郡とD郡の閥における乾季作の収益性比較である｡D郡の乾季作で圧倒的な

シェアを占める黒豆をまず検討すると､1エーカー当たりの ｢経営余剰｣は約 15,900Kyats

であり､p郡における乾季米(約53,800Kyats)はもちろん､ヒヨコマメーゴマ(約43,100Kyats)

にも､はるかに及ばない｡ごくわずかの面積で栽培が可能になっているジュー トを加えた

としても､30,000Kyatsに達しないのが実態であるO

以下､1エーカー当たり年間の ｢経営余剰｣を､主な作付体系について引算しておく｡

p郡TMD村 ;

雨季米-ヒヨコマメーゴマ (73.4%)……74,517 Kyats

雨季米一乾季米 (21.8%)..…85,254 Kyats

D郡ThaBytl村 ;

雨季米一黒豆 (88.2%).…35,621 Kyats

雨季米-カウピー (6.2%),…,32,594 Kyats

ジュートー雨季米一黒豆 (2.6%)‥,."43,259 Kyats

このように､P郡とD郡では､農地の年間 ｢経営余剰｣にざっと2-2.5倍の大きな格差

が存在するのである｡

また農家の農業経営から得る所得は､この ｢経営余剰｣に家族労働賃金を加えたものに

等しくなるが､家族労働賃金は､下層農家でもほぼ無視できる程度に小さく (章末に付表

として示した各農家の生産費調査結果には所得を示したので参照)､したがって｢経営余剰｣

が事実上の農業所得であるop郡では3エーカー規模の農家で22-26万Kyats､5エーカー

で37-43万Kyats､10エーカーで75-85万Kyats､15エーカーでは 112-128万Kyatsに連

することになる一方､D郡では3エーカー規模で 11万Kyats､5エーカーで 18万Kyats､10

エーカーで36万Kyats､15エーカーでもやっと53万Kyatsということになるo

すなわちD郡ThaByu村の 10エーカー規模の農家は､p郡TMD村の5エーカー規模の

農家にも及ばない計算になるのである｡

最後に､地代 (｢経営余剰｣に等しいとする)と地価の関係について若干ふれておきたい｡

既に述べたように､農地の 1エーカー当たり地価は､p郡TMD村で約50万Kyats､D郡Tha
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Byu村で約6万Kyatsであった｡

理論の数えるとおり､農地価格が毎年獲得できる地代の収益還元額に等しいとするなら

ば､割引率rは､地価-地代÷rとなる｡これよりrを算出すると､p郡では 14-17%で

ほほ妥当な数値であるのに対して､D 郡では 59%にも達し､異常な高さといわざるを得な

い｡D郡では､農地価格が年間地代の2倍にも達しないといえば､それがいかに異常である

かが理解できるであろう｡おそらく農地所有権が国家に帰属しており､したがって売買が

闇取引になっている事情を反映するものと考えられるO

現在ミャンマーでは､特に上ミャンマーで顕著と開くが､売買や借地､貿地などを通じ

た農地の流動化が実質的にかなり進展している｡いつの日か､政府はこうした現状を追認

せざるを得ない事態になると考えられる｡そのとき農地価格は ｢正常化｣するであろうが､

それまでに困窮して農地を販売してしまう農家がいるとすれば､その農家は多大の損失を

被ることになろう｡

表 3-4-6 雨季米の生産費 ･収益

p郡TMD D郡ThaByu行政村wYc
村サンプル数 18

16収量 tB/acre)価格 (K/Bー 80.
I 71.9

680 535梢秦租般人 (1acre当たり) 54

,461 38,66
6I,919 703

56.380 39.369賢用 いacre当
たり)種子 2,引0 i

,969尿素 4,889
2,253TSP 3,232 1,
174MP 139 4
53農薬

188 408ディーゼル油
471 184その他 0 0経常財計 ll.530

6.440シェア(%ー 20.5 l
6,4粁超 .整地 3,191 3,671

苗代 49 192
酉抜 563 62

(;田植 2,169
2,726澄渡 89 26

施肥 .農薬散布 l
42 95除草 442 781

収穫 4,500 3,589
脱穀 .風選 i,104 I,0

50運搬 73) 165そ

の他 20 0季節雇 396
243労働費計 l3.3

94 13.163シェア(

%ー 23.8 33.4賢用 合計 24.924



表 3-4-7 乾季米の生産費 ･収益

p郡TMD D郡ThaByu行政村wYC

村サ ンプル数

4 1収量 (a/acre) 9
8.7 60価格

788 520粗収入 (1acre当たり) 7

7,746 3】,200費用 (lac暮.e当たり)

種子 2,725 1,53

6尿素 3,668 1,800

TSP I,89

】 0MP 0 0農薬 193

360ディーゼル油 839

2,800その他 0 0
経常財計 9,317 6,4

96シェア(%) 12.0 20.

8排起 一整地 3,429
1,800苗代

57 600苗抜 700 693

田植 I,875 2,lo

o港概 160 125施肥 ,農薬散布 239

loo除草

436 0収
穫 5,590 3,640脱穀 .風選 I,125 3,600

運搬 ー39 2,400そ

の他 0 0季節雇 882 0労働費計 l4,631

15,058シェア(%)
18.8 48.3費用合計 23,948 21



表 3-4-8 コメ以外の作物の生産費 ･収益

p郡TMD D郡ThaByu行政村wYc村
作物 ヒヨコ且 ゴマ 黒豆 カウピー

ジュー トサンプル数 3

3 22 1 3収量 (a/acre) 6.9

8,0 7.3 8 438価格 (K/B) 3,一oo

3,333 3,498 2,500 75主産物 21,390

26,667 25,698 20,000 32,825副産物粗収入 (tacre当たり) 3,00024,390 1,22

327,889 58826,286 20,000 32,825費用 (lacre当たり)種子 2

,3802,380 962962

4,)22 3,650438 396尿素TSP

27 3,236MP農薬ディーゼ)t'油

481 I,009576その他経常財計

4,630 4,088 5,217シェア(%) 9.8 3,6 17.6 20.

4 15,9排起 .整地 83

),393 2,836 1,095 2,853播種 30 65 94

55 87瀧叔 】9 55 36 1,820

除早収穫 1,496 798958 611,472 一,460 229

I,649脱穀 .風選 300 343 1,00】

438 3,556運搬 日5 86 105

3,404その他 24 167 177 3,084 408

労働費計 2,047 3,830 5,801 14,006シェア(%) 8.4 l3.7 22.I ー5.4 42.

7費用合計 4,427 4,792 ]0,43)

7,ー72 19,223経営余剰 ー9,963 23,098 I5,855

)2,828 13,602シェア(%) 81,8 86.6 60.3 64.I

41.4出所)2000年 8月調査に基づき､筆者作成｡(4)供出ミャンマー政府は､いわゆる

ビルマ式社会主義の時代から､主要農産物の国家強制買付 (供出)を実施 してきた｡198

7年の ｢民主化運動｣に伴 うネ ･ウィン政権の崩壊の 1つの重要な要因は､この供出制度の下で

市販余剰が残 らないまでに搾 り取 られた農民の不満が爆発 したことにあったとされている｡｢民主

化運動｣弾圧後､政解がコメを除いて供出を廃止 し､農産物市場の自由化を断行 したのは当然の成 り行 きであった｡またコメについても､供出制度は温存されたものの､供出量が



の作物に対する供出制度を復活させる動きに出ている01999-2000年度の主要豆類がそれであり､

またゴマにも適用されることが既に決まっており､近く実施に移される見込みという｡以上を背

景に､調査対象村における供出の実態について簡単にみておきたいO

(彰p郡TMD村

雨季米のみ供出義務があり､調査農家22戸すべて供出を果たしていた｡供出量は3戸が

1エーカー当たり12バスケットであった以外､すべて 10バスケットであった (なお平均収

量は80バスケットであったから､比率にして 12.5%ということになる)｡買取価格は 1バ

スケット当たり350Kyatsであり､1999年9月に全額前払いを受けていた.そして実際の供

出時期は 2000年 1月末であった｡1999-2000年度雨季米の農民の市場販売価格は､500-
900Kyats程度の帽に収まっており､もっとも多いのが700Kyatsであった｡したがって政府

買取価格は市価の約半額であったということになるoLかし最低 5カ月の前払いになって

いる点は､農村における金融制約がかなり強いことを考えると､その意義を軽視すること

はできないであろう｡

ちなみにごく一都を除き､調査農家はミャンマー農業開発銀行 (MADB)の融資を受け

ていない｡少親しか貸してくれないのに､1998年から都庁所在地にある支店まで出向かね

ばならない制度に変わり､面倒になったという面も強いように思われる｡

いずれにせよ､lエーカー当たり10バスケットの場合､3,500Kyatsが供出米代金の前渡

しとして入手できるので､農民はそれを事実上の融資と考えている面がある｡なお､雨季

米の田植えは 8月であり､前渡しが支給される 9月では若干遅いが､それなりの意味はも

っていることは間違いない｡

② D郡ThaByu村

供出対象作物は､従来からの雨季米に加えて､新たに黒豆が始まった｡

雨季米については､調査農家25戸すべて供出を果たしていた｡供出量は､若干の例外を

除き､lエーカー当たり14.5バスケットであった (なお平均収量は72バスケットであった

から､比率にして20.1%ということになる)0P郡TMD村は 10バスケットであり､それよ

りも45%も多いことになる014.5バスケットという量が規定よりも多いのではないかとの

疑問をぶつけると､郡レベルに下りてくる割当を､生産性の高い地域には多めに､採水地

帯など生産性の低い地域には少なめに配分しているからであるという｡この事実は､郡レ

ベルで若干の裁量権があることを意味する｡また買収価格も1バスケット320Kyatsであり､

p郡よりやや低い (品種の差によるものと思われる)｡供出米単価は､実際の市場販売価格

(約600Kyats)の約半額であるが､やはり6-7月に全額前払いになっており､11月末の収

穫期よりも約5カ月早いo
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ThaByu村では､p郡TMD村よりも多くの農民が農業開発銀行から融資を受けていたが､

1エーカー当たり1,000Kyatsか､それより若干多い程度である｡供出米代金の前渡 しは､i

エーカー当た り4,640Kyatsになり､実質的な融資機能をかなりの程度､果たしていると考

えられる｡

次に黒豆については､】戸を除き (理由不明)､調査農家すべてが供出を果たしていた｡

供出量は､lエーカー当たり2バスケットで一律であるが (なお平均収量は7.3バスケット

であったから､比率にすると27.3%となった)､黒豆の代わりにカウピーを作付けた農家に

対 しては､カウピー作ィ.j地に対 しても 2バスケットの黒豆の供出義務を課していたO買取

価格は 】バスケット2,000Kyalsであり､12月に全額前渡 しであった｡実際の供出時期は 3

-4月であり､そのときの市場価格は 4,000-4,500Kyatsから､やはり半額か､それより若

干低めの価格設定であったことになるO農民が前渡 しを受ける額は､1エーカー当た り

4,000Kyatsということになる｡

最後に､供出制度について若干感 じた点を記 しておきたい｡P郡TMD村 とD郡 Tha】】yu

村を比較すると､調査時点では明らかに後者のほうが ｢負担｣が重いといえる｡供出を担

当するミャンマー農産物交易 (MAPT)での聞き取 りによれば､ゴマに対する供出の適用が

間もなく始まる (収量の約 30%という)が､それを考慮 しても､やはり負担の不平等は変

わらないであろう｡特に､既に述べたように､P郡では単位農地の年間 ｢経営余剰｣が D

郡の 2-2.5倍に達するわけであるから､D郡が不当に重い負担を負っていることはだれの

目にも明らかであろう｡供出制度は､地租がきわめて名目的な額 しか徴収されていない現

状を考えると､実質的な課税制度として機能している｡したがって､もし供出制度を維持 ･

拡大 していくとするならば､せめて土地生産性に準 じた (もっといえば､経営規模階層で

差をつけるという意味で､所得に準 じた)｢公正｣な制度に改めていく必要があると考える

ものである｡

(5) 化学肥料の流通と投入

化学肥料の流通ルー トは､大別 して､ミャンマー農業公社 (MAS)を通じた政府ルー トと民間

業者の2つがある｡かつてMASは､かなり高率の補助金付きで供給 していた時代があったが､1992

年頃からそれも廃止 し､現在､民間業者との価格差はほとんどなくなっている (あっても10%以

下)｡

全調査農家に対する体系的な聞き取 りができなかったので正確ではないが､だいたいの傾向と

しては､p郡TMD村では主として民開業者から購入し､D郡 Thaliyu村では主としてMASから

の購入が多かった｡

生産費調査で農家が答えた化学肥料の単価 (lbag-50kg当たり)を示す.
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(平均値は2,511Kyats､最頻値は2,500Kya【S)

(平均値は2,194Kyats､最頻値は2,200Kyats)

(平均値は3,132Kyats､最卿 直は3,000Kyats)

(平均値は3,556Kyats､最頻値は3,600Kyats)

このように､尿素はD郡の方が､TSPはp郡の方がそれぞれ 1-2割安いことがわかるであろ

う｡これは､後述のように､尿素の輸入先が主に中東とインドネシアであり､ヤンゴン港から入

り､上ミャンマー方面へ流通している一方､TSPの主な輸入先は中国であり､陸路から上ミャン

マーに入り､下ミャンマー方面に流通しているためである｡

p郡TMD村内に 1人の肥料の小売商がおり､聞き取りを行った｡その概要は以下のとおりであ

る｡

6カ月前に開店したばかり.免許は不要｡10エーカーの耕作農民の経営.尿素､TSP､混合肥

料 2種の合計 4種類の肥料を扱う｡マングレー市内の卸売商 (ミャンマー人)から買う｡半年間

で500bagを売り､lbag当たり50-100Kyatsの利益が出る.

店に並べてあった肥料と輸入先､価格は次のとおり｡

尿素 : uAE (50kg) 2,800Kyats

インドネシア (50kg) 2,700Kyats

TSP: 中国 (50kg) 3,000Kyats

混合 (10-10-5): 中国 (40kg) 2,400Kyats

なお､MASの肥料との競合関係について開くと､概略次のような話であった｡MASの肥料は､

価格が lbag当たり300Kyats程度安いが､農民は民間業者からの購入をむしろ好む｡その理由は､

第 1に､MASには需要に応えるだけの十分な量の肥料がない｡第2に､MASからの購入は面倒

であり､時間もかかる｡第3に､MASの使っている肥料袋は質が悪く､袋をコメなど農産物の貯

蔵用に使うことができない｡

次に､稲作に対する肥料の投入量であるが､それは､生産費調査の結果 (表 3-4-6､表 3-4-7)

をみると計算できることになる｡すなわち化学肥料の平均費用を単価の最頻値で除すると､以下

のようになる｡

雨季米 尿素 :p郡 242kg/ha D郡 127kglha

TSP :P郡 133kg/ha D郡 40kg/ha

乾季米 尿素 :p郡 181kgnla

TSP :P郡 78kg/ha
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(6)ミャンマー稲作部門の国際競争力について

ミャンマーの稲作部門の国際競争力をめぐって､若干私見を述べておきたい｡

ヤンゴンで聞き取 り調査を実施した米穀商によると､調査時点でのヤンゴン市内の米価は､Ibag

(=49kg)当たり2,200Kyatsであったo昨年の同時期には4,000Kyatsであったというから､45%

安という大暴落の市況にあった｡例年だと1カ月の取扱量は2万bagであり､うち60%を上ミャ

ンマーに移送しているという.しかし今年は､上ミャンマーの米価が安すぎて､過去 6カ月間は

いっさい移送していないというのである｡

米価をドル換算してみよう｡その際､為替レー トが問題になるが､輸出商と輸入商の間で取引

されている ｢闇｣レー トである 1ドル-410Kを使う｡すると､Ibag当たり2,200Kyatsは､1トン

当たり 110ドルとなる｡周知のように､調査時点で国際米価も暴落していたが､それでも 170-

200ドルであったoつまりミャンマーの国内米佃は､国際米価に比べて ト分に低 く､国際競争力

があるという結論に達することになる(なお 1年前の価格 Ibag当たり4,000Kyatsを同じ為替レー

トで ドル換算すると､1トン当たり199ドルとなるが､当時の国際米価は250ドルをゆうに超え

ていたから､結論は変わらない)0

ちなみに 】bagの尿素肥料価格は､既述のように 2,200-2,500Kyatsであり､それは矧祭価格並

みであったから (輸入肥料の流通市場は十分に効率的といえる)､ミャンマーの農民は､非常に劣

悪な米肥価格比に直面していることになる｡

したがって､現在はMAPTの独占状態にあるコメ輸出の規制積和 .自由化を断行すれば､間違

いなく米価は上昇 し､市販余剰のある稲作農民は潤うであろう｡米肥価格比も､国際水準に近づ

き､肥料の投入量も増加するであろう｡

1986年の ドイ ･モイ政策以降､大胆なコメ輸出の自由化を断行 し､それが奏功してコメ輸出大

国として復活 したベ トナムと同様の道筋を､ミャンマーがたどることができるのではないかとい

うことは､だれでも思いつくことである｡

しかし､本当にそうであろうか｡大きな疑問があるoそれは､ミャンマーの農村に大量に存在

する非農家層の持つ意味であるO彼らの主な収入源は､農業雇用労賃であるO農業雇用労賃は､i

日当たり150-200Kyatsであり､0.5ドルに満たない.ヤンゴン近郊稲二期作農村における別途推

計によると､土地なし非農家世帯の年間所得は､庭先で作ったり飼ったりしている果樹や鶏から

の現金収入などすべてを網羅しても､15万Kyats弱 (標本数 12:2000年 8月未調査)であった｡

この所得水準は､p郡TMD村では約2エーカー､D郡ThaByu村では約4エーカーの農民の ｢経

営余剰｣に匹敵することになる｡

低所得とはいえ､現在の物価を前提にすれば､まずまず ｢食べていける｣水曜である｡インド

やバングラデシュの農村土地なし世帯のような ｢悲壮感｣はない｡ しかしコメ輸出自由化をはじ

め､経済のボーダレス化を今後進めていくとすればどうか｡国内物価の上昇に見合うだけの賃金

率の上昇と雇用の増加が期待できるかどうかは､かなり怪しいといわざるを得ないのである｡
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そしてもし､以上のことがまったくの的外れでないとすれば､ミャンマー政府は､そう容易に

は､コメの輸出自由化を行うことができないであろう｡米価の上昇分のかなりの部分は､地代 (｢経

営余剰｣)に吸収され､雇用労働への分配率が低下し､土地なし非農家層の困窮と農村所得分配の

悪化が高い確度で予想されるからである｡

5.コメと豆頬の流通 (NyaungDoneDistr'ctでの聞き取りより)

ミャンマーにおける穀物､豆類の流通は比較的効率的に行われていると考えられるOここでは､

下ビルマ調査地におけるコメと豆類の流通実態の一部を紹介する｡

(1) 調査村の集荷業者

村には5名のコメ､豆類の集荷業者が取引を行っている.取引品目は､コメ､Blackgram,Cowpea

であるo主に村内の友人､親戚から購入し､NyaungDone､ヤンゴンのブローカーに販売している｡

輸送手段は他の村内集荷業者と共同でトラックをチャーターして運搬する｡

価格決定に際しては､取引先であるNyuallgDoneのブローカーから価格情報を入手し､それに

基づいて､輸送費 ･マージンを考慮した上で農家からの購入価格を決めるOブローカーへの販売

は､ブローか一が事前にofFerした価格で販売できる｡支払いはすべて即金で行う｡

過去1年間の､購入価格は､コメ (初)の場合､670Kyats-770Kyats/basket(1basket=21kg)､販売

価格は､2400Kyats-2600Kya(S/bag(1bag=49kg)で､精米費用4,5Kyats/basket(米ぬかなどの販売収入

を差し引いたもの)､輸送費 70Kyatslbag(NyaungDoneの場合)､積み卸し労働費5Kyats/bag､を

差し引いたネノトの収入は､15Kyats/basketで､販売価格に対する比率は2%程度と低い0年間の

取引数量は､7500baskets程度である｡

Blackgralllの場合は､年間200baskets程度の取引量で､政府供出の対象になる前350-400baskets

と比べると､大幅に減少した.Blackgramの場合の純マージン率も1.2%程度と低い｡

(2) 調査村の精米業者

精米業の他､米の売買も行っているO精米機 1機 (1989年に3Lakkで購入)､トラック1台 (1999

年に51akkで購入)を保有している｡

精米所は､1日籾300basketsの精米能力があり､年間50000-60000basketsの籾を精米しているO

精米料金は､米ぬかなどの副産物を農家が取る場合には､籾 日はSketで40Kyats､精米所が取る場

合には､10Kyatsである｡
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精米業の収支は､おおよそ以下のとおりである｡

粗収益 ; 55000basketX40k/basket=2200000Kyats

費 用 ; 労働費 4500Kyats/月 ･人×12月×2人 =10800OKyats

精米機維持費 ･減価償却費 =90000Kyats

燃料費 =41800OKyats

純収益 ; 1584000Kyats

コメの売買については､年間､20000basketsの籾を農家から集荷して､主として NyaungDone,

ヤンゴンの得意先に出荷している｡村内で小売も行う｡

価格は､NayungDone,ヤンゴンの取引先の取引価格と品質を考慮して農家と交渉して決める0

販売価格は､購入価格に精米費用､労賃､マージンを考慮して希望販売価格を計算し､これをも

とにブローカーと交渉して決めるo支払いは原則として即金で行うO

過去1年間の購入価格 (初)は､収穫期400-500Kyats/basket,端境期 700-800Kyats/basket､ブロ

ーカーへの販売価格 (コメ)は､前者 2000Kyatsn)ag､後者 2500Kyatslbagであった｡村での小売

価格は､12月-1月で､1800Kyats/bag､7月-8月で2300Kyats/bagであったo

純マージン率は収穫期で4-5%程度､端境期はむしろマイナスになると推定されるO

(3) 町区の精米業者

NyaungDone郡の町区には30精米所がある.そのうちの 1つであるA精米所は､1989年に総費

用 401akkで建設された｡6tトラック2台 (30lakk)を保有しているo従業員は､常雇6名 (貸金

6000Kyats/月 ･人)､日雇い 18名 (賃金250Kyats/日･人)を擁する.

精米能力は､1日籾 1200baskelsで､年間 50000basketsの精米を行っている｡精米科は､

25Kyats/basket(籾殻は精米所が取る)である｡

米の売買も行っており､主にヤンゴンのBayint市場のブローカーに販売している｡価格の決定

は､Bayint市場の市場価格より15%低い価格で購入し､ヤンゴンのブローカーへの販売価格は交

渉により決定する｡

(4) 町区のコメブローカー

NyaungDo11e郡の町区には多くのコメブローカーがおり､"TownshipRiceTraders'Assoc如ion"を

組織しているが､通常のコメ取引について組織を通した規制があるわけではない｡

Bブローカーは､1990年に営業を開始した｡現在は2年前に300万 Kyatsで購入した4tトラ

ック1台を保有し､Nyau一喝Doneをはじめ隣接する郡の精米所 (4精米所)､農家からコメを集荷

し､ヤンゴン､マグウェ-などの顧客 (ヤンゴンは3業者､マグウェ-は1業者､いずれも同定
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客)へ販売している｡昨年の年間取引量は､1500tであった｡

価格の決定に際しては､ヤンゴン､マグウェ-の市場価格の基づき､品質を考慮して購入価格

を決定する｡ヤンゴンの価格は取引先に電話して情報を得､マグウェ一については仲間の業者か

ら価格情報を得る｡販売価格は､市場価格､購入価格､マージンを考慮して交渉により決定する｡

販売価格の支払いは､銀行振込で行う｡

昨年の場合､購入価格(25%brokenrice)は､収穫期で 1700kJbag､端境期で2000Kyats/bagで､1bag

当たり25-30Kyatsの純利益が得られる価格で販売した｡

以上のように､我々の調査地においても､多種多様な流通業者により自己の裁量で競争的に取

引が行われ､純流通マージン率も低く抑えられており､流通は効率的であると評価して差し支え

ないであろう｡

6.農業金融

(1) 農業金融の概要

ミャンマーの農業金融について中心的役割を果たしているのが ミャンマー農業開発銀行

(MyanmarAgriculturalDevelopmentBank:以下 MADB)である｡MADBは国有銀行(stateAgricultural

Bank)として 1953年に設立され､その後に幾度かの名称変更を経て 1997年度から現在の名称にな

った.資本金は 10億 Kyalsであり､そのうち6,000万 Kyatsが国から払い込まれている.準備金

は､政府により2,000万Kyatsが供出され､その後の運用利益が加算されて現在は9,600万Kyats

となっている｡

ミャンマーの農村金融について留意すべき点は､土地が国有であるために農地が担保価値を持

たず､したがって農民に担保能力が欠如していることである｡そのためにグラミン銀行と同じく

無担保融資がなされるが､それを理由として生じるであろう諸問題を回避するためにいくつかの

措置が講じられている｡1998年に融資手続きの変更があったが､それを含めて融資方法を簡単に

説明しておこう｡▲以下に述べる融資システムはバングラデシュのグラミン銀行のそれに類似して

おり､制度変更に際してグラミン銀行の融資システムが参考にされたと推察される｡

かつてMADBは､全国に 】2,000以上ある村落銀行(viHagebank)を通じて融資活動を行っていた｡

村落銀行の運営は､表 3-6｣に示されるような金利収益で賄われていた｡しかし1998年には村落

銀行制度が廃止され､以降､融資は主として郡(towllSllip)の中心地域におかれるMADBの 204の

支店でなされるようになった｡融資審査は､村落委員会長そして土地台帳部局やMAPTの磯貝な

1 MlnlStryOfAglllCulttll･eandh･L･lgatlOn,Myal一lnal･AgL.iculttu･alDevelop111entBank,AgJIJCUlt,11･BJC).edJ't
PollCyandOpeL･L7tJOnS,YallgOn,Myallllla1.,July2000､同､PeL･roZ.mancePTOGJeolMvaDmaL･Agm'cultu).al
Det,elopmeDtBank,YazIgoD,Myanmar,June2000そしてPathengylの農業開発銀行支店長への聴き取りに
主として依拠している0
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などで構成される村落融資審査委員会(thevillageloanscreenlngCOmll州ee)が行う｡融資申込書には､

経営面積 ･家屋の種類そして家畜 ･牛車などの資産があることの村長による証明書､さらに当該

農家が米を供出しているというMAPTの証明書の提示が求められる｡このことは農家のMAPTへ

の米供出を促す機能をも果たしている｡なお上記した資産内容は返済能力を測るものであり､担

保となるものではない｡また申込書には生産費(化学肥料と農業労働者への支払いという金銭支出

を伴う費用)と予想売上額が記入され､生産費用が予想売上額の6割を超える場合には融資はなさ

れないoこうした厳しい審査を経たあとに農家は5から10家計でグループを作って融資を受ける

が､このグループは返済に連帯責任を負うことになるoかつては村落全体が連帯責任を負ってい

た｡MADBの資料によれば､全国で 1,196,485農家が 184,646のグループを構成している｡したが

ってグループ当たり平均 6.48農家となっているO融資は作物作付けのための季節融資だけでなく､

中期(2-4年)や長期(5年以上)融資もある｡111999/2000年度でいえば､季節融資に11,186(100万Kyats)､

中期 ･長期融資に6,150.82(100万 Kyats)が融資されている｡

融資は経営規模が 】oエーカー以下の農家に認められており､それ以上の経常規模農家の場合に

は特別理由書の提示が求められる｡この意味では小規模農家の厚生向上を目的とした低金利融資

とも考えられるし､また低金利政策で発生する信用割当(creditrationing)を処理するためとも考え

られる｡しかし経営規模 10エーカー以下の農家を融資対象とすることは､平均経営規模が5エー

カー程度のミャンマーでは大半の農家をカバーしているといえる｡例えば調査対象となった2相

で 10エーカー以上の経営面積を持つ農家比率は､ThaMaDaw村で72%そしてThaByu相で3.5%

を占めるにすぎない｡

ところでミャンマーの消費者物価上昇率は､1992/93年度=22.3%､1993/94年度=33.6%､1994/95

年度=225%､1995/96年度=21.8%､1996/97年度=20,0%､1997/98年度=33.9%､1998/99年度=49,1%､

1999/2000 年度=13.4%と非常に高い水準にある｡物価上昇率は近年落ちついてきているものの､こ

の水準では表3-6-1に示される貸出金利は実質でマイナスになってしまい､貯蓄動因が困難となる

ことから銀行システムの発達が阻害され､さらに低金利に伴い大規模農家に融資が集中するとい

うイ言用割当の発生が危供される｡

そこで､信用割当を防ぐために前述したような厳しい審査制度が設けられている｡また､表 3-

6-2に示されるように融資額は米作の場合でヘクタール当たり4,000Kyatにすぎない｡しかしTha

Byuでは､1,oooKyatsであり､地域により融資額が異なっているOこれは非港概地域では化学肥

料投入がほとんどなされないためであろう｡MADBの融資額は､農業労働者による田植の費用に

ほほ等しいかそれを下回る程度であり､農民は作付け費用を賄うために融資を受けているのが現

実である｡こうした融資額の上限設定もまた､信用割当の発生を阻止していると考えられる｡

" 主たる融資は家畜･ポンプ･耕運機であるO
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表 3-6-1 貸出金利の推移 (年利%)

期間 貸出金利
内 訳農業開発銀行

村落銀行1 1963年3月まで

12 6 62 1963年4月から19

76年3月 9 3 63 1976年4月
から1977年3月 12 6 64 197

7年 11月から1989年3月 12 8 45 1989年4月から1997年3月 18 13

56 1997年4月から1998年3月 15

13 27 1998年4月から1998年

ー2月 21 218 1999年 一月から1999年3月 18 ー8

9 1999年4月から2000年3月 17 17

10 2000年4月 15 1

5預金金利1 1993年 10月から1996年

3月 102 1996年4月からー999年3月 1

23 1993年4月から2000年3月 10

4 2000年4月 9表 3-6-2 主要作物別の融資額

(エ-カー当たり)作 物 1993
1994 ー995 1997年以降1

米 SHYV 400 400 loo° 4000-50002 HYV 3
00 300 700 40003 在来種 200 200 700 4000

4 ピーナッツ 300 300 100

0 20005 ゴマ 70 70 800 15006 緑豆

loo 100 300 10007 ジュー ト 300 300 700

20008 サ トウキビ 200 200 1000 2500融資方法や借

入れ農家の経営規模に制約があることなどは､グラミン銀行に類似するシステムをMADBが準備していると考えられるo

グラミン銀行の場合には､銀行員が村に出向いて融資活動をすることにより高い返済率を維持しているといわれる｡

この観点からすれば､MADI主が農村銀行 という中間介在者を排 したことは､融資の審査(

screening)･監視(monitoring).契約履行(enforcement)を

困椎とさせるという指摘もなりたとう.しかしMADBが国有銀行であることから､返済不履行

のときには返清額は土地税に加算されて請求されるというグラミン銀行にはない強い履行強制システムをMADBは備えている｡このようにMADBの融資システムには



表 3-613 短期融資額と返済額 (100万Kyats)

融資額 元金返済額 返
済率19&9-90 1617 1617

100.001990-91 1524 15
24 loo.00199ト92 1533

1533 一oo.001992-93

1759 1759 loo.00)993-

94 2609 2609 100.001994-95 2781 2781 100.0

0l995-96 9014 9014 10

0.001996-97 9914 I)qlq

100.001997-98 10245 1

0245 100.001998-99 1035

6 10358 99.991999-2000 11186 10783 99.

39開発途上国において低金利融資を行う農業銀行としてのMADBの特筆すべき特徴は､

グラミン銀行や多くのそのレプリカ銀行と異なり､その原資が国内調達されていることである｡

このことは銀行自体のモラル ･ハザードを抑制する効果を持つと考えら

れ､融資額が少ないという傾向はあるにしても､比較的健全な融資活動が維持されていると考えられる0MADBは

銀行としての経済的独立性(viab事l)ty)を高めるために､1993年から貯蓄動員プログラムを開始している｡MDBAにおける預金額の推移が表 3-6-5に示されるが､1999/2000年度につい

てみると､預金額は短期融資額の2L49%を占めるにすぎない.貯蓄農家戸数は200万強あるが､こ

れは農家当たり平均預金額が ‖19.78Kyatにすぎないことを示している｡表

3心 1に示される預金金利では､実質金利がマイナスとなるために貯蓄意欲が喚起できないためである｡Tl

laMaDaw相で聞取り対象とした農家のうち､2農家の預金通帳の内容を表3-614に示しておこうoA氏の毎年の貯蓄額はきわめて低く､I999年度についていえば預金額は316Kyatで

あるが､これは平均的な農業労働賃金の僅か2日分にすぎない｡また調査時点の貯蓄残高は過去 6年間に

貯蓄の引出しがないにもかかわらず775Kyat､すなわち農業労働貸金の4日分でしかない｡A

氏によれば､｢預金は貯蓄臼的ではなく､預金があることで農業開発銀行の融資が容易となるた

め｣とのことであり､貯蓄目的での預金ではない｡B氏の場合は､農業開発銀行の貯蓄動員の問題

点を如実に表しているo氏は瀧概ポンプの購入のために1995年に預金を開始している｡しかし実質

金利がマイナスとなるような激しいインフレーションのために当初の目的をあきらめて､19

99年にほは全額を引き出して

コメの作付費用に充当している｡すなわち強いインフレ課税により､貯蓄意欲が奪われたケース

である｡貯蓄動員は､銀行経営の健全化のための経済的独立性を実現するために必要となる｡

それが満足すべき水準にないことは､銀行経営そのものの問題ではなく､高いインフレーション

により実質金利がマイナ



表 3-6-4 A氏の預金通帳

辛 月 預金額 残高 Kya
tsl994 8

26.401995 I

18 44.401995 金利 I.79 46.37
l995 6 16 62.37
1996 金利 5.80

68.171996 4 84
152.17ltーL)(I

7 16 168,171997
1 28 196.171997 金利 19.46 215.57

1997 6 l6 23

1.571998 金利 27
.24 258.811998

1 16 274.811998
6 100 374.81JqL)I) 4 16 390.8

11999 金利 34.
40 425.211999 12 300 725.21

2000 金利 50 775.21年
月 預金続 残高 Kyats1995
2 12 12.001995
2 7.50 19.501995 2 1

0,000 10,000.5019
95 3 83.59 10,102.50ー995 ll 12 lO,114.9

91996 金利 1,010.6
6 ll,125,591996 8 72

ll,197.591996 金利 I,340.0ー )2,537,60

1997 8 72 12,609.601998 I 40 12,649.60
ー998 金利 I,510.28

14,159.881998 8 72
14,231.881999 I 20

0 14,43l.881qL)L) 金利 I,708.12 】6,140.0

01999 8 72 16,212.001999 8 72 16,28

4.00lqLーり 6 -15,500 784.001999 金利 718

.23 1,502.23グラミン銀行やそのレプリカは外部資本に原資を依存 しているた

めに､銀行経常の健全化に多くの問題を抱えているといわれるO事実､そうした銀行の多くでは

､返済率が 50%を下回ることも稀ではない｡MADBは､この意味において､健全な銀行経営を継続 している｡



なるとしても､それは安易な資金注入ではなく銀行の経済的独立性を高める援助に傾注すべきで

あろう｡

表 3-6-5 農業開発銀行の貯蓄動員 (100万Kyats)

年度 預金総

額1 1993-94 7

6.932 1994-95

235.983 1995-

96 458.994 199

6-97 1056.735 1997 98 1373.88

6 1998-99 1963.3

77 1999-2000 2403.引

補表)DanybyuのMADBここでDanybyuの MADBの事例を紹介してお

こう｡補表に見られるように､融資農家数は 1999年度に減少しているが､これはこの年度に農

村銀行を廃止 して融資業務が MADBの支店で行われるようになったためである｡廃止の理由としてDa

nybyuのMADB支店長は､農相銀行で業務を行っても農民が農作業に出ているなどしてコン

タクトがつきにくく非能率であったためとしている｡たしかに農民にとっては MADB まで融資を

受けにくる取引費用は嵩むことになるが､それもある種の自己選択(selfselectlOn)の効果を

持つことから借用割当の発生を抑えることになろうOこの地域の融資は､雨季米(5-7月融資で 1-2月返

済)とゴマ ･豆類そして乾季米(10-12月融資で4-5月返済)の2回融資がなされるが､融資額は双方と

もにエーカー当たり100OKyatsに抑えられている｡金利は､年 15%である｡田植えに必要となる農業労

働賃金はエーカー当たり2,800Kyats(14人で 1日､@200Kyats)であるから､融資額はき

わめて低い水準であるo一般には､MAPTが米供出代金を前渡ししているが､それとあわせて農家は運転資金を調達 していると考えられる｡



7.濯激

ThaByuではポンプ港瀧が例外的に行われているだけであり､基本的には天水港概に依存してい

る｡これに対してマンダレ-は降雨量が少ないことから瀧瀧なしには米作はほぼ不可能な環境に

ある｡そこでTMDの港叔システムについて簡単に記述しておこう｡

この地域の港概の歴史は､1905年にエラワジ河に頭取口(weir)を作られた藩概システムに始ま

る｡その後 】975年にアジア開発銀行の融資を受けて Sedawgyiダムが作られて､瀧叔システム

(Mat-daleyMainCanal)が本格的に稼動し始めたOこのシステムは､現在､15の支水路(distributaries)

を持ち､99,63]エーカーの農地に配水している｡慣行としては水路の末端に圃場を持つ農民が水

路長となるが､圃場水路はいくつかの村をまたがっているケースが多いために､水路の補修など､

水利の維持に問題が生まれることが多いという.

水利費はエーカー当たり年間 10Kyatsでしかない｡これは農業労働貸金の 1日当たり100から

200Kyatsや籾の庭先価格のキロ33.4Kyatsと比較しても明らかなように､きわめて低い水準である0

水利費は国庫に収められるために､港概システムの経湖 勺自立性はできていない.MandalayMain

cana)の担当者によれば､水利費収入は996,310Kyatsであるが､維持管理費(o&M)には年間5,000
万Kyats(500人いる職員の給与は含まれない)必要であるというOすなわち､膨大な補助金でもっ

て港概システムが維持されているといえる｡

対 GDP比 5-6%となる財政赤字を考慮するとき､将来は､水利資の増加により水利システムの

維持管理費用を賄う必要が出てくるであろう｡

8.農業労働者

ミャンマー農村経済の特筆すべき特徴として､農村人口の 4割前後を占めるという非農家の存

在がある｡その多くは農業労働者として生計を立てており､この意味においては､ミャンマーは

東南アジア型というよりは南アジア型の農村構造を持つといえよう｡したがって工業化が本格的

に雇用創出を開始するまでは､農業の雇用吸収力の増加はミャンマー農政の重要な課題となろうo

ミャンマー農業のもう 1つの特徴は､ミャンマーでは農地の私的所有が認められていないこと

から､農家間の異なる要素既存状態から生まれる生産要素需給のギャップは土地賃貸市場では調

整されえず､かわりに賃労働市場や他の諸国では余り観察されない役畜の賃貸市場が発達してい

るoここでは賃労働市場について議論するが､TMD村とThaByu村で相違が認められるoこれか

らの議論のために､それぞれの村の農事暦を表3-811に示しておこうoTDM村では 1970年代半ば

に乾季米が導入されているが､両村の賃労働労働の差異がみられるのは雨季米についてである0

両相の比較は､将来､米作の技術変化の影響を考察するうえでも有益な視点を提供するであろう｡
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表3-8-1 lWD村とThaByu村の農事暦

TMD村 ThaByll

村6 亭乞季米収穫雨季米苗床

苗床作り7 ゴマ収穫 雨季米EEEi直

8 雨季米田植9 除草 ジュート収

穫と皮剥除草10

一一 chick豆撒 コメ収
穫l2 雨季米収

穫 BIack豆撤1 coヽ
V豆収穫2 chick豆収穫 Black豆収

穫3 乾季米田植ゴマ播種4 ジュート植付5表3-8-Ⅰを一

瞥してわかることは､特にTMD村についてそうであるように､通年して農作業が分散している

ことである｡そのためであろうか､南アジアで一般に見受けられるような農作業の需要のない酷暑

期の存在や､米の収穫前に食料が枯渇して極度の貧臣削こ陥るといった悲惨な状況が観察されない.しかし現在の急激な人口増加がつづけば､そうした南アジア

型の農村経済に近づいていく可能性は否定できない｡(1) TMD村この相では､

港概がなされ､また乾季米も導入されていることから､農業労働への需要は通年して比較的多く

､また分散されている｡主な作付パターンは雨季米 ･乾季米であり､次に雨季米 .chick豆または

ゴマのパターンがくるO特に雨季米の田植えと収穫については､サガイン管区からの季節農業労

働労働者が多くみられる｡このことからも明らかとなるように､港掛 こより雇用吸収力が高くな

っている事例である｡ちなみに雨季米についての港瀧は降雨の補完的役割を果たしているO港瀧の導

入によって､労働需要が増加した事例として注目されようoTMD村では乾季米の作付面積が400エーカーであるのに対して､雨季米は 1607

エーカー作付けられている.したがって農業労働需要も､雨季米で大きくなる｡この村の農業労働需要を

､ある農業労働者C氏(55歳)の農作業カレンダー(表3-8-2)から検討しておこう｡彼の家

族構成は､妻54歳､そして娘と息子が各3人であり､子供は全員が未婚であるo夫妻の親も､

ともに土地なし農業労働者であった｡妻は家事専業で､農作業には従事しない｡年間雇用日数は 14

0日程度であるが､農業賃労働以外の仕事はしていないという｡また雨季米の収穫時期の現物賃金で家族の 】



ことはない｡簡単な計算では､家族 1人当たり年間 160-170kgの米を消費することになる｡TMD

で聞き取 りをした村内の農業労働者について､成人単位の年間米消費量を計算すると､ほぼ 150-

200kgであった｡

表 3-8-2 農業労働者C氏の年間労働カレンダー

6月 菌床(半月程度) 1バスケットの籾を撒いて15Kyats

1日20バスケットを撒くので､300Kyatsの賃金

7月 ゴマ収穫(半月程度) 半日仕事で200Kyats
7月後半から8月末 雨季米作付

夫 菌床から苗束を作る作業

100束を作って圃場に運擬して30Kyats 1日150-300Kyats

子供達は全員が田植 100束を植えて(1El作業)150I(yatsの賃金

11月 ChlCk豆の手撤(半月程度) 半日200KyatS 家族全員
12月 雨季米収穫 妻以外､全員が従事

刈取 100束刈取って0.5バスケットの籾

通常 100束で5バスケットの収量

脱穀(10日程度) 半日で150-200Ityats

藁束作り(1月程度) 100束で10Kyats 女性のみ

1日50から100Kyatsとなる

3月 乾季米作付(半月程度) 雨季米の場合と同じ

Chick豆の収穫(半月程度) 半日200Kyats

4月 ゴマ種撒(半月程度) 半E1200Kyat8
6月 乾季米収穫

刈取(半月程度) エーカー当たり3500Kyats 15人El
乾季米は1997年に導入 そのために貨幣賃金化してある

(注) HYVの藁は飼料にできないために藁束作りをしない

移動農業労働者についても説明しておこう｡ほとんどが女子労働者からなる彼等は Kauk(栄)

saik(作付)see(集団)と呼ばれ､雨季米の田植えと収穫労働に従事 している｡彼等は､この村に高

収量品種米が導入された 1970年代半ば頃から季節的移動を始めたという｡この時期は､sedawgyi

ダムが作られて､港瀧システム(MandalayMainCanal)が本格的に稼動 し始めたときと符合しているO

例えばサガイン管区から移動してきているある作付集団は､42名の女性でグループを構成 して

いる｡グループ ･リーダーは32歳であり､構成員は iO代後半から20歳代である.そして､全員

が未婚である｡彼女たちの出身村は畑作が中心であり､米 ･豆そしてピーナッツが作付けられて

いるが生産性は低いという｡そこでは年間約 90日ほど賃労働(日給は､100-150Kyats)をしている｡

ただし TMD村とは労働需要のピーク時期がずれていることから､仕事を求めての季節移動が始

まっている｡

TMD村の村長が請負人(KaukSaikGaung)であり､10年ほど前に彼がサガイン管区に出かけて現

在のグループ･リーダーと交渉したことから関係が成立している.それ以降は､村長がグループ ･

リーダーに必要となる人数と到着日を手紙で伝えている.彼女達の交通費は､聞き取りによれば､
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ボート代50Kyatsリヤス代 95Kyatsであり､ほぼ =]当たりの農業貸金に等しい｡この地域にどの

程度の季節移動労働者がいるかについての資料はないが､雨季米の作付と収穫期については､村

内農業労働者数を大きく上回る移動労働者が農作業に従事しているとのことである｡上記のグル

ープ .リーダーによれば､この村に約 400名の移動労働者が来ているという.同じサガイン管区

からではあるが､他の村の人達なので面識はないという｡

田植え期には､労働者達は村長宅に宿泊しており宿泊費は無料であり､食事のための薪もコン

トラクターが提供する｡ただし食事は､労働者が準備するOコントラクターは村人の需要に応じ

て労働者を差配するが､100苗束(苗床から酉束を作る作業も含む)を植えると30から35Kyalsを

コミッションとして受け取るO彼女達は､ほほ40日滞在して､6,000から6,500Kyatsの収入があ

るが､食費に3,500Kaytsが必要となることから､ほぼ3,000Kyatsを持ち帰ることになる.

別のコントラクターからの聞き取りによれば､彼女は女子 40名と男子 10名を抱えているO調

査年は､7月29日にTMD村に到着して45日ほど滞留する予定であるという｡男子労働者は苗床

から南東を作り(500 束で 200Kyats)､女子労働者が田植えに従事する｡】00 束植えると 】40Kyats

が支払われるが､これは 1日作業となる｡ただし作業は午前中(AM5:30-】2:00)だけであり､気温の

上がる午後に作業がなされることは少ない｡請負人はⅠ00 束が植え付けられると30-35Kyatsを受

け取るというから､40人が田植えをすることから=]】200Kyatsをコミッションとして受け取る｡

請負人は､季節労働者が着いた日と帰る日にのみ食事を提供するだけであるから､コミッション

のほとんどは収入となる｡

ちなみに､サガイン管区からの移動労働者は雨季米の収穫時期にも来村する｡このときには請

負人は関与しておらず､収穫を委託した農家に宿泊するOこれは剛直えの場合には必要人数の差配

が必要であるのに対して､収穫ではその必要がないためと考えられる｡一般に】2人でもって lエ

ーカーを】Elで刈取り､6バスケットの籾米を賃金として受け取る｡1人当たりの賃金は 1日0.5

バスケットであるが､これは小売価格で評価すれば約300Kyatsとなり､かなり高い水準となる｡

乾季米の刈取りは､エーか一当たり3,500Kyatsと現金支払いであり､15人で 1日作業というから､

1日当たり233Kyatsの賃金である｡またこの作業は村内の農業労働者で賄われて､移動労働者に

は依存していない｡乾季米の導入は未だ日が浅く､生存賃金としての現物賃金という慣行が適用

されずに､労働が市場評価されているとみなせる｡

ある農民によれば､1人0.5バスケットという賃金支払い形態は80年前からの慣行であり､雨季

米刈取賃金の現金支払いへの変更は難しいという｡農業労働者は賃金としての籾米を販売するこ

とは少なく､ほとんど自家消費している｡このことから､0.5バスケットという賃金水準は､市場

均衡賃金で評価するのではなく､むしろ生存賃金の性質を色濃く持っていると考えられる｡
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(2) ThaByu村

この村では乾季米はほとんど作付けられておらず､雨季米と豆類という作付パターンが一般的

であり､農業賃労働は村内農業労働者で賄われるために移動労働者は来ない｡この村の農家戸数

は 】323であるが､土地保有農家は364でしかなく､非農家が 759戸ある｡残 りは漁民となってい

る｡

この村の農業労働需要を､ある農業労働者 D氏(40歳)の農作業カレンダーから検討しておこう

(表3-8-3)｡柚の家族構成は､妻 42歳.息子 17歳と15歳､そして娘が 8歳と6歳である｡夫妻の

親も､ともに土地なし農業労働者である｡戸主の年間就業日数は 130日程度と､TMDの農業労働

者とほぼ同じ水準にある｡ただしD氏の場合には2夕月ほど季節雇用されていることから､一般

的な農業労働者よりは雇用日数が多くなっていると考えられる｡季節雇用を差し引いて考えれば､

乾季米作付がなされない分､TMD村よりもThaByLl村で年間雇用日数は少なくなっているといえ

る｡

表 3-813農業労働者 D氏の年間労働カレンダー

7-8月 夫と息子は季節雇い 耕起作業が中心(食事付き)
夫2カ月で 40バスケットの耕米

息子は30バスケット､を11から12月の収穫期に受け取

る8月 妻(1カ月) EEF植え 1日200Kya
ts9月 夫と息子 ジュート刈取り

10日夫 300Kyats 息子200K
yatsジュートの皮むき作業(3E])3人で1日150l

(yatS(1束で5Kyatsで 1日

30束処理)除草 3人(10El) 1日15
0Ⅰ(yatsll-12月 コメ刈取 7バスケット

/エーカーの報酬3人で25日程度雇用 3人で40バス
ケットの収入となる12月 Black豆撒き(半月程度)夫と息子
1日150Kyats2-3月 Black豆収梢(20日程度)

3人 1日150KyatsThaByu村における刈取作業の報酬形態には2種類ある｡もともとはKau

kHlain制という刈取った稲束の 10%が農業労働者に支払われるという形態(Kauk稲束 Hlain

Yu持ち帰る)が支配的であったOこれは､土地生産性がエーカー当たり5バスケットであるTMD

村でのエーカー当たり0.5バスケットという現物賃金の比率と同じ水準であるoTMDの農民は

仮に収量が悪いときでもエーカー当たり 0.5バスケットの賃金を支払わなくてほならないという

ように､収穫変動のリスクは農民が支払う｡これに対 して､ThaByuでは農民と農業労働者がリ

スクを分担することになる｡ThaByu利では3年前からエーカー当たり7バスケットというzaba

Pei制という定額現物貸金(zaba籾 pel与える制度)が普及しつつある｡この数値は､1995年頃

以前では5バスケットであったが､それが6バスケットとなり､ここ2年では7バスケットが増えてき

ている｡1990年代後半に､それまで土地生産性が 50-60バスケット/エーカーの在来種であったのが､70-



のHYV(品質良)の導入がなされたoLたがってThatMeda制では､農民の取 り分はエーカー当た

り7-8バスケットとなる｡それに合わせて､定額現物賃金も上昇 したものと想定できる｡すなわ

ち､ここしばらくの収穫賃金の上昇は需給関係の変化によるものではなく､非弾力的な慣習的賃

金率のもとで土地生産性が上昇 したためと考えられる｡これは 1/10(ThatMeda)制のもとで賃金率

が過大評価されたことを意味する｡その調整として､次のような制度変化が起こっている｡

zabaPei制のもとでは､刈取られた稲束は､圃場から土地所有農家の庭先まで農業労働者が運

搬する｡そこで農家の役畜を利用して脱穀がなされ､7バスケットが農業労働者に渡される｡藁

は農家のものとなる｡これに対 して､1/10(ThatMeda)制のもとでは､刈取られた稲束は､圃場で

配分されるo稲束の運搬は､それぞれの責任.10束からl束を選択する権利は農民にあるが､現実

には農業労働者が選択するという｡I-iある農民によれば､自分の取る束を大きく束ねるというモラ

ル ･ハザー ドが発生したために､定額制が採用され始めたという｡1/10(ThatMeda)制度のもとで過

大評価された賃金率を調整するために､ZabaPei街lj度のもとで農業労働者に付加的労働が諜せら

れたものと考えられる｡このように土地生産性の変化に対 して､慣習的収穫貸金剛度も市場均衡

賃金ないしは生存賃金に近づくように修正されている｡

しかし､いずれにしても収穫賃金が現物であり､またその現物を農業労働者は販売するのでは

なく自家消費に充てていることは､そうした現物賃金が農業労働者の生存を維持する最低水準は

保証 していることを意味 している｡もし貨幣経済が浸透するか､ないしは米の輸出により米価が

上昇して土地所有農民が貨幣賃金支払いを要求し姶めたとすれば､農業労働者の生存は大きな問

題に晒されることになろう｡そうした事態は､都市工業部門で労働吸収がなされるか､または土

地生産性をあげることによってのみ解決されうる問題であろう｡

"L農業労働者は農家に無料で脱穀を委託できるが､ただし藁は農家のものとなるo脱穀接で脱穀する場合には､
さらに1バスケットで25Ⅰ(yatsを支払わなくてはならないo
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付表3-1 P都TMD村調査鹿家の生産費･収益(雨期米)
P2 P24 P15 P23 P8 P5 P9 P12 ー p11 l p7 P6 l p16 P4 P19 P一o Pt4 Pl3 P2

1 P1 P20 P3 ･prJ経営規模雨期米規模収量(ら/acre)価格 (K/B) 26_0026.OO90 16.00ー6.0080648 ー4.0014_0078_6655 ー2r9812_9875_1523 12.0012.0075827 ll_48ll.4865552 8_538_5370865 7.447.4470740 7.437_4370735 7.047_04loo665 7_007.0093 7.007.0090497 6.8l6_8180655 6_606.6084.8 4.954_9580658 4.574_5780743 4.544.5490935 4,454.4587.6754 4.244_2488.4659 3.033.0380648 2.992_998074

4 2.75拭2r75表81.8宗稲藁 51.8401,50053,340 5一.4831,78653.269 39.27739.277 62.0252,50064,525 35.88035.880 60.5501.50062.050 51,8003.15054,950 51.4502.12053.570 66.5001,50068.000 44,73044.730 52.40052.400 52,640一.7ー754.357 59.44059,440 84,1501.32285,472 66,0501.84667,896

58.2561,41559,671 51.8402.67354.513 59,52059.520 39,428栄+ .種子尿素TSPMP農薬その他種常財苫十 3.3005.0003.20075001,500013.750 3,6005,4003.00004298400ー3,269 3,6005,0003.500900750140013.890 3.6005.0003,500001.0000ー3.一oo 2,1005.0003,3008513501.2900ー2.89ー 3.6005,0003.50000720012,820 3.6005.08ー4.4350000ー3.116 l.6153.9573.29700008.869 1,4005.0003.0000400009.ろoo 1.9004.6002,5000643009.643 1,7506.5003.100050000日.850 2.0203.6773.03000008.727 2.6265,4706,565000014.661 2.2034.0892,115002.203010.530 2.8004.6ー52,9540000ー0.369 2,8304.3402.92500
330010,425 2.4001,8489900314005.552 2.036襲8.509部3.273真宗o存458学会o賀l4.276毒g≡シェア(

%) 25_8 24_9 35.4 20_3 35_9 20.7 23.9 16.6 14.4 2tr6 22.6 ー6_ー 24.7 ー2.3 ー5_3 17_5 lO.2 鍬繊穣林道.整地苗代苗抜EE]植混怒施肥-農薬散布除草収穫脱穀 一風選運搬その他季節尾労働費吾十 1,1446002.8003135004.2003.4401.400ー4.397 3.6439乙8081264004.2003.4282,30414,606 2.8442.700671334793,300一,all22210,834 2,833301,6802005.40058310.726 2.4001142.250200862863,600643I.7141.286日.293 一.412ー21.054202I,000824147ー3.52912,392 4.2006002.9402802404.7203.20016.180 2.423424I.79()1352692154.52248510,263 3.3001202,2503008004.2003,00013,970 2,288142.700122日46005,0143,05413.904 4,700一.8002005004.200450ll.850 7,5767073.0301012424044,86716,927 3.3322.481ー751751755,25287512,465 7.577339251323302.6641,05712,718 4,123611,66261742.5859233699.858 849471.651358496.5661.642ll,639 1.4854462,0791327924.2002.800日.934 1,309喜享10叶 l545岩3,273…喜美:131等,;510.473鼓巨 ■→

i7/A掬 綴シェア(㌔) 27_0 27_4 27.6 16.6 31_5 20_0 29.4 19.2 20.5 3一.ー 22.6 31

.1 21.0 14_9 14.5 19.5 21_9費用合音十 28.147 27.875 24.724 23.826 24,184 25.212 29.296 19.132 23.770 23.547

23700 25.654 27.126 23.248 20227 22.064 17,4B6 !p潅普余剰 25.ー93 25.394 ー4.553

40.699 ll.696 36,838 25,654 34,438 44.230 21.183 28.700 28,703 32314 62.224 47,669 37.607 37.027シェア(%) 47.2 47_7 37_1 63.1 32.6 59.4 46_7 64_3 65_0 47.4 54.8 52.8 54.4 72_8 70,2 63.0 67_9



付表3-2 P#TMD村調査鹿家の生産費暮収益(ヒヨコマ
メ)P2 P24 Pー5 P23 P5 P12 Pll P6 P16 P4 P19 P14

P21 P1 P20 P3経営規模ヒヨコ豆規模価格(K/B) 26_0026.002_3 16.009_002.23.000 14_0014.001,03.000 12.9812,980.73.000 ll_48ll,481.73.000 7_447.444.02,800 7.437,431.33.000 7_007.007,03,000 7.007_005.03.100 6.816.815_03.000 6,606.600.93,000 4.574,573.33.000 4.454.456.73.300 4.244,240 3.033.037.03.000 2.9952.99選

i/1-3薫3.000'㌔主産物副産物 6,6006.600 3.0003,000 2.1002.100 5.一oo5,100 ll.2001一.200 3.9003,900 21.0003.00024.000 15.50015.500 15.00015,000 2.7002.700 9.9

009.900 22.11022.110 21,00021,000 3.900J63.900≦種子尿素TSPMP農薬その他経常財計 4,500000750005.250 4.000000429004.429 3,75600075ー004,507 3,48400078003.562 3.0000000003.000 1.1690000001.169 2,9700

000002.970 妻シェア(鶴) 79_5 147.6 214_6 69.8 ー2.5 5,3 14.1 球播種農薬散布除草収穫脱穀,風選運搬その他労働費計 561006002782221,256 711432,5003002003.214 3243243326003081,888 144524793571,032 716002577ー92番

45903,1464271803.888 ー327432ー51651.255 去シェア(%) ー9.0 107.1 89.9 20.2 3.9 17_6 6.0

義謙費用合計 6.506 7.643 6,395 4.594 3.928

5.057 4,225 a演 21ナ経営余剰 94 -4,643 -4.295 506 20.072 17.053 16.775 約



付表3-3 P都TMD村調査農家の生産費･収益(ゴマ)
P2 P24 P15 P23 P5 P12 Pー1 P7 P6 P16 P4 P19 P14 P21 P

1 P20 P3 p22 ≡経営規模ゴマ規模収受(a/acre)価格(K/B) 26.0026.009.6 16.005.000 14.0014.007,13.000 12.9812.984.63.000 ll.485.004.03.000 7.447.442.43,200 7,437.436.73.070 7.044.005,03.000 7.007,0010.04.000 7.005_507_33.ー67 6.816.810 6_606.601.5 4.574.571,13.000 4,454_454.03,200 4.244.24一.72,450 3.033,036_93.000 2.

992.997.43.200 2.7552,75g0童 蛋主産物副産物 00 2一.30021.300 13.80013.800 ー2,00012.000 7,6806458325 20.56920.569 151ー6000800800 40,00040.000 23,ー1923.119 00 3.3003,300 12,800l2

.800 4,1654.ー65 20.70020.700 23.68023,680 0蓬fi0種子尿素TらpMP農薬その他経常財計 1,143000000l.143 538000000538 800000000800 1.0000000001.000 793000000793 821000000821 787000000787

743000000743 読莞シェア(%) 5,4 6.5 4_8 2_5 24.9 6.1 3_6 縦 i耕起.整地播種澄j琵除草収穫脱穀一風選運搬その他労働豊富十 200一oo5007002002001.900 1,6131411885652422.749 13,65075400500375.000 2,00029571.4001.680500575005,723 2.0731765944ー1,0297064.484 一.7511648751752.965

1.236455398092022.83l 1.980664954953303,366 S 蓮 Iシェア(%) 8.9 33_0 17.9 14.3 89.8 22,1 16.3

費用全霊十 3.043 3.287 3,800 6.723 5,27

7 3.786 3,618 4.109 一J経営余剰 18,257 5.038 13.000 33.277 -486 9.ー82

16.591 Gqm､汐掛シェ



付表3-4 P都TMD村調査農家の生産費暮収益(乾期米)
P24 P8 P9 P7 P16 Pt0 p1

3 Ti茎葉経営規模乾期米規模価格 16.00ll.009070063,000 12.008.0010065065.000 8.538.531001,000一oo,000 7.043.0010055055.000 7.001.50100 4.954.5310090090.000 4r54;祭4.54邪94,9…喜≡賀6

00!繁華gfg凍77J鵬費用(1acre当たり) 種子尿素TSPMP農薬その他経常財計 3.0004,6002,800008000日,200 3.6005.00000072009.320 2.6492,8703.31107734260ー0,029 l←652卜2.203fi;;r;/;,1.454享,;f宗一.410章等6,719g話/I;jg糾L,朴

…;芦潤…髄 遠シェア(

%) 17.2 9.3 1一.1 l1.8ii苓耕起一整地苗代富枝EEl植潅漑施肥.農薬散布除草収穫脱穀.風選逮その他季節罷労働費計 3,3001131.4004503003453,0008.908 一.$82241.3185291.00014.3533.52922.635 3,8637002,8001ー03314423.5001,300556ー3,602 4.670讃…去33g/≡ミ…㌢≦三1.9

82i;Zt業⊇/176き蔓り 6叶 lー9叶 lll3■祭

悌≡/;:/稲 妻墓.崇､美章鱒ll一 中巻一葉頗

…妻冊照 単品 巌シェア(%) l3.7046 22_6 15.1

l9.71実話費用合計 20.108 3一.9

55 23.631 添,EノミL/il/Li経営余剰 44.

892 68,045 66.369 53シェア(%) 69.ー 68,0 73_7 68.5;r

汚≡妻主漉 き～'､44.89



付表3-5 D都ThaByu市政村wyc樹調査農家の生産費,収益(雨期栄)
D20 D17 D13 D3 Dl8 D14 D6 Dll D4 D21 D22 Dt D24 D2 D23 DS D5 Dt2 Dt6 D7

D15 D26 D30 D10 D9 榔穫苫規模雨期米規模収豊(a/acre)価格 (K′B) 23.ー323.1386_5553 21.4721_4770594 17.4817_4880630 l4.8012.3065537 ll_07ll.0750589 8_838_8360418 8.008_0065452 8_00番.0096_9 7.ー77_1762.8 6.436_4370544 6.436.4370423 6_064_0678.8 5.745_7470.6543 5.275.278ー_6550 5r225_2276.6548 5.035.0379_5549 4.384.0073_1548 4_004_0060533 4.004.0070625 3.703.7075_7 3_523.52$5_2 3r463_4665538 3.003.0055528 2.432.4392.6
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付表3-6 D番ThaByu行政村wYc村聯査農家の生産貴.収益(黒
豆)D20 Dt7 D13 D3 D18 D14 D6 PIT D4 D2ー D22 D1 D24 D2 D23 D8 05 Dt2 Dt6 D7
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付表3-7 D都ThaByu行政村WYC村調査農家の
生産費･収益(カウピー)

D3 D6 Dー6
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付表3-8 D部ThaByu行政村wYC射調査農家
の生産費･収益(ジュート)

D12 D26 D30
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付表3-9 D郡ThaByu行政村W YC村
調査鹿家の生産費･

収益(乾期米)
D
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第4章 ミャンマー国農業 ･農村開発の課題

多様性に富むミャンマーの農業･農村開発は多様な課題を持っている｡以下､我々の現地調査を

踏まえて技術的･制度的要因を含め主な課題だけを指摘しておこう｡

1.農業 ･農村開発の課題

(1) インフラ整備

健全な市場経済システムに基づく農業 ･農村開発を図る場合､ミャンマーの道路､鉄道､水運､

港湾など輸送部門のインフラ整備はきわめて重要である｡例えば､ヤンゴンとマングレーを結ぶ国

道一号線は､最も重要な幹線道路とはとても思えないほど道が悪い｡現在値概 ･排水など農業発展

を直接支援する投資が過大に行われているが､それよりむしろ道路などの農業発展を間接的に支

援する投資により多くの資金を投下すべきであろう｡

(2) 土地利用に関する規制の緩和 ･撤廃

さらに､農地国有の下､作付け体系に対する行政からの強い指導､特に雨季米の作付け奨励が

かなり強く行われており､それが合理的作付けを阻んでいる｡また例えば､水田の樹園地化､ある

いは養魚池化といった地目の変更が強く制限されている｡こうした制限は､可及的速やかに緩和･

撤廃される必要があろう｡
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(3) マーケテイングに対する政府介入の削減

コメに対する供出制度は撤廃し､農産物交易公社 (MA㌣T)は民営化すべきであろう｡最近新た

にはじめられた豆 (そして予定としてのゴマ)に対する供出も取 りやめるべきであろうOまた農産

物の輸出制限の緩和･撤廃も視野に入れるべきであろう｡

(4) 濯激

国際的環境も大きく影響 して開発資金に制約のあるミャンマーでは､大規模な港瀧事業を展開

することはできない.こうした制約のもと受益農民に瀧瀧水路を建設させる方式も､ILO により

強制労働 と認定されて制裁の対象となった｡したがってこれまで行ってきたように受益農民を労

働者として港概開発を図ることは今後難しい状況にあるO限られた資金を最も効率よく利用する

ために､これまで以上に費用対効果を十分に検討考慮 した港瀧開発が望まれるo

この観点からいえば､溢概施設の建設は､デルタ地帯よりも雨量が少なくて港概なしでは米作

ができないマングレーを中心とする中央部に集中されるべきであろうOマンダレ-管区では周辺

の貧困地帯の人々が季節移動労働として農作業に従事 していることを考えれば､この地域で労働

集約的農業を可能にする港概施設の拡大は､周辺地域の人々への就業機会創出効果も期待できよ

う｡

ただ し水利費が生産額 と比べて極めて低いことは､澄概施設の維持管理(operation&

MainlenallCe)への政府支出を不可避とさせていることには留意する必要があるO港概施設の建設を

進めるうえでも､適切な水利費の徴収が必要となろう｡

(5) 土地政策､農村･非農家層に対する中長期的雇用対策

農地の私有化は､農民の投資インセンティブを増大させるために極めて重要である｡農地の売買､

質入､賃借が実質的に進みつつあり､どの段階で私有化するかきわめて東雲なポイントとなるだ

ろう｡

下ミャンマーのデルタ地域､上 ミャンマーの瀧瀧地域をはじめ農業生産力の高い地域を中心に

ミャンマー農本寸には非常に高い比率で土地なし農民層がおり､主に農業労賃で生言1を立てている

現状があるO現状では問題は大きく顕在化していないが､今後､経横のボーダレス化を進め､農

業･農利開発が大きく進むとすれば､格差の拡大は避けられないように思われるo彼らの雇用対策

はきわめて重要な課題である｡

調査 した限りにおいては､彼らは比較的充分なコメ消費を享受 している｡この意味において､

農業労働者をめぐる貧困問題は､南アジアのそれのように深刻な技階にいたってはいない｡しか

し高い人口増加率を考慮するとき､農業労働者の貧困問題の顕在化が危供される段階が早晩訪れ
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ると予測される｡

この農相内における土地なし農民 ･農業労働者層対策としては､農相工業化の進展を図り労働

吸収を行うことが期待される｡

しかし､ミャンマーの農業労働力の需要は米作の作付け､収穫時に最も大きくなっており､時

として不足をきたす場合すらある｡現状を考えると､農業労働集約的な農法が農業発展に果たして

いる役割も大きいといえ､安易な労働力の移転が農業開発を阻害する可能性も否定できない｡農

業労働者の雇用吸収を考える場合には､このようなリスクを考慮に入れたうえで年間を通じた雇

用機会の創出を考える必要があろう｡そのためにはサ トウキビやジュー トなどの労働集約的作物

の普及による農業の多角化に加えて農村工業の振興が必要であろう｡

(6) 農業金融

ミャンマーの農業金融は､ミャンマー農業開発銀行(MyanmarAgriculturalDevelopmentBank)によ

りなされている｡現在では､バングラデシュのグラミン銀行の手法を取り入れて融資活動を行っ

ている｡

グラミン銀行のレプリカは開発途上国で広く採用されているが､その多くは機能不全に陥って

いることが指摘されている｡融資にかかわる審査 ･監視そして契約の履行が十分になされないこ

とが､その主たる理由である｡これに対してMADBでは､融資審査が村落委員会長そして土地台

帳部局やAMSの磯貝などで構成される村落融資審査委員会ミャンマーにより行われるように､ミ

ャンマーの政治体制を利用した審査 ･監視がなされている｡また､MADBが国有銀行であること

から返消不履行のときには返満額は土地税に加算されて請求されるという､グラミン銀行にはな

い強い履行強制システムを備えている｡そのために返済率はほぼ 100%となるなど､健全な経営が

なされている｡

ただし財源問題があり､融資額はきわめて低い水準に抑えられている｡政治問題を別とすれば､

国際機関からの融資がなされたとしても比較的効率的に融資がなされる態勢が整えられていると

いえる｡さらにMADBは貯蓄動員も行っており､この意味でも､金融機関として開発に貢献でき

るものと評価できよう｡なお現在では貯蓄動因は必ずしも十分になされていないが､これは銀行の

問題というよりも､高いインフレ率により実質金利がマイナスとなるというマクロ経済運営に問

題があるOマクロ経済が安定すれば､MADBが果たし得る役割は小さくはないものと考えられるo

-137一



2.人口

(1) ミャンマー人口と農業開発

ミャンマーにおいて人口増加は今のところ問題とされていないというのが一般的な見解である｡

上記のように一層の農業開発の余地もあり､農業生産物の解放.自由化が進んでも十分な競争力を

持っていると考えられている｡ただ､このままでよいかといえばそうではない｡いくつか理由を挙

げる｡

(2) 人口の偏在性 ･農業労働者

ミャンマーで農村の過剰人口を議論すると､ミャンマーの国土は広く人口問題はないという回

答が返ってくる｡

しかし､多くの研究者が指摘しているように管区ミャンマー地域の農村には大量の土地なし農

業労働力が存在し､労働力の提供だけに頼って生活している｡現地調査の結果によれば､現状では

農繁期には労働力余剰ではなく､むしろ労働力不足をきたしているという現状があるのは事実だ

が､この雇用は季節約 ･一過的な雇用でしかない｡近い将来､農村に簡単な農業機械の導入など

が行われれば､この一過的な雇用すらも失われる可能性が高く､今後農相の失業問題が深刻化す

ることは十分予測される｡

この農村における余剰人口の吸収方法としては､管区ミャンマーから北部への人口移動を通じ

末開墾の荒蕪地を開墾して吸収するというのが一般的に開かれる回答であるO

しかし､ベ トナムの例を挙げるまでもなく､政策的な人口移動は思ったほど進まないのが普通

である.また少数民族の問題なども先鋭化する可能性がある｡これらの点から管区ミャンマーの人

口をこのまま増加させ､その増加分への対応を人口移動に頼ることはかなりの困難を引き起こす

かもしれない｡

現状でも管区ミャンマー内部で雇用機会､稼得機会を求めて農業労働力の人口移動が起こって

いるといわれているが､この農村の余剰人口の現状と動きも現在のところ十分把揺されているわ

けではない｡

(3)将来人口と経済開発計画

ミャンマー国はあまり明確な形ではないが一種の人口増加策をとっている｡その理由は十分な

開発余地があり､中国､インドに比べて人口が少ないというものである｡マレーシアでも一時大き

な話題となったが､人口7000 万人を一つのめどと考えているという｡

しかし､人口増加には大きなモメンタムがあり､一度加速した人口増加への動きはそう簡単に

止まるものではない｡人口増加策をとる場合でも､停止人口を7000万人と考えるのか､それとも
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英政府高官の見解のように2020年時点で7000万人を達成しようとするのかによってそのもたら

す結果は大きく異なってくる｡2020年で人口 7000 万人を達成しようとすれば､停止人口は少な

く見積もっても90(刀万人ほどになる｡

いずれにしても人口の与える影響を十分に理解するためには､人口の将来推計を作成し､その

予測結果をもとに十分な検討を行い､その結果が開発計画に有機的に組み入れられる必要がある

だろうO現在のグローバル化した社会では､単に人口が存在するということが国の力を意味する

ものではなく､むしろその国を弱体化させることすらあるということを十分に検討すべきである｡

(4) 家族計画

ミャンマーの実質的な社会開発の程度はラオス､カンボジアと比べて高いように思われる｡家

族計画に関する意識を開いたところ､一般の農民であっても､その結果を十分に理解しており､

調査団のほうが戸惑うほど合理的な回答が返ってきた｡この状況はラオス･カンボジアと大きく異

なるものである｡

しかしながら､暗黙の内に人口増加策が取られている結果､人々が家族計画を利用したい時に

利用できるかといえばそうではない｡第 5子以上の場合には不妊手術を含め国費で援助が行われ

るが､4子までは有料であり､補助もない｡

農民のうち､土地を十分持っており､豊かな農民は自己負担で費用を出し､もしくは医師の勧

めで子供が 2名 ･3名でも不妊手術などを行っている｡それに対して農業労働者は､社会的な地

位の上からも医師などとの交流がなく､アドバイスや便宜を受けることができない｡また資金的

にも比較的高額な不妊手術料を出せないために､不本意ながら子供を作 りつづけているという現

状がある｡

豊かな階層は自分たちの意志で明確に家族計画を行い､豊かさを維持し､さらに豊かになるこ

とができるのに対し､貧しい農業労働者はさらに困窮し､子供たちを上級学校に進学させること

もできず､貧困の再生産につながり､対応困難な悲惨な状況を創出している｡もちろんわずかな

ケーススタディを一般化することはできないにしても､貧困が貧困を生む悲惨な状況を避けるこ

とは必要であり､ミャンマーの人々の合理的な判断を信じ､希望する人が家族計画をそれほど負

担にならない形で利用できるようにすることは､国民の福利向上の上からも重要である｡

(5) 人口センサス

人口増加の問題､人口増加と経清開発政策の問題､国家の開発計画を立てる際にも正確な人口

の把糎が必要であることはいうまでもない｡人口の規模だけでなく､その構造､社会的な階層の

問題等についての正確な調査なくして､国民の福利を向上させる有効な開発政策の策定を行うこ
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とは無理であろう｡

残念ながら､現在ミャンマーで公表されている資料は整合性が非常に乏しく､論理的に理解が

不可能な部分が多々見られる｡確言はできないが､もし正確なセンサスが実施されれば､その実

態はかなり異なったものとなるのではないだろうか｡

ミャンマーが多民族国家で､民族間題を抱え､軍政からの移管問題など困難な問題を抱えてい

ることは理解できるが､農業･農村開発を含む開発計画の策定を行い､それを効果的に実施する場

合には､人口増加策などのバイアスがかからない形での人口の正確な統計が､もっとも必要な前

提条件となるのではないだろうか｡
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第5章 国際協力の課題

第2車 ｢ミャンマー国農業の概要｣､第3章 ｢調査地城と調査村における農業と農村｣の報告を

受けて､耗々は第4車｢ミャンマー国農業･農村開発の課題｣として若干の提案を述べてきた｡

しかし､従来から繰り返し述べてきたように､本来､国際協力は要請主義を建前とする｡要請

主義とは援助･強力を受ける側の要請を受けてそれに援助･協力するということで､それが本来の

外部からの支援の姿勢だということである｡

したがって､ここでの検討も今後あり得べき要請を前提として問題を検討するにとどまるとい

うことになるO

そこでまず考えられる協力はいわゆる技術援助､技術協力の分野についてである｡ミャンマー

は現在､基本的に社会主義の従来体制から､いわば市場自由化の方向への道を求めつつあると判

断されるが､その道は具体的にはきわめて複雑かつ多角的な問題を持つといわねばならない｡例

えば､二L地私有化を含む土地政策にしても､土地は本来国有であり､農民はただ期限の限られた

耕作権を与えられているにすぎない｡利用日的変更のみならず､売買はもちろん抵当に入れるこ

ともできない｡後継者への相続権だけは認められるなどといっても､現実には間売買の事実が伝

えられ､それが逆に経済機能としては肯定されるとも取られる現実もある｡相続権自体その私有

化の一途ともみられる面を持つとなれば､将来の生産牲促進を前程としての土地政策という観点

からみれば問題への対応は必ずしも容易ではない｡

また､供出割当を減らして農家個々の自由販売 ･自由競争が農家の生産意欲促進の観点から提

唱されるとしても､供出割当減の直接効果は､いうまでもなく政府による販売独占の利益の減少､

国家財政収入の減少である｡それにどう対応するのかO生産者による自由販売の増加 ･拡大はい

うまでもなく､全体としての生産の刺激と拡大として､やがて財政収入の増加にも跳ね返ってく

るという論理で肯定されることにもなろうが､その道は間接的であり､時間を要する｡その間に

いわばつなぎの政策が財政的に立てられなければならないが､これらはいわば経済的技術に属す
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る｡そしてこれらがいわば専門的知識､技能として提供されるということになれば､これはいわ

ば社会的技術協力の分野に属する｡

制度､組織の創設､改廃､運営に関わる知識､才覚､技能などもこれに属する｡肥料､農薬､

農機具など農業生産資材の国内生産なども恐らく今後の課題となろうが､そうした場合､それら

に関する技術的知識の要求されることはもとより､そのための組織､企業などの創設にはそのた

めの社会的技術も当然必要となろう｡品種改良の試験 ･研究､さらに普及拡大などとなれば､一

層その必要が大きくなることはいうまでもないO

また流通､金融などについても多くの問題が想定されていることは既述のとおりである｡まず

コメの供給にしても上ミャンマー､下ミャンマーの間に極端な価格格差が存在する.にわかに信

じがたいほどの地域格差の存在だが､その理由は何であろうか｡単なる地域間の距離､輸送力の

小ささや欠如といったような条件では説明困難な格差の大きさだが､いずれにしても統一的な国

内市場が欠如しているということである｡当然､これに開通して地域閥の生産上の分化､分業も

合理的に行われているとはいいがたいといわぬばならないo対応の1つとして道路の整備の必要

性も提言されていることは既述のとおりであるが､それを含めて基本的な問題の更なる調査 ･研

究など､対応策の検討も必要となろう｡

さらに生産者､消費者間をつなぐ販売経路･販売システムの問題もある｡調査では籾販売･精米

などを含めて小規模個人営業の例しか看取されていないが､その流通網の老傍 .拡大について方

途はないのか｡それと金融とのつながりはどうなのか｡問題は無限に出てくる.それらはすべて

今後の一層立ち入った検討課題ということになろうO 流通網の整備 .拡大なくして地域間流通の

合理化はなく､したがって生産の合理化もない｡

さらに金融についても生産､流通の合理化というより､現在の小規模生産の維持といった､い

わば安定志向のそれに徹底している感だが､これも同断であろう｡当然､その間には消費金融の

制度という一般的 ･普遍的に見られるような問題も伴いがちになる｡

このようにして一層の現状調査､問題調査を含めて各種社会的技術協力の要請か純技術的な協

力要請が今後起こってくると考えられるが､要請を受ける側としてこれにどのように対応するか

である｡

以上の内容多岐にわたる技術協力の要請に加え､起こり得る要請は当然に経済的協力､支援の

要請であろう｡その内容は贈与､借款､投資などいろいろな形があり得るであろう｡

しかしこのうち､贈与は別として借款､投資については本来､融資の返済､回収ないし収益の

確保､獲得その保障のあることを前提とする｡仮にも政治体制の変更などでそれが一方的に否定､

抹殺されるというような場合､またその恐れのある場合には､この協力が実を結びがたいことは

いうまでもない｡

ミャンマーの場合､今日なお全国的な人口調査自体､国内政治情勢のために実施しがたい事態

にあることも今回の調査報告は伝えている｡ミャンマー国自体の実績からいえば､道路､通信､
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輸送などの公共施設をはじめ､農業部門では港叔施設の整備拡充､農業械材部門の研究､普及､

資材の増産など投資を必要とし､かつ望まれる部門は決して少なくないと思われるが､その点か

らして特に多くの困難が予想される｡

いずれにしても､今回の調査では軍事政権下でのいわば特殊な国内情勢のもと､直ちに協力の

処方集がえがかれ得るような具体的､詳細な調査にまでは至り得ていない｡

もし国際協力が要請されるとなれば､さしあたりその処方隻の作成自体をE柑勺とした本格的調

査団の派遣､送り出しということになるのではないかと思う｡これまでの国際協力がその形のい

かんを問わず目立って少ないこと自体がこれを語っているようにも思う｡
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第6章 調査団/調査協力者､日程および収集資料

1. 調査団名簿

(1) 国内委員会

川野重任

原洋之介

福井清一

大野昭彦

藤田幸一

高橋昭雄

広瀬次雄

楠本 修

星合千春

加藤祐子

束京大学名誉教授

東京大学東洋文化研究所所長

神戸大学大学院国際協力研究科教授

青山学院大学政治経済学部数授

京都大学東南アジア研究センター助教授

束京大学東洋文化研究所助教授

(財)アジア人口 ･開発協会常務理事 ･事務局長

(財)アジア人口 ･開発協会主任研究員

(財)アジア人ロ ･開発協会国際課長

(財)アジア人口 ･開発協会渉外課長
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(2) 現地調査 メンバー

予備調査メンバー(6月18日～25日)

楠本 修 調査団員

現地調査メンバー (7月30Eト 8月13日)

福井清 一 調査団長 (前出)

大野昭彦 調査団員 (前出)

藤田幸一 調査団員 (前出)

楠本 傾 調査団員 (前出)

2. 調査関係者名簿

(り 日本大使館 ･JICA他

伊藤直樹 参事官

古川和弘 二等書記官

青木利通 国際協力事業団ミャンマー事務所長

工藤年悼 JETRO-アジア経済研究所在外研究員(ヤンゴン経済大学)

(2) 在日ミャンマ-連邦大使館

1)Mr.LZauGoone,Minister-CounseHor

2)Ml.ChallAye,SecondSecretary

(3) ミャンマー連邦政府び研究機関

農業瀧淑省

1) Mr･TintHtutOo,DeplltyDileCtOrGener.ll,DepartmentorAgrlCul(ule.

2) Mr･HhMy)ntMaung,DeputyDirectorGenelal,WaterResouleeUt111zat10nDepartment.

3) Dr･MlnAung,GeneralManager(My.lnmarAgricultureSelVICe)

4) Mr,01川Lwin,Advisor,MyanmalAgrLCulfuralBallk

5) Ml･AungSann,Director,AgriculturalMechanlZationDepa州1-ent.
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6) Mr.AyeMyint,Dlr∝lor(Settlement&LandRecordsDepartment)

7) Mr,HlaKyaw,DlreCtOr,DepartrnentofAgriculturalPlanning

8) Mr･KyawThein,Director,IrrigationDepartment

9) Mr･BoonThein,DeputyDirector,DepartlllentOfAgnculturalPlann)ng

10) Mr.DawWmWin,DeputyDirector,IrrigationDepartment.

11) Mr･KyiWI打,DeputyDirector,Depar(mentofAgriculturePlanning.

12) Mr･SoeWinMaung,AssistantDlreClor,DepartmentofAgrlCulturePlannlng,

I3) Mr･ThanHtay,Ass)stantDirector,DepartTmeIltOfAgriculturePlarming.

14) Mr･AyeMaungSein,AssistantDirector(Setl1em即t&LandRecordsDepartment)

15) DawMIMiMaw,StaffOfficer,DepartmentofAgriculturePlannlng.

農業潅瀧省仙Iandalav)

PEltheinrlvITowndlinOffice

1) Mr･KyawThein,DeputyDiv暮SIOnalManager

2) MrKyawMylnt,TbwnshlPManager

3) Mr.NweOo,DivisionalManager

農業潅瀧省のanuphvu)

DamlphyuTbwnshipO価ce

1) Mr･MyaSheinn,DISけictManager

2) Mr･TunKムirLTbwnshipManager

3) Mr･Chl(Hlalng,TownshlpOfficer(TbwnshipLandRecordsOfnce)

ミャンマー農業開発銀行 (Danut)hvu支店1

1) Mr.DawYinYinThan,Manager

2) Mr.SelnWin,Superv)sor

3) Mr･DawAyeAyeSam,DeputySupervisor

4) Mr･AyeKo,DeputySupervisor

辺境地域 ･民族･開発省

i) Lt･Col.MrMyintSwe,DeputyDlreCtOrGeneral,DepartmentofBorderAreas & NatlOnal

Races.

2) Mr.AyeLwin,Depu(yDirector,DepartmentorBorderAreas&NationalRaces.
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基基盤

i) Mr.SoeTint,DlreCtOrGeneral,Planning&StatisticalDepartnwnt

2) Mr.ThanSwe,Director,Planning&StatisticalDepartment

3) Mr.NgweSoe,DeputyDirector,Plannmg&StatisticsDepartment

ミャンマー農産物交易rMAPTl

1) Mr.MinnHlaAung,ManagingDirector

2) Mr,ronShwe,GeneralManager,Paddy皮RiceDepartment

3) Mr.MawPaw,GeneralManager,OtherCropDepartment

4) MrKoKoGyi,Generalmanager,ExportDepartment

5) Mr.ThanTunAung,GeneralManager,MilHngDepar(menl

6) Mr･MyoOo,DeputyGenelalManager(ExportDepartment)

7) MrlOhmKyalng,DeputyGerLelalManager(MllllngDeparnl印t)

8) Mr,MylntWin,DeputyGenera)Manager(ProjectDepartment)

9) Mr.MyaSann,Manager(M,DOffice)

10) Mr.HlaThaTun,Manager(ExportDepaLtll帽nt)

盤壁豊

i) Dr･HlaPe,DeputyDirectorGeneral,PublicHealthDepartment

2) Dr,HtayLwin,DeputyDlreCtOr,MedlCalCareDepartment

3) Dr,PeWin,AssistantDlreC【or,MedlCalCareDepartment

4) Dr.KhmLin,AssistantD)rector,DepartrrH:ntOfMalaria

5) Dr･DawNyoNyoKyalng,DeputydlreCtOr,MedicalCareIkparlment

6) Dr.ThanHtelnWin,AssistantDirector(E.PI)

7) DrDawTiTI,Mic ro-B)ologist,TBProgranlmed

8) Dr.DawThetThetZln,AssistantDirector,SchooHiealth

9) Dr.TheinThe)nHtay,Assistan(DlreCtOr,BasLCHeaMl

入国管理･人口省

I) CoLTinYl,DeputyDirector(コelはral,PopulatlOnDeparLmellt

2) Mr.ThanTin,DlreCtOr,Popu】at10nDepartn鳩nt

3) Ms.DawSoeSoeAung,D)rector,Populat10nDepar(ment

4) Ms.DaWTmT)nNyunl,Advlsor,PopuhtionDepartmen(
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国家計画経済開発省

1) Brg.GeneraLZawTU打,DeputyMinister

2) Mr.SoeLれ Dire引OrGeneral,ForelgnEconomicRelationsDepartment

3) Mr.DawThe主nNwe,DlreCtOrGeneral,PlarmingDepartment

中央統計局

1) Dr.Seintin,DirectorGeneral

2) Mr.AungMyintThein,Depuり′Directorgeneral

3) Mr,MyaAung,Director,CentralStatlSticalOrganization.

ヤンゴン経済大学 (InstltuteOfEconomics)

1) Mr.MawThan,Rector,

2) Dr.Khl'nKhl.nThe主n,Professor,DepartrrnntofEconomic

3) Dr.NyuntNyuntYee,P10fessor,DepartmentofEconorruC

4) Dr.KhlnMaungThe主n,LectLIre(DepartmentofEconomk)

5) Ms,KhinChawMyint,Lecturer

6) Dr.KhinChawChit,Lecture(DepartmentofEcoT柑mk)

7) Mr,ToshihlrOKudo,Visitingresearchfellow

国連機関

UNFPA

1) Ms.KhlnMaMaAye,AssistantRepresentatlVe

UNDP

1) Mr･HlaMyinlHpu,ProgrammeManager

2) DawHlldaThinKyu,ProgrammeAssistant

堅!室

1) Dr.DavidG.Kahan

2) Mr.ThantZin,SeniorProgramrrLeAssistant

3) DawHlldathinKyu,ProgrammeAssistant

マンダレ-商品取引所 (MandalavCropExchangeMarket)

]) Mr.KyawThe主n,MandalayCropExchangeMarket
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予備調査 日程

6月18E]-25日

6月18日(Elj

1日)0成田発 (JL717) バンコク着 15:15

18:00バンコク発 (TG305) ヤンゴン着 18:30

6月19日(月)
･カウンターパー トと調査概況について協議｡

･日本大使館訪問O古川和弘二等書記官よりミャンマーの農業 ･農村開発について

説明を受ける｡

･JICAミャンマー事務所訪問O青木利道ミャンマー事務所長より技術援助の概況に

ついて説明を受ける｡

･工藤年博ミャンマー経済大学訪問研究員とミャンマー経済の概況について協議｡

6月20日(火)

･農業 ･潅瀧省訪問｡TinHtlltOo農業計画局次長と調査プログラムについて協議を

行い､ミャンマー農業の概要について説明を受けるO

･資料収集｡中央統計局他｡

6月21日r水)

･UNFPA ミャンマー事務所訪問｡Kllil1MaMaAye駐在副代表よりミャンマーの人
口プログラムについて説明を受ける｡

･辺境地域-民族 ･開発省､辺境地軌 民族開発局訪問｡MyiutSlve局次長より同省の
機構ならびに辺境地域の現状およびケシ転作プロジェクトおよび開発計画につい

て説明を受ける｡

･UNDPミャンマー事務所訪問.農業 ･農村開発に関わるUNDP-FAOプロジェクト

(theHtHnanDevelopmelltInitiative)について説明を受け農村開発について協議を行
つ｡

6月22日(木一

･回家計画 ･経消開発省訪問.ZauTLul副大臣よりミャンマーの開発計画について

説明を受ける｡

･林業省訪問｡USoeTint計画統計局長よりミャンマー国の林業資源の現状につい

て説明を受ける｡

･ミャンマー農産物交易公社(MAPT)訪問｡Min川aAung常務理事よりミャンマー農
産物の輸出とその現状､ミャンマー経済に与える影響などについて説明を受けるO

･UNDP訪問｡資料収集｡

･保健省訪問｡HlaPe保健局次長より､ミャンマー国の公衆衛生事情などについて

説明を受ける｡
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･入国管理 ･人口省訪問一ミャンマーの人口について説明を受ける｡

6月23日(i)

･中央統計局訪問.UAungMyintThehl次長と農業 ･農村 ･人口に関する統計デー
タについて協議｡資料収集｡

･農業 .港淑省訪問｡TinHtutOo計画局次長に調査結果を報告し､本調査の調査プ

ログラムについて協議を行うo

6月24日(土)

･資料収集

･16:30ヤンゴン発 (uB221)

･22:30バンコク発 (JL718)

6月25日(日)

･06:20 成田着

18:10バンコク着

1151-



調査 日程

7月30日-8月 13日

7月30日(E日

日:45関西空港発 (JL623) バンコク着 15:30(福井,藤田)

12:00成田発 (JL717) バンコク着 16:10(大野,楠本)

･ll:45成田発 (JL623) バンコク着 15:30

･18:00バンコク発 (TG305) ヤンゴン着 18:30

7月31日(月)

･カウンターパートと調査概況について協議｡

･日本大使館訪問｡ミャンマーの農業 ･農村開発について説明を受ける｡

IJICA ミャンマー事務所訪問｡青木利通ミャンマー事務所長より技術援助の概況につ

いて説明を受ける｡

IUNDPミャンマー事務所訪問｡農業･農村開発に関わるUNDP-FAOプロジェクト(the

HllmallDevelopme暮lHnitiative)について説明を受け農村開発について協議を行う.

8月1日(火)

ミャンマー農産物交易公社(MAPT)訪問｡ミャンマー農産物の輸出とその現状､ミャ
ンマー経済に与える影響などについて説明を受ける.

･農業 ･港概省訪問｡ミャンマー同の農業と農村開発の現状について説明を受ける｡

現地調査について協議｡

8月 2日(水)

･06:30ヤンゴン発- マングレー着07:55(6T807)

･現地農業事務所 (MÅs)訪問｡地域の農業 ･農村開発の現状について説明を受けるo

･調査対象村訪問｡村の概況について説明を受ける｡村長へのインタビュー.

8月3日(木)

･聞き取り調査(patheinGyiToWnShip)

8月4日(金)

･聞き取り調査(patlleinGyilTowllSllip)

8月5日(土)

･聞き取り調査(patheinGyiToWnsllip)(大野､藤田)

･マンダレ-商品取引所訪問(福井､楠本)O理事長から説明を受ける.

･米卸商店 (uAul一gMaung)訪問｡
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8月6El(日)

･09:30マングレー発- ll:30ヤンゴン着 (HKOO6)

8月7日(月)

･現地農業事務所訪問｡地域の農業 ･農村開発の現状について説明を受ける｡

･調査対象柑訪問｡村の概況について説明を受ける｡村長へのインタビュー0

8月8日(A)

･聞き取り調査 (DallubylltOlVnShip)

8jM E](a)

･聞き取り調査 (DallubyutowllSllip)

8月9日(水)

･聞き取り調査 (DanubyutowIIShip)

8月10日(香)

･聞き取り調査 (DantJbyutownship)

8月11日(金)

･日本大使館に調査結果報告｡

･ヤンゴン経済大学訪問oUMawThaTl学長よりミャンマーの経済についてブリーフィ

ングを受ける｡

･農業港瀧省に調査結果報告｡

8月12日(土)

･市場視察(栄,野菜)｡聞き取り調査｡

･19:30ヤンゴン発 (TG306) 21ニ35バンコク着

8月13日(日)

･08:50バンコク発 16:40成田着(大軌 楠本)JL718

･09:15バンコク発 16:35関空着(福井,藤田)JL/TG728
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調査票





No.
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Vi=ageHead

NameoftheV‖ageTract･

NameoftheV‖ageHead:
Date:

NameoftheInterviewer:
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UnionofMyanmar
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2000
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NameofVillageTract

NameofVillage･

NameofInterviewee,

Nameoflnterviewer

Questionnaire
forvilhgeperson

くSocia卜 Demographic-Pub一icHealth〉

BaslcsurveyofAgr.cultureandRura=)eveFopmentbyProgr8SSNeStag81nAsEanCountn8S

Union ofMyanmar

Conductedby
Th8AslanPopuIatEOnandDevelopmentAssoclatJOn(APDA)
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